
資料５

件名・議案 提案者
資料

（頁）

提案理由等
（※シンポジウム等、後援関係につ

いては概要を記載）
説明者

Ⅰ　審議事項

１．規則関係

提案1

「土曜日・日曜日
及び祝日における
講演会、シンポジ
ウム等の開催につ
いて」の一部を改
正すること

会長 B(7-8) 土曜日・日曜日及び祝日における講
演会、シンポジウム等の開催にかか
る企画案の募集方法を一部改正する
必要があるため。

会長

２．委員会関係

提案2

（幹事会附置委員
会）
危機対応科学情報
発信組織準備委員
会
(1)設置及び運営要
綱の決定

(1)渡辺
副会長

B(9-10) 　国家的危機・緊急時の情報発信に
平素から備える組織の在り方等に関
する事項について審議するため、日
本学術会議会則第25条第1項の幹事会
附置委員会として委員会の設置及び
運営要綱を決定する必要があるた
め。

高橋幹事

提案3

（機能別委員会）
科学者委員会
(1)運営要綱の一部
改正（庶務の変
更）
(2)分科会委員の決
定（追加1件）

(1)科学
者委員会
委員長
(2)会長

B(11-
12)

科学者委員会の審議内容に伴い、運
営要綱の一部を改正するとともに、
科学者委員会の分科会委員を決定す
る必要があるため。

会長
三成副会
長

提案4

(機能別委員会)
科学と社会委員会
(1)運営要綱の一部
改正（委員構成の
変更1件）
(2)委員会委員の決
定（追加１件）

(1)科学
と社会委
員会委員
長
(2)会長

B(13-
14)

科学と社会委員会の委員構成の変更
に伴い、運営要綱の一部を改正する
とともに、委員会委員を決定する必
要があるため。

会長
渡辺副会
長

提案5

（機能別委員会）
(1)国際委員会運営
要綱の一部を改正
すること

国際委員
長

B(15-
56)

国際委員会に国際人権対応分科会及
び日本学術会議の加盟国際学術団体
に対応する分科会を設置する必要が
あるため。

※国際委員会２月５日承認

武内副会
長

提案6

平成30年度フュー
チャー・アースに
関する国際会議等
への代表者の派遣
の基本方針を決定
すること

会長 B(57-
58)

　平成30年度フューチャー・アース
に関する国際会議等への代表者の派
遣について、基本方針を決定をする
必要があるため。

※国際委員会２月５日承認、同
フューチャー・アースの国際的展開
対応分科会２月１日承認

武内副会
長

審　議　事　項
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提案7

（機能別委員会）
国際委員会アジア
学術会議等分科会
(1)委員の決定（追
加１件）

会長 B(59-
60)

国際委員会アジア学術会議等分科会
委員を決定する必要があるため。

武内副会
長

(分野別委員会)
(1)運営要綱の一部
改正（新規設置26
件、委員構成の変
更5件、設置期間の
変更10件）
(2)委員会及び分科
会委員の決定
（【委員会及び分
科会】新規5件、追
加21件【小委員
会】新規 35件）

B(61-
130)

　分科会の設置等に伴い、運営要綱
を一部改正するとともに、分野別委
員会における委員等を決定する必要
があるため。

会長
各部部長

提案8

(1)哲学委
員会委員
長、心理
学・教育
学委員会
委員長、
社会学委
員会委員
長、地域
研究委員
会委員
長、経済
学委員会
委員長、
経営学委
員会委員
長、統合
生物学委
員会委員
長、臨床
医学委員
会委員
長、健
康・生活
科学委員
会委員
長、環境
学委員会
委員長、
地球惑星
科学委員
会委員
長、情報
学委員会
委員長、
化学委員
会委員
長、総合
工学委員
会委員
長、機械
工学委員
会委員
長、電
気・電子
工学委員
会委員
長、土木
工学・建
築学委員
会
(2)各部部
長
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提案9

（課題別委員会）
防災減災・災害復
興に関する学術連
携委員会
(1)設置要綱の一部
改正（名称・委員
の構成の変更、設
置期限の延長等）
(2)委員の決定（追
加１件）

防災減
災・災害
復興に関
する学術
連携委員
会委員長

B(131-
134)

防災減災・災害復興に関する学術連
携委員会について、設置期限を延長
し、委員会委員を決定する必要があ
るため。

第三部米
田幹事

提案10

（課題別委員会）
フューチャー・
アースの推進と連
携に関する委員会
(1)設置要綱の一部
改正（設置期限の
延長）

フュー
チャー・
アースの
推進と連
携に関す
る委員会
委員長

B(135-
138)

フューチャー・アースの推進と連携
に関する委員会について、設置期限
の延長に伴い設置要綱の一部を改正
する必要があるため。

武内副会
長

提案11

（課題別委員会）
自動車の自動運転
の推進と社会的課
題に関する委員会
(1)設置について
(2)設置要綱の決定
(3)委員の決定

渡辺副会
長

B(139-
146)

日本学術会議会則第十六条の課題別
委員会として提案した委員会の設置
を決定し、これに伴い、設置要綱の
決定を行う必要があるため。

渡辺副会
長

提案12

（若手アカデ
ミー）
(1)分科会の設置
（新規４件）
(2)分科会委員の決
定（新規４件）

若手アカ
デミー代
表

B(147-
154)

　若手アカデミー分科会の新規設置
及び若手アカデミー分科会の委員を
決定する必要があるため。

三成副会
長

３．国際関係

提案13

平成30年度代表派
遣について
(1)代表派遣実施計
画の決定
(2)実施計画に基づ
く4－6月期の会議
派遣者の決定

会長 B(155-
158)

平成30年度代表派遣について、代表
派遣実施計画の決定をするととも
に、実施計画に基づき4－6月期の会
議派遣者を決定する必要があるた
め。

※(1)国際委員会２月５日承認

武内副会
長

提案14

平成29年度代表派
遣について、実施
計画の追加、変更
及び派遣者の決定
をすること

会長 B(159-
160)

平成29年度代表派遣について、実施
計画の追加、変更及び派遣者の決定
をする必要があるため。

武内副会
長
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４．シンポジウム等

提案15

公開シンポジウム
「人文社会科学系
学協会男女共同参
画をめざして 」

第一部 B(161-
162)

主催：日本学術会議第一部総合ジェ
ンダー分科会
共催：人文社会科学系学協会男女共
同参画推進連絡会（GEAHSS）
後援：男女共同参画学協会連絡会
（調整中）、お茶の水女子大学
日時：平成30年3月31日（土）
      13:00～18:00
場所：お茶の水女子大学
※第一部承認

－

提案16

公開ワークショッ
プ：「日韓交流か
ら科学の社会的・
国際的貢献を考え
る」

若手アカ
デミー代
表

B(163-
164)

主催：日本学術会議若手アカデミー
日時：平成30年３月28日（水）14:00
～23:00
場所：休暇村志賀島(福岡県福岡市) －
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５．後援

国内会議の後援を
すること

会長 － 会長

提案17

以下の会議について、後援の申請が
あり、関係する部に審議付託したと
ころ、適当である旨の回答があった
ので、後援することとしたい。

①健康・省エネ国際シンポジウム
主催：一般社団法人健康・省エネ住
宅を推進する国民会議
期間：平成30年2月26日（月）
場所：経団連会館カンファレンス
国際会議場
申請者：一般社団法人健康・省エネ
住宅を推進する国民会議理事長　上
原裕之
※第二部、第三部承認

②第27回国際MICEエキスポ(IME2018)
主催：一般社団法人日本コングレ
ス・コンベンション・ビューロー
(JCCB)、日本政府観光局(JNTO)
期間：平成30年2月28日（水）
場所：京王プラザホテル　5階「コン
コード」、「エミネンス」
申請者：一般社団法人日本コングレ
ス・コンベンション・ビューロー
(JCCB)理事兼事務局長　小堀守
※国際委員会承認

③平成29年度衝撃波シンポジウム
主催：日本衝撃波研究会
期間：平成30年3月7日（水）～9日
（金）
場所：東北大学　片平さくらホー
ル、流体科学研究所
申請者：平成29年度衝撃波シンポジ
ウム実行委員会委員長　大谷清伸
※第三部承認

④日本天文学会ジュニアセッション
主催：公益社団法人日本天文学会
期間：平成30年3月14日（水）～17日
（土）
場所：千葉大学
申請者：公益社団法人日本天文学会
会長　柴田一成
※第三部承認

⑤土と肥料の講演会
主催：一般社団法人日本土壌肥料学
会
期間：平成30年5月13日（土）
場所：東京大学弥生講堂（東京都文
京区）
申請者：一般社団法人日本土壌肥料
学会会長　犬伏和之
※第二部承認
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Ⅱ　その他

資料

１． 参考１

２． 参考２

３． 参考３「第２４期学術の大型研究計画に関するマスタープラン（マスタープラン
2020）」の策定について
　三成副会長よりご発言がございます

件名

第176回総会(4/3～5)の日程案について
　日程(案)が修正されましたのでご確認ください

今後の総会及び幹事会開催予定
　次回幹事会は3月30日(金)13時30分開催

6
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○土曜日・日曜日及び祝日における講演会、シンポジウム等の開催について（平成２８年６月２４日日本学術会議第 230 回幹事会決定）の

一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（略） 
 

２．手続 

（１）別表 1に掲げる幹事会の前月末までに希望を受付け、同幹事会において

内容が不十分なもの等を除いた上で、なお多数の場合は、抽選を行う。 

（２）日本学術会議が緊急に取り組むことが必要と認められる場合には、上

記１に定める開催回数の範囲内において、日本学術会議の運営に関する内

規（平成 17 年 10 月４日日本学術会議第１回幹事会決定）第５条に定める

手続を経て、追加することができる。 

（３）会長は、上記（１）の定めにかかわらず、上記１に定める開催回数の

範囲内において、企画案を作成し、関係する部又は委員会等と協議の上、

幹事会の決定を得て、企画を追加することができる。 

 

（略） 

 

 

（略） 
 

２．手続 

（１）別表 1に掲げる幹事会の前月末までに希望を受付け、同幹事会において

内容が不十分なもの等を除いた上で、なお多数の場合は、抽選を行う。 

（２）日本学術会議が緊急に取り組むことが必要と認められる場合には、上

記１に定める開催回数の範囲内において、日本学術会議の運営に関する内

規（平成 17 年 10 月４日日本学術会議第１回幹事会決定）第５条に定める

手続を経て、追加することができる。 

（３）新規 

 

 

 

（略） 

 

 
 附則（平成３０年２月２２日日本学術会議第２６０回幹事会決定） 
この決定は、決定の日から施行する。 
  

提案１ 
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（案） 

●危機対応科学情報発信組織準備委員会運営要綱 

 
平 成  年  月  日 
日本学術会議第  回幹事会決定 

 
（設置） 
第１ 危機対応科学情報発信組織準備委員会（以下「委員会」という。）は、日本学

術会議会則第２５条第１項に基づく委員会として幹事会に附置する。 

 
（任務） 
第２ 国家的危機・緊急時の情報発信に平素から備える組織の在り方等に関する事

項について審議する。 

 
（組織） 
第３ 委員会は、会員又は連携会員１０名以内をもって組織する。 

 
（設置期限） 
第４ 委員会は、平成３０年１２月３１日まで置かれるものとする。 

 
（庶務） 
第５ 委員会の庶務は、事務局○○において処理する。 

 
（雑則） 
第６ この要綱に定めるもののほか、議事の手続その他委員会の運営に関し必要な

事項は、委員会が定める。 

 
附 則 

 この決定は、決定の日から施行する。 
  

提案２ 
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○科学者委員会運営要綱（平成１７年１０月４日日本学術会議第１回幹事会決定）の一部を次のように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

 

（略） 

  

（庶務） 

第３ 委員会の庶務は、事務局企画課及び参事官（審議第一担当及

び審議第二担当）において処理する。 

 

 

 

 

（略） 

 

 

（略） 

 

（庶務） 

第３ 委員会の庶務は、事務局企画課及び参事官（審議第二担当）

において処理する。ただし、学術体制分科会、研究計画・研究資

金検討分科会の庶務は、事務局参事官（審議第二担当）におい

て、処理する。 

 

 

（略） 

 

 
 附則（平成３０年２月２２日日本学術会議第２６０回幹事会決定） 
この決定は、決定の日から施行する。 
  

提案３ 
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【機能別委員会】 
○委員の決定（追加１件） 
 

（科学者委員会学協会連携分科会） 

 氏  名 所  属 ・ 職  名 備  考 推  薦 

森 正樹 
大阪大学大学院医学系研究科消

化器外科学教授 
第二部会員 副会長 

菱田 公一 慶應義塾大学理工学部教授 第三部会員 副会長 

池田 駿介 
株式会社建設技術研究所研究顧

問 
連携会員 副会長 
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○科学と社会委員会運営要綱（平成１７年１０月４日本学術会議第１回幹事会決定）の一部を次のように改正する。 
改 正 後 改 正 前 

（組織） 
第１ 科学と社会委員会（以下「委員会」という。）は、副会長

（日本学術会議会則第５条第２号担当）、各部の３名（うち１名は

役員とする。）の会員及び必要に応じて会員又は連携会員の中から

選ばれる８名以内の委員をもって組織する。 
 

（略） 

（組織） 
第１ 科学と社会委員会（以下「委員会」という。）は、副会長

（日本学術会議会則第５条第２号担当）、各部の３名（うち１名は

役員とする。）の会員及び必要に応じて会員の中から選ばれる４名

以内の委員をもって組織する。 
 
（略） 

 

附則 

この決定は、決定の日から施行する。 

提案４ 
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【機能別委員会】 
○委員の決定（追加１件） 
 
 
（科学と社会委員会） 

氏  名 所  属  ・  職  名 備  考 推  薦 

沖 大幹 
国連大学上級副学長、東京大学生

産技術研究所教授 
連携会員 副会長 

蟹江 憲史 
慶應義塾大学大学院政策・メディ

ア研究科教授 
連携会員 副会長 
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（案） 

国際委員会運営要綱（平成１７年１０月４日日本学術会議第１回幹事会決定）の一部を次のように改正する。 
改 正 後 改 正 前 

別表１ 
分 科 会 調査審議事項 構   成 備 考 

 
 

（略） 

科学者に関す
る国際人権対
応分科会 

科学者に関する

国際的な人権状

況及び問題を調

査審議し、併せて

アカデミー及び

学術団体の国際

人権ネットワー

ク （ The 
International 
Human Rights 
Network of 
Academies and 
Scholarly 
Societies）への対

応に関する事項

を審議する。 

副会長（日本学術

会議会則第５条第

３号担当）及び会

員又は連携会員若

干名 

設置期間：平成３

０年２月２２日

～平成３２年９

月３０日 

ＩＡＵ分科会 国際天文学連合

（ＩＡＵ）への対

応に関すること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

物理学委員会Ｉ

ＡＵ分科会と兼

ねる。 

別表１ 
分 科 会 調査審議事項 構   成 備 考 

 
 

（略） 

（新規設置） 

（新規設置） 

提案５ 
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ＩＵＧＧ分科
会 

国際測地学及び

地球物理学連合

（ＩＵＧＧ）への

対応に関するこ

と 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

地球惑星科学委

員会ＩＵＧＧ分

科会と兼ねる。 

ＩＵＰＡＣ分
科会 

国際純正・応用化

学連合（ＩＵＰＡ

Ｃ）への対応に関

すること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

化学委員会ＩＵ

ＰＡＣ分科会と

兼ねる。 

ＩＵＰＡＰ分
科会 

国際純粋・応用物

理学連合（ＩＵＰ

ＡＰ）への対応に

関すること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

物理学委員会・総

合工学委員会合

同ＩＵＰＡＰ分

科会と兼ねる。 

ＵＲＳＩ分科
会 

国際電波科学連

合（ＵＲＳＩ）へ

の対応に関する

こと 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

電気電子工学委

員会ＵＲＳＩ分

科会と兼ねる。 

ＩＵＢＳ分科
会 

国際生物科学連

合（ＩＵＢＳ）へ

の対応に関する

こと 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

基礎生物学委員

会ＩＵＢＳ分科

会と兼ねる。 

ＩＧＵ分科会 国際地理学連合

（ＩＧＵ）への対

応に関すること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

地球惑星科学委

員会ＩＧＵ分科

会と兼ねる。 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 
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ＩＭＵ分科会 国際数学連合（Ｉ

ＭＵ）への対応に

関すること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

数理科学委員会

ＩＭＵ分科会と

兼ねる。 

ＰＳＡ分科会 太平洋学術協会

（ＰＳＡ）への対

応に関すること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

農学委員会・食料

科学委員会合同

ＰＳＡ分科会と

兼ねる。 

ＩＵＣｒ分科
会 

国際結晶学連合

（ＩＵＣｒ）への

対応に関するこ

と 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

化学委員会ＩＵ

Ｃｒ分科会と兼

ねる。 

ＩＵＨＰＳＴ
分科会 

国際科学史・科学

基礎論連合（ＩＵ

ＨＰＳＴ）への対

応に関すること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

史学委員会ＩＵ

ＨＰＳＴ分科会

と兼ねる。 

ＩＵＴＡＭ分
科会 

国際理論応用力

学連盟（ＩＵＴＡ

Ｍ）への対応に関

すること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

機械工学委員会・

土木工学・建築学

委員会合同ＩＵ

ＴＡＭ分科会と

兼ねる。 

ＩＵＰＳ分科
会 

国際生理科学連

合（ＩＵＰＳ）へ

の対応に関する

こと 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

基礎医学委員会

ＩＵＰＳ分科会

と兼ねる。 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 
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ＩＣＯ分科会 国際光学委員会

（ＩＣＯ）への対

応に関すること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

総合工学委員会

ＩＣＯ分科会と

兼ねる。 

ＩＵＢＭＢ分
科会 

国際生化学・分子

生物学連合（ＩＵ

ＢＭＢ）への対応

に関すること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

基礎医学委員会

ＩＵＢＭＢ分科

会と兼ねる。 

ＳＣＡＲ分科
会 

南極研究科学委

員会（ＳＣＡＲ）

への対応に関す

ること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

地球惑星科学委

員会地球惑星科

学国際連携分科

会と兼ねる。 

ＣＯＳＰＡＲ
分科会 

宇宙空間研究委

員会（ＣＯＳＰＡ

Ｒ）への対応に関

すること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

地球惑星科学委

員会地球惑星科

学国際連携分科

会と兼ねる。 

ＳＣＯＲ分科
会 

海洋研究科学委

員会（ＳＣＯＲ）

への対応に関す

ること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

地球惑星科学委

員会ＳＣＯＲ分

科会と兼ねる。 

ＩＵＧＳ分科
会 

国際地質科学連

合（ＩＵＧＳ）へ

の対応に関する

こと 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

地球惑星科学委

員会ＩＵＧＳ分

科会と兼ねる。 

ＩＵＰＡＢ分
科会 

国際純粋・応用生

物物理学連合（Ｉ

ＵＰＡＢ）への対

応に関すること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

基礎生物学委員

会・統合生物学委

員会合同ＩＵＰ

ＡＢ分科会と兼

ねる。 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 
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ＣＯＤＡＴＡ
分科会 

科学技術データ

委員会（ＣＯＤＡ

ＴＡ）への対応に

関すること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

情報学委員会国

際サイエンスデ

ータ分科会と兼

ねる。 

ＩＥＡ分科会 国際経済学協会

（ＩＥＡ）への対

応に関すること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

経済学委員会Ｉ

ＥＡ分科会と兼

ねる。 

ＩＮＱＵＡ分
科会 

国際第四紀学連

合（ＩＮＱＵＡ）

への対応に関す

ること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

地球惑星科学委

員会地球惑星科

学国際連携分科

会と兼ねる。 

ＩＭＡ分科会 国際鉱物学連合

（ＩＭＡ）への対

応に関すること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

地球惑星科学委

員会地球惑星科

学国際連携分科

会と兼ねる。 

ＳＣＯＳＴＥ
Ｐ分科会 

太陽地球系物理

学・科学委員会

（ＳＣＯＳＴＥ

Ｐ）への対応に関

すること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

地球惑星科学委

員会地球惑星科

学国際連携分科

会と兼ねる。 

ＩＦＡＣ分科
会 

国際自動制御連

盟（ＩＦＡＣ）へ

の対応に関する

こと 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

総合工学委員会・

電気電子工学委

員会合同ＩＦＡ

Ｃ分科会と兼ね

る。 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 
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ＩＵＮＳ分科
会 

国際栄養科学連

合（ＩＵＮＳ）へ

の対応に関する

こと 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

農学員会・食料科

学委員会・健康・

生活科学委員会

ＩＵＮＳ分科会

と兼ねる。 

ＷＦＥＯ分科
会 

世界工学団体連

盟（ＷＦＥＯ）へ

の対応に関する

こと 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

総合工学委員会・

土木工学・建築学

委員会合同ＷＦ

ＥＯ分科会と兼

ねる。 

ＩＥＨＡ分科
会 

国際経済史協会

（ＩＥＨＡ）への

対応に関するこ

と 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

経済学委員会Ｉ

ＥＨＡ分科会と

兼ねる。 

ＷＣＲＰ分科
会 

世界気候研究計

画（ＷＣＲＰ）へ

の対応に関する

こと 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

環境学委員会・地

球惑星科学委員

会合同ＦＥ・ＷＣ

ＲＰ合同分科会

と兼ねる。 

ＣＩＳＨ分科
会 

国際歴史学委員

会（ＣＩＳＨ）へ

の対応に関する

こと 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

史学委員会国際

歴史学会議等分

科会と兼ねる。 

ＩＵＰＨＡＲ
分科会 

国際薬理学連合

（ＩＵＰＨＡＲ）

への対応に関す

ること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

基礎医学委員会

ＩＵＰＨＡＲ分

科会と兼ねる。 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 
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ＡＡＳＳＲＥ
Ｃ・ 
ＩＦＳＳＯ・
ＩＳＳＣ分科
会 

アジア社会科学

研究協議会連盟

（ＡＡＳＳＲＥ

Ｃ）、国際社会科

学団体連盟(ＩＦ

ＳＳＯ）及び国際

社会科学評議会

（ＩＳＳＣ）への

対応に関するこ

と 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

第一部国際協力

分科会と兼ねる。 

ＩＣＡ分科会 国際地図学協会

（ＩＣＡ）への対

応に関すること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

地球惑星科学委

員会ＩＧＵ分科

会と兼ねる。 

ＩＣＬＡＳ分
科会 

国際実験動物科

学会議（ＩＣＬＡ

Ｓ）への対応に関

すること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

基礎医学委員会

ＩＣＬＡＳ分科

会と兼ねる。 

ＩＡＳＣ分科
会 

国際北極科学委

員会（ＩＡＳＣ）

への対応に関す

ること 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

地球惑星科学委

員会地球惑星科

学国際連携分科

会と兼ねる。 

ＩＵＭＳ分科
会 

国際微生物学連

合（ＩＵＭＳ）へ

の対応に関する

こと 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

基礎生物学委員

会・農学委員会・

食料科学委員会・

基礎医学委員会・

臨床医学委員会

合同ＩＵＭＳ分

科会と兼ねる。 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 

（新規設置） 
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ＣＩＧＲ分科
会 

国際農業工学会

（ＣＩＧＲ）への

対応に関するこ

と 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

農学委員会・食料

科学委員会合同

ＣＩＧＲ分科会

と兼ねる。 

ＩＵＳＳ分科
会 

国際土壌科学連

合（ＩＵＳＳ）へ

の対応に関する

こと 

分野別委員会運営

要綱において定め

る。 

農学委員会・食料

科学委員会合同

ＩＵＳＳ分科会

と兼ねる。 
 

（新規設置） 

（新規設置） 

 

附 則    この決定は、決定の日から施行する。 
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国際委員会分科会の設置について  

 
分科会等名：科学者に関する国際人権対応分科会 

 
１ 所属委員会名

（複数の場合は、

主体となる委員

会に○印を付け

る。） 

国際委員会 

２ 委員の構成 副会長（日本学術会議会則第５条第３号担当）及び会員又は

連携会員若干名 
３ 設 置 目 的  科学者に関する国際的な人権状況及び問題を調査審議し、併

せてアカデミー及び学術団体の国際人権ネットワーク（The 
International Human Rights Network of Academies and 
Scholarly Societies）への対応について審議する。 

４ 審 議

事 項 
科学者に関する国際的な人権状況及び問題に関すること 

５ 設 置 期 間  設置期間：平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考 ※新規設置 
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   物理学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名： ＩＡＵ分科会   
 
１ 所属委員会名 

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

○物理学委員会 
国際委員会 

２ 委員の構成 ３０名以内の会員又は連携会員 

３ 設 置 目 的  ＩＡＵ（国際天文学連合）を通して天文学の国際協力活動を行う

ための国際対応委員会。ＩＡＵは、１９１９年に設立された世界の

天文学者が集結する世界組織で、ＩＣＳＵに属する３０の学術団体

の一つである。２０１７年現在の加盟国は７９ヶ国、会員は約１３，

０００名である。日本は設立当初のメンバー７ヶ国の１つであり、

日本人会員は２０１７年現在７３２名で、米、仏に次いで第３位で

ある。 
日本人では古在由秀（１９８８－９１）、海部宣男（２０１２－

２０１５）が会長を、海部宣男（１９９７－２００３）、萩原雄祐 
（１９６１－６７）、平山 信（１９２２－２８）が副会長を勤め

た。DivisionやCommissionの役員を勤めた日本人は多数いる。 

４ 審 議 事 項  １．ＩＡＵの新会員の推薦 
２．ＩＡＵの活動への参加・協力と広報 
３．ＩＡＵの組織やルールの検討 
に係る審議に関すること。 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月４日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考  
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地球惑星科学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：ＩＵＧＧ分科会 
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印

を付ける。） 

○地球惑星科学委員会 
 国際委員会 

２ 委員の構成 １５名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  国際測地学及び地球物理学連合（International Union of 

Geodesy and Geophysics;ＩＵＧＧ）は、国際科学会議（Ｉ

ＣＳＵ）の下に１９１９年に設立された組織であり、国際協

力を通して測地学・地球物理学の発展を促進することを使命

としている。これまで、ＩＵＧＧだけでなく、ＩＵＧＧ傘下

の８国際学術協会に対して、日本を代表する国内窓口の役割

を担い、国内の関連学会・研究者がＩＵＧＧの活動を通して

世界の測地学・地球物理学の振興と人類社会への貢献に寄与

するのを支援してきている。それまでの国内委員会の活動を

継承しつつ、新しい日本学術会議の理念に沿った国際対応を

具体化するのが、本分科会設置の目的である。 
４ 審 議 事 項  ＩＵＧＧに関する国際連携、関連する測地学・地球物理学の

振興、普及および社会貢献に関する諸事項に係る審議に関す

ること 
５ 設 置 期 間  平成２９年１０月３０日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  
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化学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：ＩＵＰＡＣ分科会 
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印

を付ける。） 

○化学委員会 
 国際委員会 

２ 委員の構成 １６名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  本分科会では、国際純正・応用化学連合（ＩＵＰＡＣ）へ

の対応に関することを審議の対象とする。ＩＵＰＡＣの活動

と連携し、以下の項目に関する活動を行う。 
１）ＩＵＰＡＣの活動への我が国の積極的な関与・貢献を促

進 
２）ＩＵＰＡＣへ派遣する委員候補の推薦 
３）将来のＩＵＰＡＣ活動を担う若手人材の育成 
４）ＩＵＰＡＣ活動に対する、産業界や学協会との連絡・調

整 
４ 審 議 事 項  １．ＩＵＰＡＣの活動への我が国の積極的な関与・貢献の促

進 
２．ＩＵＰＡＣへ派遣する委員候補の推薦 
３．将来のＩＵＰＡＣ活動を担う若手人材の育成 
４．ＩＵＰＡＣ活動に対する、産業界や学協会との連絡・調

整に係る審議に関すること 
 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月３０日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  
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物理学委員会・総合工学委員会合同分科会の設置について 
 
分科会等名：ＩＵＰＡＰ分科会        
 

１ 所属委員会名

（複数の場合は、

主体となる委員

会に○印を付け

る。） 

○物理学委員会 
総合工学委員会 
国際委員会 

２ 委員の構成 ２５名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  ＩＵＰＡＰ (International Union of Pure and Applied 

Physics)は物理学および応用物理学における国際機関とし

て最も大きな学術連合であり、国際学会の開催援助、物理学

教育の促進などの活動を行っている。日本からは１７の分野

別コミッションと役員会に委員を送っている。学術会議とＩ

ＵＰＡＰ が適切に連携できるように委員会を設置する。 
 
 

４ 審 議 事 項  関係学会と連携し、国際学術団体の活動の周知・広報に関す

ること 
 
 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月３０日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  

 
 



 
 

28 
 

電気電子工学委員会分科会の設置について 
 

分科会等名：ＵＲＳＩ分科会  
 

１ 

所属委員会名 
（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

○電気電子工学委員会 
 国際委員会 

２ 委員の構成 ３５名以内の会員又は連携会員 

３ 設 置 目 的  電波科学の国際的な連絡とその発展を推進することを目的として、１９２

２年に国際電波科学連合（International Union of Radio Science：ＵＲＳＩ）

が設立された。ＵＲＳＩは国際科学会議（International Council for Science：
ＩＣＳＵ）に属する３１の国際学術連合（International Scientific Union）
の一つである。ＵＲＳＩの傘下には電波科学のあらゆる分野をカバーする１

０の分科会（Commissions Ａ－Ｋ）が設置されており、各々の分科会で当該

分野に関する活発な活動が展開されている。 
電気電子工学委員会ＵＲＳＩ分科会の設置目的は、我が国における電波科

学分野の研究者・技術者を代表してＵＲＳＩ本部が行う各種の活動に積極的

に参加し、電波科学に関する国際連携・国際協力に貢献すること、並びに我

が国における電波科学関連活動を推進・強化することである。 

４ 審 議 事 項  １．ＵＲＳＩ本部が行う各種活動への対応 
２．ＵＲＳＩ旗艦会議（ＵＲＳＩ総会、ＵＲＳＩ大西洋電波科学会議、ＵＲ

ＳＩアジア・太平洋電波科学会議）への対応と協力 
３．第３４回ＵＲＳＩ総会（２０２３年８月札幌にて開催予定）に向けての

諸準備 
４．国内におけるＵＲＳＩ日本電波科学会議の開催 
５．電波科学分野の研究者・技術者を対象とする公開シンポジウムの開催 
６．国内外における関連学協会との連携 
７．若手研究者の育成とそのための環境整備 
８．その他 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１１月２４日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  



 
 

29 
 

基礎生物学委員会分科会の設置について 
 
分科会名：ＩＵＢＳ分科会  
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印

を付ける。） 

○基礎生物学委員会 
 国際委員会 
 

２ 委員の構成 １０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的   我が国は１９５０年にＩＵＢＳ（International Union of 

Biological Sciences １９１９年創設）に加盟して以来、主要

国の一つとして活動している。ＩＵＢＳの主な活動は、地球

規模の生物多様性、気候変動と生態系の変化などを対象に

様々な科学プログラムを実施して、基礎生物学の立場から、

各国の研究者、政策決定者、一般市民に対して、科学的デー

タや議論の場を提供している。 
 このような国際的活動を国内の科学者コミュニティと連

携を図って支えるために、常設の分科会を設置する必要があ

る。 
４ 審 議 事 項  １．国際的科学プログラムへの貢献、提案 

２．国内関連学会への周知と連携の方策 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１１月２４日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考  

 



 
 

30 
 

地球惑星科学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：ＩＧＵ分科会 
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印

を付ける。） 

○地球惑星科学委員会 
 国際委員会 

２ 委員の構成 ２５名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  ＩＧＵはＩＣＳＵ(国際科学会議)の古くからのメンバー

であり、各国の国内委員会やＩＣＳＵの主導するＩＧＢＰな

どの国際プロジェクトとの連携を強化しつつ、地球環境研究

や国際理解をはじめとする全人類的課題に精力的に取り組

んできた。平成１７年９月まで、日本学術会議地理学研究連

絡委員会が日本を代表してＩＧＵ国内委員会の役割を担い、

国内の関連学会・研究者がＩＧＵの活動を通して世界の地理

学の振興と人類社会への貢献に寄与するのを支援してきた。

そのような国内委員会の活動を継承しつつ、新生日本学術会

議の理念に沿った、社会への貢献がよく見える国際対応を具

体化するのが本分科会設置の目的である。 
４ 審 議 事 項  ＩＧＵ、ＦＥを通した国際研究計画への参加促進、役員推薦、

代表派遣に係る審議に関すること 
５ 設 置 期 間  平成２９年１０月３０日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  

 



 
 

31 
 

数理科学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：ＩＭＵ分科会      
 

１ 所属委員会名

（複数の場合は、

主体となる委員

会に○印を付け

る。） 

○数理科学委員会 
 国際委員会 

２ 委員の構成 １５名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的   ＩＭＵ（国際数学連合）は１９５１年９月に発足し、１９

５２年にはＩＣＳＵ(国際科学会議)のメンバーと認められ

た国際学術団体である。数学における国際協力を推進するこ

と、４年に一度開かれるＩＣＭ（国際数学者会議）を初めと

する国際的な研究集会や会議を主催・後援をすること、純粋・

応用数学、数学教育など数理科学の発展のために国際的活動

を援助することなどを目的としている。また、発展途上国の

若手数学者を財政的に援助するなどの活動も行っている。 
 ２００５年９月までは、日本学術会議数学研究連絡委員会

が，その後は日本学術会議数理科学委員会が、日本を代表し

て国内委員会の役割を担っていた。１９９０年には京都市に

おいてアジアで初めてのＩＣＭを開催した。 
 ＩＭＵは近年、事務局を充実させるなど、活動を活発化さ

せつつある。これまでの、国内委員会の活動を継承しつつ、 
日本学術会議の理念に沿った国際対応を具体化するのが、本 
分科会設置の目的である。 

４ 審 議 事 項  １．ＩＭＵと連携した国際的および国内的な数理科学の振

興、普及および社会貢献に関する事項 
２．ＩＭＵの予算や活動に対する日本としての意見の決定、

ＩＭＵ総会へ派遣する評議員の決定、ＩＭＵに関する役員等

の推薦、フィールズ賞、ガウス賞などの各賞の受賞者の推薦、

国際会議等への代表の派遣、国際会議等の日本での開催・招

致に関する事項 
３．その他 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月３０日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  

 



 
 

32 
 

農学委員会・食料科学委員会合同分科会の設置について 
 
分科会等名：ＰＳＡ分科会 
 

１ 所属委員会名

（複数の場合は、

主体となる委員

会に○印を付け

る。） 

農学委員会 
◯食料科学委員会 
 国際委員会 

２ 委員の構成 ２０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  ＰＳＡ （Pacific Science Association：太平洋学術協会）は

アジア・太平洋沿岸諸国を中心に設置された学術団体で、当

該地域の科学・技術問題、特に人々の繁栄と幸福に寄与する

課題の研究を協力して提案・推進し、全ての研究者の絆を強

めることを目的としている。ＰＳＡ分科会はＰＳＡの日本組

織として活動を行うために設置されている。本分科会は、Ｐ

ＳＡの分野横断科学の特徴を生かすため、太平洋に関わる多

様な分野との連携を進める。 
４ 審 議 事 項  太平洋学術協会（ＰＳＡ）への対応に関すること 
５ 設 置 期 間  平成２９年１１月２４日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  

 



 
 

33 
 

化学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：ＩＵＣｒ分科会 
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印

を付ける。） 

○化学委員会 
 国際委員会 

２ 委員の構成 ２０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  国際結晶学連合(International Union of Crystallography；Ｉ

ＵＣｒ）は、１９４７年に設立され、総会（General Assembly）
及び国際会議（International Congress）が３年ごとに開催

されている。結晶学の学際的な学問的性格を反映して重要で

意義ある会議として発展している。我が国は１９５０年（昭

和２５年）に参加し、現在カテゴリーIV、投票権４を持つ主

要国である。 
ＩＵＣｒの目的は、（１）結晶学における国際協力を推進し、

（２）結晶学に係るあらゆる分野の進歩に貢献し、（３）結

晶学研究に使用される方法、命名法及び記号の国際的基準化

を推進し、（４）結晶学と他の科学との関連の集約的な橋渡

しの場となることにある。 
ＩＵＣｒへの日本の窓口である学術会議として、ＩＵＣｒの

活動を推進するための実務を担うことを目的として、ＩＵＣ

ｒ分科会を設置する。 
４ 審 議 事 項  １．ＩＵＣｒの活動支援 

２．ＩＵＣｒの活動に係る日本の意見の集約と国内活動の推

進 
３．ＩＵＣｒ役員の推薦、総会への代表派遣 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月３０日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  

 



 
 

34 
 

史学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：ＩＵＨＰＳＴ分科会             
 

１ 所属委員会名

（複数の場合は、

主体となる委員

会に○印を付け

る。） 

○史学委員会 
 国際委員会 

２ 委員の構成 １５名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  国際科学史技術史・科学基礎論連合（ＩＵＨＰＳＴ／ＤＨ

ＳＴ、および、ＩＵＨＰＳＴ／ＤＬＭＰＳＴ）に加盟し、日

本の当該関連学協会と連携しながら、同国際組織の大会に代

表を派遣し、その運営に協力すると共に、日本の当該関連学

協会と連携して日本の科学史・技術史及び科学基礎論の研究

成果を国際的に普及し、また前述の国際組織に加盟する海外

の研究者と交流を深め、国際的レベルにおいて科学史・技術

史及び科学基礎論の学術的発展に努めること、および、国内

での当該分野における研究と教育の振興を目的とする。 
４ 審 議 事 項  １．国際科学史・科学基礎論連合（ＩＵＨＰＳＴ）への対応

２．当該関連の国内研究教育振興 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月３０日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  

 



 
 

35 
 

機械工学委員会・土木工学・建築学委員会合同分科会の設置について 
 

分科会等名：ＩＵＴＡＭ分科会   
 

１ 

所属委員会名 
（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

〇機械工学委員会 
土木工学・建築学委員会 
国際委員会 

２ 委員の構成 ３０名以内の会員又は連携会員 

３ 設 置 目 的   本分科会は、国際理論応用力学連合（ＩＵＴＡＭ）に関する対応

を行うことを主な目的としている。そのため、国際的には国際組織

ＩＵＴＡＭの正規メンバー（International Union of Theoretical 
and Applied Mechanics）としてＩＵＴＡＭの会議に対して、基調

講演候補者やシンポジウムオーガナイザー等の推薦を行うととも

に、国代表総会委員（General Assembly Member）連絡会を開催

して、我が国の理論応用力学分野のプレゼンス向上等をについて審

議を行う。また、国内的には理論応用力学講演会の開催母体として

の役割を果たす。 

４ 審 議 事 項  １．国際組織ＩＵＴＡＭの正規メンバーとしての総会、理事会、Ｉ

ＵＴＡＭシンポジウムなど諸行事への参画方針の審議 

２．関連学協会と協力した理論応用力学講演会の主催 

３．理論応用力学分野の研究の進展、課題の把握及び将来動向の検

討 

に係る審議に関すること 
５ 設 置 期 間  平成２９年１１月２４日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  

 



 
 

36 
 

基礎医学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：ＩＵＰＳ分科会            
 

１ 所属委員会名

（複数の場合は、

主体となる委員

会に○印を付け

る。） 

○基礎医学委員会 
国際委員会 

２ 委員の構成 １０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  国際生理科学連合（International Union of Physiological 

Sciences, ＩＵＰＳ）は、生体機能のしくみを分子・細胞レ

ベルから個体レベルに亘り解明することをめざす生理科学

の諸分野（循環器学、呼吸器学、内分泌学、神経科学、薬理

学、医用工学、比較生理学、宇宙生物学、体力科学、栄養学

など）を統括する国際学術団体であり、米国 National 
Academy、英国 Royal Society をはじめとする主要各国のア

カデミー、生理科学学会などが加盟している。その起源は１

８８９年創設の国際生理科学学会に遡り、わが国は１９５３

年のＩＵＰＳ設立当初から欧米諸国とともに中心的な役割

を果たしてきた。我が国の生理科学の更なる発展を図り、国

民にその成果を還元するために、国際連携と学際協力の舞台

となるＩＵＰＳへの参画と貢献が必要不可欠であり、基礎医

学委員会ＩＵＰＳ分科会の設置を提案する。 
 
 

４ 審 議 事 項  １．生理科学研究の国際連携に関する学術事項 
２．国際学術団体であるＩＵＰＳへの対応 
に係る審議に関すること 
 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月３０日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  

 



 
 

37 
 

総合工学委員会分科会の設置について 

 

分科会等名：ＩＣＯ分科会          

 

１ 

所属委員会名 

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

○総合工学委員会 

 国際委員会 

２ 委員の構成 １５名以内の会員又は連携会員 

３ 設 置 目 的   International Commission for Optics（ＩＣＯ：国際光学委員会）

は、５３の各国委員会とＯＳＡやＳＰＩＥなど８国際学会が加盟す

る国際科学連合体の一つであり、International Council of Science
（ＩＣＳＵ）の Associate Member であり、我が国では、日本学術

会議が対応組織となっている。 

ＩＣＯ分科会は、日本学術会議における国際対応委員会の一つと

して、ＩＣＯへの対応等を審議するとともに、合わせて、我が国の

光・量子科学技術の発展に資する活動を行うことを目的として設立

する。  

４ 審 議 事 項  １．ＩＣＯ 
２．我が国の光・量子科学技術の発展に資する活動等 
３．関連学協会等との連携等 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１１月２４日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考  

 



 
 

38 
 

基礎医学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：ＩＵＢＭＢ分科会   
 

１ 所属委員会名

（複数の場合は、

主体となる委員

会に○印を付け

る。） 

○基礎医学委員会 
 国際委員会 

２ 委員の構成 ４名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  International Conference of Biochemistry and 

Molecular Biology（ＩＵＢＭＢ;国際生化学分子生物学連合）

は、世界の国々に生化学分子生物学的科学研究を広めて、各

国の若手研究者を育成することを理念として創設された国

際的学術団体である。本目的を達成するために、各種の会議

やシンポジウムを世界各地で持ち回りで開催している。 
ＩＵＢＭＢは日本学術会議加入の国際学術団体であり、

$１６，０００／年が分担金として支出されていることを鑑

み、関連する会議への参加等ＩＵＢＭＢに対する取り組みに

ついて審議するために本分科会を設置する。日本は２００６

年にＩＵＢＭＢ Congress のホスト国（本庶佑会頭）であっ

たので、今後本 Congress の我が国での開催を誘致するか等

について、具体的な議論を行う必要がある。 
４ 審 議 事 項  ＩＵＢＭＢへの参加に関すること 
５ 設 置 期 間  平成２９年１１月２４日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  

 



 
 

39 
 

地球惑星科学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：地球惑星科学国際連携分科会 
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印

を付ける。） 

○地球惑星科学委員会 
 国際委員会 

２ 委員の構成 ４０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的   地球惑星科学委員会には多様な学問分野が関わっており、

それぞれが国際的な学術連携組織や研究プログラムと密接

に連携している。本分科会の目的は、地球惑星科学委員会が

関わる多岐に及ぶ国際連携活動の振興について総合的・包括

的な議論・審議を行うことであり、学術会議の国際対応活動

方針を踏まえて地球惑星科学分野からの貢献に資するため

の活動方針を議論することも重要な役割である。具体的に

は、ＩＣＳＵ（国際科学委員会）傘下の個別の国際委員会と

の連携を進めている各分科会間の連絡・調整や、Future 
Earth （ＦＥ）関連の国際対応に関する環境学委員会との連

携に関する審議である。 

４ 審 議 事 項  １．地球惑星科学分野の国際活動の振興 
２．国際対応の各分科会や直属小委員会との連絡・調整に関

する諸事項 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月３０日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  

 



 
 

40 
 

地球惑星科学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：ＳＣＯＲ分科会 
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に ○印

を付ける。） 

○地球惑星科学委員会 
 国際委員会 

２ 委員の構成 ２５名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  海洋研究科学委員会（Scientific Committee on Oceanic 

Research：ＳＣＯＲ）は、国際科学会議（ＩＣＳＵ）の下に、

１９５７年の設立以来、国際協力を通して海のすべての科学

の発展を促進すべく活動している。ＳＣＯＲ活動へ我が国と

して強力にコミットすべく、２００５年９月まで日本学術会

議海洋科学研究連絡委員会が、その後は第２０期において地

球惑星科学委員会国際対応分科会ＳＣＯＲ小委員会、第２１

期以後は同委員会ＳＣＯＲ分科会が国内対応組織としての

役割を担っている。本分科会は、国内の関連学会・研究者が

ＳＣＯＲの活動を通じ世界の海洋科学の振興と人類社会の

発展に寄与できるよう、新しい日本学術会議の理念に沿った

国際対応の具体化が目的である。 
４ 審 議 事 項  １．海洋科学の振興、普及 

２．東京大学大気海洋研究所の組織・運営への助言 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月３０日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  

 
 
 



 
 

41 
 

地球惑星科学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：ＩＵＧＳ分科会 
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印

を付ける。） 

○地球惑星科学委員会 
 国際委員会 

２ 委員の構成 ２０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  本分科会では、国際地質科学連合（International Union of 

Geological Sciences；ＩＵＧＳ）の国内委員会として、同連

合と連携し、地質科学の課題に継続的に対処するため、地球

に関する研究を奨励し促進すること、国際的ならびに学際的

な共同研究が必要とされる研究を援助すること、地質科学に

関する社会の理解を得ること、そして、人類社会が持つ諸問

題の地質科学的な側面を明らかにすることを目的とした

様々な活動を行う。また、当該分野の将来のための人材育成

につながる、地学オリンピック、ジオパーク等の活動への支

援を行うことも目的とする。 
４ 審 議 事 項  １．ＩＵＧＳと連携した地質科学の振興、普及、社会貢献 

２．ＩＵＧＳに関する役員等の推薦等に係る諸案件 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月３０日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  

 



 
 

42 
 

基礎生物学委員会・統合生物学委員会合同分科会の設置について 
 
分科会等名：ＩＵＰＡＢ分科会      
 

１ 所属委員会名

（複数の場合は、

主体となる委員

会に○印を付け

る。） 

○基礎生物学委員会 

 統合生物学委員会 

 国際委員会 

２ 委員の構成 ５名以内の会員又は１０名以内の連携会員 
３ 設 置 目 的  ＩＵＰＡＢの設立は日本生物物理学会設立翌年の１９６１

年で、その創設には故小谷正雄を中心に日本が深くかかわっ

た歴史的経緯があり、以来ＩＵＰＡＢの運営に常に尽力して

きた。事実ＩＵＰＡＢ会長、副会長に以下のような人材を輩

出し、学術面だけでなく、学術行政の側面でも日本は存在感

を示してきた。小谷正雄（１９６１～１９６４、副会長）、

江橋節郎（１９７８～１９８１、会長）、郷信弘（１９９３

～１９９９、副会長）、永山國昭（２００５～２００８、副

会長）、永山國昭（２００８～２０１１、会長） 

 現在世界の生物物理学勢力図は群を抜く米国、次に日本、

中国と続きアジアの重要性が高まっている。これからはアジ

アと一体となって学術、行政の両面にわたり世界に寄与して

いくことが望まれるが、そのためにもＩＵＰＡＢに対応する

国内委員会（ＩＵＰＡＢ分科会）の設置は優先課題と考えら

れる。 

４ 審 議 事 項  国際純粋・応用生物物理学連合（ＩＵＰＡＢ）への対応に関

すること 
５ 設 置 期 間  平成２９年１１月２４日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  

 



 
 

43 
 

情報学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：国際サイエンスデータ分科会 
 

１ 所属委員会名

（複数の場合は、

主体となる委員

会に○印を付け

る。） 

○情報学委員会 
 国際委員会 

２ 委員の構成 ２０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的   学術活動のみならず社会的な合意形成の基盤となるサイ

エンスデータの重要性は、ますます増大している。一方で

オープンアクセス、オープンデータ、オープンサイエンス

運動を含む国際的活動、更には関連する国内活動は多岐に

渡っており、これらを俯瞰的に議論し、サイエンスデータ

の基盤構築、発信、活用に関わる諸組織との国際的な連携

を推進する役割が学術会議には不可欠である。 
 本分科会は、ＩＣＳＵ傘下の国際組織ＣＯＤＡＴＡ、Ｗ

ＤＳの国際活動への対応に加えて、上記の国内外の幅広い

サイエンスデータのあり方に対する議論と提言を目的とし

て設置する。 
４ 審 議 事 項  １．国際的視点でのサイエンスデータ活動のあり方の提言 

２．ＣＯＤＡＴＡ、ＷＤＳ等の国際活動対応 
３．その他、関連課題の議論 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月３０日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  

 



 
 

44 
 

経済学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：ＩＥＡ分科会        
 

１ 所属委員会名

（複数の場合は、

主体となる委員

会に○印を付け

る。） 

○経済学委員会 
 国際委員会 

２ 委員の構成 １０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  ＩＥＡ（International Economic Association）は経済学

の分野において各国の代表的な経済学会をメンバーとする

国際組織であって、第二次大戦後、一貫して経済学に関する

国際的な共同研究と研究情報の交流機構として、重要な役割

を果たしてきた。日本はその発端から参加してきているが、

Executive Committee Member としての継続的な貢献に加

えて、会長として指導的な役割を果たしたこともある。活動

の２本柱は３年に一度開催される世界大会と、随時に企画さ

れて実行されてきた円卓会議であるが、その成果は経済学の

標準的な参照文献として利用され、古典的な地位を確立した

出版物も数多い。第１９期の学術会議までは第３部（経済学）

が日本の加盟組織となってきたが、第２０期の改組によっ

て、経済学委員会が加盟組織となることになった。ついては、

日本の様々な経済学会との連携や、世界大会に関する組織的

な協力や情報提供の中核となる組織として、経済学委員会 
ＩＥＡ 分科会を設置に至った。第２３期からは、日本にお

ける経済学研究のハブとして、ＩＥＡを含む国際学会等の活

動を支援することとなった。 
４ 審 議 事 項  １．ＩＥＡ世界大会の支援 

２．円卓会議などの主催 
３．日本における経済学研究の国際発信の支援 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月３０日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  

 



 
 

45 
 

総合工学委員会・電気電子工学委員会合同分科会の設置について 
 

分科会等名：ＩＦＡＣ分科会   
 

１ 

所属委員会名 
（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

総合工学委員会 
〇電気電子工学委員会 
国際委員会 

２ 委員の構成 ２５名以内の会員又は連携会員 

３ 設 置 目 的  国際自動制御連盟ＩＦＡＣ （The International Federation of Automatic 

Control）は、制御工学分野において最も由緒正しい世界的学術団体である。Ｉ

ＦＡＣの会員は国であり、現在日本は最も高い Category の会員となっている。

日本学術会議はＩＦＡＣの Japan ＮＭＯ （National Member Organization）

となっており、本ＩＦＡＣ分科会がＩＦＡＣの会員としての様々な活動を行って

いる。具体的には、General Assembly への参加（議決権を有する）、ＩＦＡＣの

Officer やＴＣ  （Technical Committee）の委員の推薦・派遣、国際会議

（Conference、 Symposium など）の企画・開催などを行い、国際的な学術交流

に寄与する。また、制御工学に関する様々な技術課題の検討を行うとともに、自

動制御に関する国内の多分野交流の場である自動制御連合講演会の企画・運営を

行う。なお、これまでの活動で、３年ごとに開催されているＩＦＡＣ World 

Congress（世界大会）の日本への誘致に成功し、２０２３年の世界大会（ＩＦＡ

Ｃ ２０２３）を横浜で開催することが決定し、日本から次期会長が選出される

に至っている。 

制御工学は学際領域をカバーする学術横断的分野である。本分科会では、２０

２３年ＩＦＡＣ世界大会の準備を行うとともに、ＩＦＡＣを中心としたこれらの

活動を通じて、制御工学に関する学術的な連携を強化し、その深化、発展に貢献

する。 
４ 審 議 事 項  １．ＩＦＡＣの Japan ＮＭＯとしての活動 

２．自動制御に関連する学術的活動（含自動制御連合講演会等） 

３．ＩＦＡＣ World Congress ２０２３開催の準備 

に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１１月２４日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  

 



 
 

46 
 

農学委員会・食料科学委員会・健康・生活科学委員会合同分科会の設置について 
 
分科会等名：ＩＵＮＳ分科会 
 

１ 所属委員会名

（複数の場合は、

主体となる委員

会に○印を付け

る。） 

 農学委員会 
〇食料科学委員会 
健康・生活科学委員会 
国際委員会 

２ 委員の構成 １２名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  世界が抱える栄養・健康問題の解決を目指す国際栄養科学

連合（ＩＵＮＳ）の日本の唯一の窓口として、また国内の関

連学協会のまとめ役として、本分科会は重要視されてきた。

栄養や健康に関わる国際会議等への日本の研究者の参加を

支援すること、世界大会を国内へ誘致すること（国際栄養科

学会議ＩＣＮ2021 の東京招致に成功している）等を介して

本分野における日本のプレゼンスを高めること、さらにはＩ

ＵＮＳ本部が実施する各種活動に対して日本が積極的に関

与出来るような体制を維持・強化することが、本分科会設置

の主たる目的である。 
 

４ 審 議 事 項  国際栄養科学会議ＩＣＮ2021、ＩＵＮＳ関連国際集会等の日

本開催、及びＩＵＮＳ本部との連携に係る審議に関すること 
 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月３０日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  

 



 
 

47 
 

総合工学委員会・土木工学・建築学委員会合同分科会の設置について 
 
分科会等名：ＷＦＥＯ分科会    

 
１ 所属委員会名 

（複数の場合は、

主体となる委員

会に○印を付け

る。） 

 総合工学委員会 
○土木工学・建築学委員会 
 国際委員会 
 

２ 委員の構成 ２０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的   世界工学団体連盟（ＷＦＥＯ）は１９６８年に設立された

世界各国の工学系協会や広域的な工学団体を加盟団体とす

る国際的非政府組織 （ＮＧＯ）であり、日本学術会議が

National Member である。２０１５年京都で日本学術会議

と日本工学会が中心となり第５回世界工学会議（ＷＥＣＣ２

０１５）が開催され、防災、エネルギー、社会インフラ、教

育等、工学の幅広い分野での議論を我が国工学界が主導し

た。 
 引き続き工学分野における我が国の国際的貢献度を高め、

日本学術会議が National Member として、上記の課題に対

応するため、各国政府や関連する国際機関、工学系学協会等

と連携して、幅広い運動を展開する。 

４ 審 議 事 項  １．ＷＥＣＣ２０１５の開催を受け、引き続き工学分野にお

ける我が国の国際的貢献度を高めるため、学術会議の関連委

員会や関連学協会と協力して、ＷＦＥＯ（世界工学団体連盟）

活動ならびに ＷＦＥＯ が連携する各種の国際的／地域的

活動、行事に積極的に関与、貢献すること 
２．２００９年より８年間日本が主導した災害リスクマネー

ジメント技術常設委員会が２０１７年で８年間の任期終了

となり、２０１８年以降の新たな活動の柱を検討すること 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１１月２４日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  

 



 
 

48 
 

経済学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：ＩＥＨＡ分科会    
 

１ 所属委員会名

（複数の場合は、

主体となる委員

会に○印を付け

る。） 

○経済学委員会 
 国際委員会 

２ 委員の構成 １０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  日本の経済史学界と、世界各国の経済史学会の連合体である

International Economic History Society（ＩＥＨＡ）との間

の連係を行うとともに、日本と世界における経済史研究の発

展に寄与し、その成果を社会に還元する。 

４ 審 議 事 項  １．ＩＥＨＡの運営、特に世界経済史会議の運営 
２．日本と世界における経済史研究の発展のための施策等 
に係る審議に関すること 
 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月３０日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  
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環境学委員会・地球惑星科学委員会合同分科会の設置について 
 
分科会等名：FE・WCRP 合同分科会        
 
１ 所属委員会名 

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

○環境学委員会 
地球惑星科学委員会 
国際委員会 

２ 委員の構成 30 名以内の会員又は連携会員 

３ 設 置 目 的   ＩＣＳＵ（国際科学会議）傘下の地球環境変化研究の国際プログ

ラムＩＧＢＰ（International Geosphere Biosphere Programme）、
ＷＣＲＰ（World Climate Research Programme）、及びＤＩＶＥ

ＲＳＩＴＡＳ（International Programme of Biodiversity Science）
に関する国際的連携強化が積極的に進められる中、関連する国内で

の様々な活動の連携強化を図るため、ＷＣＲＰやＩＧＢＰの国際連

携活動に深く関わる地球惑星科学委員会との合同分科会として２

２期にＩＧＢＰ・ＷＣＲＰ・ＤＩＶＥＲＳＩＴＡＳ（ＩＷＤ）合同

分科会が設置された。しかし、２３期途中でＩＧＢＰとＤＩＶＥＲ

ＳＩＴＡＳの活動が、社会のステークホルダーを強く意識し超学際

研究を推進する Future Earth（ＦＥ）のコアプロジェクトに編入さ

れ、ＷＣＲＰがＦＥのパートナーの立場となったため、２４期では

基本的な枠組は変えずに「ＦＥ・ＷＣＲＰ合同分科会」と名称変更

の上、継続する。 

 下記事項の審議のため、分科会には各プログラム関連プロジェク

トの代表の参加が想定され、３０名程度の委員が必要である。 

 なお、３プログラム名称の邦訳はそれぞれ以下の通りである。 

•ＩＧＢＰ：地球圏生物圏国際協同研究計画 

•ＷＣＲＰ：世界気候研究計画 

•ＤＩＶＥＲＳＩＴＡＳ：生物多様性科学国際協同研究計画 
４ 審 議 事 項  １．ＦＥとＷＣＲＰとの連携に関わる国際的・国内的活動 

２．上記活動の普及（公開シンポジウム等）や関連する社会貢献 
に係る審議に関すること。 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月４日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  
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史学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：国際歴史学会議等分科会             
 

１ 所属委員会名

（複数の場合は、

主体となる委員

会に○印を付け

る。） 

○史学委員会 
 国際委員会 

２ 委員の構成 １５名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  国際歴史学会議(ＣＩＳＨ)の日本国内委員会（Japanese 

National Committee）として、同会議の運営、テーマ設定、

報告支援等に従事するとともに、日韓歴史家会議等の二国間

会議の運営に参画する。これらを通じて、歴史学の国際交流

に資する活動を行う。 

４ 審 議 事 項  １．国際歴史学会議の運営 
２．国際歴史学会議の研究活動 
３．日韓歴史家会議の運営及び研究活動 
４．歴史学の国際交流 
５．若手研究者の国際交流の促進 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１１月２４日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  
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基礎医学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：ＩＵＰＨＡＲ分科会    
 

１ 所属委員会名

（複数の場合は、

主体となる委員

会に○印を付け

る。） 

○基礎医学委員会 
 国際委員会 

２ 委員の構成 ２５名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  薬理学・創薬科学に関連する学術基盤を整備すると共に、

国内外の関連学会と連携して基礎薬理学研究の発展をめざ

す。 

４ 審 議 事 項  薬理学・創薬科学に関する学術事項に関すること 
５ 設 置 期 間  平成２９年１１月２４日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  
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部が直接統括する分野別委員会合同分科会の設置について 
 
 

合同分科会の名称：第一部国際協力分科会     
 
１ 担当部及び関

係委員会名 
 

○第一部 
 国際委員会 

２ 委員の構成 ２５名以内の会員又は連携会員 

３ 設 置 目 的  人文・社会科学領域における日本学術会議としての国際学術活動

の発展を目的とする。ＡＡＳＳＲＥＣ（アジア社会科学研究協議会

連盟）、ＩＦＳＳＯ（国際社会科学団体連盟）、ＩＳＳＣ（国際社会

科学協議会）への対応、組織活性化のための貢献を中心に、国際業

務全般を包括的に審議する。 

４ 審 議 事 項  １．第一部関連各分野で行われている国際交流の実態の調査と今

後の方向の検討 
２．ＩＳＳＣ（ＷＳＳＦを含む）等の諸組織への対応 
３．ＡＡＳＳＲＥＣ、ＩＦＳＳＯの大会・総会への対応 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月３０日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考  
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基礎医学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：ＩＣＬＡＳ分科会   
 

１ 所属委員会名

（複数の場合は、

主体となる委員

会に○印を付け

る。） 

○基礎医学委員会 
 国際委員会 

２ 委員の構成 １０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的   国 際 実 験 動 物 科 学 会 議 International Council for 

Laboratory Animal Science（ＩＣＬＡＳ）は動物実験をめ

ぐるさまざまな政策的、科学的並びに倫理的問題に関して国

際協調を計り勧告を行う国際機構である。一般の国際学術団

体と異なるため、日本国を代表して日本学術会議が加盟して

おり、実際の活動は、ＩＣＬＡＳ分科会の委員が役員、幹事

として参加し行っている。ＩＣＬＡＳには日本、中国、韓国、

タイ、アメリカ、カナダ、アルゼンチン、フランス、スペイ

ン、イタリアを含めた３０カ国以上が参加し、４年に１回の

総会や年１回の理事会、各種シンポジウム等を行って来た

が、ＩＣＬＡＳ分科会の委員が主要なポストを占めて来た事

からも日本の重要性は高い。２４期においては動物愛護の新

しい法制定、動きに対して、日本としても適切に対応する必

要があり、国際協調の面からも、ＩＣＬＡＳ分科会の果たす

役割は大きい。 
４ 審 議 事 項  １．国際実験動物科学会議への対応 

２．動物実験に係る諸問題に対する国際協調活動 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１１月２４日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  
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基礎生物学委員会・農学委員会・食料科学委員会・基礎医学委員会・ 
臨床医学委員会合同分科会の設置について 

 
分科会等名称：ＩＵＭＳ分科会  
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印

を付ける。） 

基礎生物学委員会 
○農学委員会 
食料科学委員会 
基礎医学委員会 
臨床医学委員会 
国際委員会 
 

２ 委員の構成 ６名以内の会員及び１０名以内の連携会員 
 

３ 設 置 目 的  国際的に設置されている国際微生物学連合（ＩＵＭＳ）に

対応する、我が国の代表組織である。ＩＵＭＳは、ウイルス

学、細菌学、真菌学などを含み、生物多様性、環境保全、バ

イオテクノロジー、新興再興感染症、バイオテロなど多くの

研究領域があり、地球環境の維持、人類の未来に貢献するこ

とを目指している。 
４ 審 議 事 項  国際微生物学連合（ＩＵＭＳ）への対応に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１１月２４日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  
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農学委員会・食料科学委員会合同分科会の設置について 
 
分科会等名：ＣＩＧＲ分科会    
 

１ 所属委員会名

（複数の場合は、

主体となる委員

会に○印を付け

る。） 

◯農学委員会 
食料科学委員会 
国際委員会 

２ 委員の構成 ２０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  国際農業工学会（ＣＩＧＲ）に関して我が国としての対応

を審議する。また、我が国がＣＩＧＲを通して世界の食料生

産・環境問題の解決に貢献する活動を推進し、ＣＩＧＲと日

本農業工学会の協力により国際的な視点で農業工学とその

技術の進歩発展に資する活動を推進する。 

４ 審 議 事 項  国際農業工学会（ＣＩＧＲ）への対応に関すること 
５ 設 置 期 間  平成２９年１１月２４日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  
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農学委員会・食料科学委員会合同分科会の設置について 
 
分科会等名：ＩＵＳＳ分科会 
 

１ 所属委員会名

（複数の場合は、

主体となる委員

会に○印を付け

る。） 

○農学委員会 
食料科学委員会 
国際委員会 

２ 委員の構成 ５名以内の会員及び１０名以内の連携会員 
３ 設 置 目 的  １） 国際土壌科学連合（ＩＵＳＳ）の国内対応組織として、

ＩＵＳＳ活動の動向を国内の関連学協会等に情報提

供するとともに、わが国における社会・学問の動向を

踏まえ積極的にＩＵＳＳに提言していく。 
２） 加えて、アジアを中心とした諸地域における土壌科学

の進展のため、わが国からの情報発信に努め、諸種の

シンポジウムやワークショップの立案・後援に積極的

に関与する。 
 

４ 審 議 事 項  国際土壌科学連合（ＩＵＳＳ）への対応に関すること 
 
 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月３０日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考  
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平成 30 年度フューチャー・アースに関する国際会議等への代表者の派遣の基本方針（案） 

 
平 成 ３ ０ 年 ○ 月 ○ ○ 日 
日本学術会議第○○○回幹事会決定 

 
国際学術プログラムであるフューチャー・アース（以下「フューチャー・アース」とい

う。）の推進を図るため、日本学術会議の行う国際学術交流事業の実施に関する内規（以下

「内規」という。）に基づき、平成 30 年度におけるフューチャー・アースに関する国際会

議等への代表者の派遣の基本方針を以下のとおり定める。 
 
フューチャー・アースにおいては、日本学術会議が日本の代表機関として国際本部事務

局の機能（日本支部）の一部を担っていること、また、日本学術会議連携会員が国際本部

事務局日本支部事務局長を務めていることから、平成 30 年度の内規第 51 条の各区分にお

ける国際会議等への代表者の派遣は下記の考えに基づいて行う。 
 
(1) 第１区分 
・フューチャー・アースの国際的な推進体制の中心である諮問委員会（AC: Advisory 

Committee）、評議会（GC: Governing Council）、及び国際本部事務局の行う会議へ、

国際本部事務局日本支部事務局長（連携会員）を含む会員等を派遣する。 
・本年度、AC ならびに GC は一回程度、国際本部事務局会合は数回程度の開催が見込ま

れる。 
(2) 第２区分 
・フューチャー・アースの実施にあたり、国際本部事務局及びアジア地域事務局が行う

会議へ国際本部事務局日本支部事務局長（連携会員）を含む会員等を派遣する。 
・具体的には、日本学術会議が国際本部事務局として運営の一部を担う予定であるコア・

プロジェクトに関する会議、タスクフォース、及び KAN（Knowledge-Action Networks）
に関する会議等への派遣を行う。 

・上記については本年度それぞれ数回程度見込まれる。 
(3) 第３区分 
・フューチャー・アースに関する活動を広報周知するため、国際学術団体等が行う会議

へ国際本部事務局日本支部事務局長（連携会員）を派遣する。 
・上記にあたっては、国連の行う会議等の分野横断的、あるいは地域的な広がりが大き

なものを優先する。 
・さらに、予算の状況に応じフューチャー・アースに関連するその他のコア・プロジェク

トの会議へ会員等を派遣する。 
 
本基本方針に基づいて国際会議等への代表者の派遣を行う場合は、別添の様式にて事前

に幹事会の議決に付すものとする。

提案６ 
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平成 30 年度フューチャー・アースに関する国際会議等への代表者の派遣 

 
  
番号 

 
国際会議等 

会  期  
開催地及び用務地 

 

 
派遣候補者 
（職名） 

 
備  考 

 
 

計 
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【機能別委員会】 

○委員の決定（追加１件） 

 

（国際委員会 アジア学術会議等分科会） 

 

 

  

氏   名 所  属 ・ 職  名 備  考 

永瀬 伸子 お茶の水女子大学 基幹研究院教授・学長補佐 第一部会員 

澁澤 栄 東京農工大学大学院農学研究院教授 第二部会員 

荒川 薫 
明治大学・総合数理学部長、先端数理科学研究科

長、教授 
第三部会員 

提案７ 
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別表第１ 別表第１

分野別委員会 調査審議事項 構成 設置期間 分野別委員会 調査審議事項 構成 設置期間

（略） （略） （略） (略） （略） （略） （略） (略）
哲学委員会 １．芸術の制作及び受容

を取り巻く環境条件
２．芸術と公的組織・制度
との関係
に係る審議に関すること

１０名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成32年9月
30日

哲学委員会 １．芸術の制作及び受容
を取り巻く環境条件
２．芸術と公的組織・制度
との関係
に係る審議に関すること

１０名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成30年3月
31日

我が国がかかえる今日
的課題のなかで、特に青
少年教育や政策立案に
伝統知を活かす方策の
審議に関すること

２０名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成32年9月
30日

我が国がかかえる今日
的課題のなかで、特に青
少年教育や政策立案に
伝統知を活かす方策の
審議に関すること

２０名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成30年3月
31日

１．生命倫理や葬送儀礼
や看取りにおけるいのち
の意義
２．社会生活の多様な場
面での心のあり方
に係る審議に関すること

１５名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成32年9月
30日

１．生命倫理や葬送儀礼
や看取りにおけるいのち
の意義
２．社会生活の多様な場
面での心のあり方
に係る審議に関すること

１５名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成30年3月
31日

１．哲学・倫理・宗教教育
の現状
２．哲学・倫理・宗教教育
の意義と方法
に係る審議に関すること

２０名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成32年9月
30日

１．哲学・倫理・宗教教育
の現状
２．哲学・倫理・宗教教育
の意義と方法
に係る審議に関すること

２０名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成30年3月
31日

（略） （略） (略） （略） （略） (略）
１．目撃や自白における
心理メカニズム、少年犯
罪、被害者心理、民事手
続きや行政手続き、司法
福祉など、犯罪と司法に
かかわる心理学的諸問
題
２．法と心理学の教育の
あり方
に係る審議に関すること

１５名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成32年9月
30日

１．目撃や自白における
心理メカニズム、少年犯
罪、被害者心理、民事手
続きや行政手続き、司法
福祉など、犯罪と司法に
かかわる心理学的諸問
題
２．法と心理学の教育の
あり方
に係る審議に関すること

１５名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成30年3月
31日

哲学委員会いのちと心
を考える分科会

哲学委員会哲学・倫理・
宗教教育分科会

哲学委員会古典精神と
未来社会分科会

哲学委員会いのちと心を
考える分科会

哲学委員会哲学・倫理・
宗教教育分科会

哲学委員会古典精神と
未来社会分科会

（略） （略）
心理学・教育学委員会法
と心理学分科会

心理学・教育学委員会
法と心理学分科会

心理学・教育学委心理学・教育学
委員会

提案８

分野別委員会運営要綱（平成２６年８月２８日日本学術会議第１９９回幹事会決定）の一部を次のように改正する。

改　　正　　後 改　　正　　前

分科会等 分科会等

哲学委員会芸術と文化
環境分科会

哲学委員会芸術と文化
環境分科会

（略） （略）
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社会のための科学として
の心理学を展開するため
に必要な教育・資格・学
術行政に係る審議に関
すること

２０名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成32年9月
30日

社会のための科学として
の心理学を展開するため
に必要な教育・資格・学
術行政に係る審議に関す
ること

２０名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成30年3月
31日

（略） （略） (略） （略） （略） （略） (略）
社会学委員会 １．「フューチャー・ソシオ

ロジー」の下位領域それ
ぞれにおける学問領域を
さらに充実させること
２． 学問領域「フュー
チャー・ソシオロジー」を
広めるためのシンポジウ
ムなど多様な方策
に係る審議に関すること

１５名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成32年9月
30日

社会学委員会 １．「フューチャー・ソシオ
ロジー」の下位領域それ
ぞれにおける学問領域を
さらに充実させること
２． 学問領域「フュー
チャー・ソシオロジー」を
広めるためのシンポジウ
ムなど多様な方策
に係る審議に関すること

１５名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成30年3月
31日

（略） （略） （略） (略） （略） （略） （略） (略）
１．新しい時代に相応し
い初等中等教育、高等教
育、生涯教育における地
理教育の内容と教育体
制の改善
２．文理融合教育普及の
ための地理学及び隣接
諸分野との協働の推進
に係る審議に関すること

３０名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成32年9月
30日

１．新しい時代に相応しい
初等中等教育、高等教
育、生涯教育における地
理教育の内容と教育体
制の改善
２．文理融合教育普及の
ための地理学及び隣接
諸分野との協働の推進
に係る審議に関すること

３０名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成30年3月
31日

地域研究委員会・地
球惑星科学委員会合
同地理教育分科会学
校地理教育小委員会

１．新しい時代に相応し
い初等中等教育における
地理教育の内容と教育
体制の改善
２．大学・学協会が連携し
た初等中等教育における
教育現場教員の研修実
施体制の検討
に係る審議に関すること

２５名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成30年2
月22日～平
成32年9月
30日

地域研究委員会・地
球惑星科学委員会合
同地理教育分科会自
然地理学・環境防災
教育小委員会

１．自然地理学・環境防
災教育の現状・課題の整
理
２．学校教育現場におけ
る自然地理学、環境防災
教育の充実
に係る審議に関すること

２０名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成30年2
月22日～平
成32年9月
30日

地域研究委員会 地域研究委員会
（略） （略）

心理学・教育学委員会社
会のための心理学分科
会

（略）

心理学・教育学委員会
社会のための心理学分
科会

（略）

（新規設置）

（新規設置）

社会学委員会フュー
チャー・ソシオロジー分
科会

社会学委員会フュー
チャー・ソシオロジー分科
会

地域研究委員会・地球
惑星科学委員会合同地
理教育分科会

地域研究委員会・地球惑
星科学委員会合同地理
教育分科会
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地域研究委員会・地
球惑星科学委員会合
同地理教育分科会大
学地理教育小委員会

１．大学での多様な機会
での地理学学修の有用
性と、社会で求められる
実践力への貢献などの
大学地理教育の課題に
ついての検討
２．シンポジウムなどの
開催
３．これら課題への対応
を広く学界に問う
に係る審議に関すること

１５名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成30年2
月22日～平
成32年9月
30日

地域研究委員会・地
球惑星科学委員会合
同地理教育分科会地
誌・国際理解教育小
委員会

１．現代的要請に応えた
地誌教育の本質
２．現代的要請に応えた
地誌教育の構成や内容
３．現代的要請に応えた
地誌教育の担い手の養
成
に係る審議に関すること

１５名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成30年2
月22日～平
成32年9月
30日

地域研究委員会・地
球惑星科学委員会合
同地理教育分科会地
図／ＧＩＳ教育小委員
会

１．地図/GIS教育推進の
ためのカリキュラムや教
育内容の検討
２．教員養成カリキュラム
の改善と教員研修体制
の在り方
に係る審議に関すること

２５名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成30年2
月22日～平
成32年9月
30日

１．地球環境変化の人間
的側面(HD)に関る研究・
教育の深化、振興、普及
及び社会貢献（提言の取
りまとめ等）
２．Future Earth及びＳＤ
ＧｓにおけるHD的研究の
推進と強化（シンポジウ
ムの開催等）
３．関連する委員会やプ
ロジェクト等との連携・調
整
に係る審議に関すること

２５名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月30日～平
成32年9月
30日

１．地球環境変化の人間
的側面(HD)に関る研究・
教育の深化、振興、普及
および社会貢献（提言の
取りまとめ等）
２．Future Earthおよび
SDGsにおけるHD的研究
の推進と強化（シンポジ
ウムの開催等）
３．関連する委員会やプ
ロジェクト等との連携・調
整
に係る審議に関すること

15名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月30日～平
成32年9月
30日

（略） （略） （略） (略） （略） （略） （略） (略）

（略） （略） (略） （略） （略） (略）経済学委員会 （略） 経済学委員会 （略）

地域研究委員会・環境学
委員会・地球惑星科学委
員会合同地球環境変化
の人間的側面 (HD) 分科
会

（新規設置）

（新規設置）

（新規設置）

地域研究委員会・環境
学委員会・地球惑星科
学委員会合同地球環境
変化の人間的側面 (HD)
分科会

（略） （略）
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持続可能な社会のデザ
イン（フューチャー・デザ
イン）のため、何が求めら
れているのか、従来の研
究はどうなっているの
か、課題は何か、どのよ
うな研究をすべきなのか
に係る審議に関すること

２０名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月30日～平
成32年9月
30日

持続可能な社会のデザイ
ン（フューチャー・デザイ
ン）のため、何が求められ
ているのか、従来の研究
はどうなっているのか、課
題は何か、どのような研
究をすべきなのかに係る
審議に関すること

15名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月30日～平
成32年9月
30日

（略） （略） (略） （略） （略） (略）
（略） （略） (略） （略） （略） (略）

総合工学委員会に記載 総合工学委
員会に記載

総合工学委
員会に記載

総合工学委員会に記載 総合工学委
員会に記載

総合工学委
員会に記載

（略） （略） （略） (略） （略） （略） （略） (略）
臨床医学委員会 健康・生活科学委員会に

記載
健康・生活科
学委員会に記
載

健康・生活
科学委員会
に記載

臨床医学委員会 健康・生活科学委員会に
記載

健康・生活科
学委員会に
記載

健康・生活
科学委員会
に記載

（略） （略） (略） （略） （略） (略）
健康・生活科学委員会に
記載

健康・生活科
学委員会に記
載

健康・生活
科学委員会
に記載

（略） （略） (略） （略） （略） (略）
１．地域共生社会形成の
ための多分野連携に基
づく看護学、看護分野の
貢献に関する検討
２．ケアサイエンスの考え
方の浸透と展開方法の
検討
３．看護学領域の参照基
準の普及と大学教育の
あり方についての検討
４．時代や社会・人々の
ニーズと看護学に関わる
重要課題の検討
に係る審議に関すること

２０名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成32年9月
30日

１．地域共生社会形成の
ための多分野連携に基
づく看護学、看護分野の
貢献に関する検討
２．ケアサイエンスの考え
方の浸透と展開方法の
検討
３．看護学領域の参照基
準の普及と大学教育のあ
り方についての検討
４．時代や社会・人々の
ニーズと看護学に関わる
重要課題の検討
に係る審議に関すること

20名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成30年3月
31日

幼小児期からの生活習
慣病予防対策について
の提言作成に係る審議
に関すること

２０名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成32年9月
30日

幼小児期からの生活習
慣病予防対策について
の提言作成に係る審議
に関すること

20名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成30年3月
31日

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

（略） （略）

（略） （略）

健康・生活科学
委員会

健康・生活科学
委員会

経済学委員会・環境学委
員会合同フューチャー・
デザイン分科会

（略） （略）
経営学委員会 （略） 経営学委員会 （略）

経営学委員会・総合工
学委員会合同サービス
学分科会

経営学委員会・総合工学
委員会合同サービス学
分科会

（略） （略）
健康・生活科学委員会
看護学分科会

健康・生活科学委員会看
護学分科会

経済学委員会・環境学
委員会合同フュー
チャー・デザイン分科会

（略） （略）

臨床医学委員会・健康・
生活科学委員会合同生
活習慣病対策分科会

臨床医学委員会・健康・
生活科学委員会合同生
活習慣病対策分科会

臨床医学委員会・健康・
生活科学委員会合同生
活習慣病対策分科会

臨床医学委員会・健康・
生活科学委員会合同生
活習慣病対策分科会

臨床医学委員会・健康・
生活科学委員会合同少
子高齢社会におけるケ
アサイエンス分科会

（新規設置）
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１．当事者主体のケア社
会の構築に向けた横断
的学術基盤形成
２．少子高齢社会を支え
る「ケアサイエンス」の教
育・研究の在り方に関す
る提言発出
に係る審議に関すること

１５名以内の
会員又は連
携会員

平成30年2
月22日～平
成32年9月
30日

（略） （略） （略） (略） （略） （略） （略） (略）
１．FEとWCRPとの連携に
関わる国際的・国内的活
動
２．上記活動の普及（公
開シンポジウム等）や関
連する社会貢献
に係る審議に関すること

３５名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成32年9月
30日

１．FEとWCRPとの連携に
関わる国際的・国内的活
動
２．上記活動の普及（公
開シンポジウム等）や関
連する社会貢献
に係る審議に関すること

30名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月4日～平
成32年9月
30日

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

環境学委員会環境思
想・環境教育分科会
環境教育の思想的ア
プローチ検討小委員
会

１．多様な環境思想の理
解と整理
２．SDGs、フューチャー
アースにおける思想的基
盤の整理
３．環境思想を環境教育
に生かす方策と課題
に係る審議に関すること

１５名以内の
会員、連携会
員、又は会員
若しくは連携
会員以外の
者

平成３０年２
月２２日～
平成３２年９
月３０日

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

（略） （略） （略） (略） （略） （略） （略） (略）
地球惑星科学委
員会

（略） （略） (略）

地球惑星科学委
員会

（略） （略） (略）

地域研究委員会・地
球惑星科学委員会合
同地理教育分科会学
校地理教育小委員会

地域研究委員会に記載 地域研究委
員会に記載

地域研究委
員会に記載

地域研究委員会・地
球惑星科学委員会合
同地理教育分科会自
然地理学・環境防災
教育小委員会

地域研究委員会に記載 地域研究委
員会に記載

地域研究委
員会に記載

（略） （略）

（略） （略）

臨床医学委員会・健康・
生活科学委員会合同少
子高齢社会におけるケ
アサイエンス分科会

（新規設置）

環境学委員会 環境学委員会・地球惑
星科学委員会合同FE・
WCRP合同分科会

環境学委員会 環境学委員会・地球惑星
科学委員会合同FE・
WCRP合同分科会

（略） （略）
環境学委員会環境思
想・環境教育分科会

環境学委員会環境思想・
環境教育分科会

（新規設置）

（略） （略）

（新規設置）

（新規設置）

地域研究委員会・地球
惑星科学委員会会合同
地理教育分科会

地域研究委員会・地球惑
星科学委員会会合同地
理教育分科会
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地域研究委員会・地
球惑星科学委員会合
同地理教育分科会大
学地理教育小委員会

地域研究委員会に記載 地域研究委
員会に記載

地域研究委
員会に記載

地域研究委員会・地
球惑星科学委員会合
同地理教育分科会地
誌・国際理解教育小
委員会

地域研究委員会に記載 地域研究委
員会に記載

地域研究委
員会に記載

地域研究委員会・地
球惑星科学委員会合
同地理教育分科会地
図／ＧＩＳ教育小委員
会

地域研究委員会に記載 地域研究委
員会に記載

地域研究委
員会に記載

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

（略） （略） （略） (略） （略） （略） （略） (略）

地球惑星科学委員会
ＩＧＵ分科会ＩＡＧ小委
員会

１．ＩＡＧと連携した国際的
及び国内的な地形学の
振興、普及及び社会貢献
２．ＩＡＧの役員等の推
薦、国際会議への代表
派遣に関する役員等の
推薦、国際会議へ代表
派遣に関する役員等の
推薦、国際会議へ代表
派遣
に係る審議に関すること

１５名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成30年2
月22日～平
成32年9月
30日

地球惑星科学委員会
ＩＧＵ分科会地名小委
員会

１．地名の標準化の方策
および地名研究者の育
成の推進についての調
査・検討
２．学術的側面からの、
日本の地名総体を俯瞰し
調整する組織設置の可
能性の検討
に係る審議に関すること

２０名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成30年2
月22日～平
成32年9月
30日

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

（略） （略） （略） (略） （略） （略） （略） (略）

情報学委員会 （略） 情報学委員会 （略）
情報学委員会国際サイ
エンスデータ分科会

（新規設置）

（新規設置）

（新規設置）

（略）

地球惑星科学委員会ＩＧ
Ｕ分科会

地球惑星科学委員会IGU
分科会

（略） （略）

（新規設置）

（新規設置）

（略）

情報学委員会国際サイ
エンスデータ分科会
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情報学委員会国際サ
イエンスデータ分科
会CODATA小委員会

１．ＣＯＤＡＴＡ／ＩＣＳＵへ
の対応とＷＤＳ、ＩＲＤＲ等
のＩＣＳＵ組織との連携
２．国内ＣＯＤＡＴＡ関連
データ活動の連携と活性
化
３．国際的な科学技術動
向についての調査と国内
の科学技術データ活用
の状況の検討
４．国内で構築されてい
る知的基盤の国際的な
活用の方策に関する検
討と提言
に係る審議に関すること

２５名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成30年2
月22日～平
成32年9月
30日

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

（略） （略） (略） （略） （略） (略）
１．無機化学研究の推進
と分野の活性化
２．無機化学に関わる諸
問題
に係る審議に関すること

２０名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月30日～平
成32年9月
30日

１．無機化学研究の推進
と分野の活性化
２．無機化学に関わる諸
問題
に係る審議に関すること

15名以内の
会員又は連
携会員

平成29年10
月30日～平
成32年9月
30日

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

（略） （略） (略） （略） （略） (略）
電気電子工学委員会に
記載

電気電子工
学委員会に記
載

電気電子工
学委員会に
記載

電気電子工学委員会に
記載

電気電子工
学委員会に
記載

電気電子工
学委員会に
記載

総合工学委員会・電
気電子工学委員会合
同ＩＦＡＣ分科会自動
制御の多分野応用小
委員会

電気電子工学委員会に
記載

電気電子工
学委員会に記
載

電気電子工
学委員会に
記載

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

総合工学委員会・機
械工学委員会合同力
学基盤工学分科会力
学の深化・統合小委
員会

機械工学委員会に記載 機械工学委
員会に記載

機械工学委
員会に記載

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

総合工学委員会 （略） 総合工学委員会 （略）
総合工学委員会・電気
電子工学委員会合同ＩＦ
ＡＣ分科会

総合工学委員会・電気電
子工学委員会合同ＩＦＡＣ
分科会

（新規設置）

（略）

化学委員会

（略）
総合工学委員会・機械
工学委員会合同力学基
盤工学分科会

総合工学委員会・機械工
学委員会合同力学基盤
工学分科会

（新規設置）

（略） （略）

（新規設置）

（略） （略）

（略） 化学委員会 （略）
化学委員会無機化学分
科会

化学委員会無機化学分
科会

（略） （略）
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１．さまざまな社会課題に
おけるサービス学の役割
と学術的方向性
２．サービス学の体系化
とその普及
に係る審議に関すること

３０名以内の
会員又は連
携会員

平成２９年１
１月２４日～
平成３２年９
月３０日

１．さまざまな社会課題に
おけるサービス学の役割
と学術的方向性
２．サービス学の体系化
とその普及
に係る審議に関すること

２０名以内の
会員又は連
携会員

平成２９年１
１月２４日～
平成３２年９
月３０日

１．可視化効能の測定用
指標
２．可視化研究コミュニ
ティの形成
３．科学教育における可
視化の活用
に係る審議に関すること

１５名以内の
会員又は連
携会員

平成３０年２
月２２日～平
成３２年９月
３０日

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

機械工学委員会・土
木工学・建築学委員
会合同ＩＵＴＡＭ分科
会理論応用力学企画
小委員会

１．国内外の理論応用力
学研究に基づく研究領
域・テーマの選定
２．理論応用力学講演
会、シンポジウム等の企
画
に係る審議に関すること

２０名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成３０年２
月２２日～平
成３２年９月
３０日

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

総合工学委員会・機
械工学委員会合同力
学基盤工学分科会力
学の深化・展開小委
員会

１．力学を基盤とする工
学の深化・展開に関する
情報交換の場の形成
２．関連する工学の体系
を整理し、各分野の強化
と発展を促すための方策
３．力学を基盤とする工
学の体系が、社会や国
民へより貢献するための
課題の抽出とその推進
策
に係る審議に関すること

３０名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成３０年２
月２２日～平
成３２年９月
３０日

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

機械工学委員会 （略） 機械工学委員会 （略）
機械工学委員会・土木
工学・建築学委員会合
同ＩＵＴＡＭ分科会

機械工学委員会・土木工
学・建築学委員会合同
IUTAM分科会

（略）
総合工学委員会・機械
工学委員会合同力学基
盤工学分科会

総合工学委員会・機械工
学委員会合同力学基盤
工学分科会

（新規設置）

（略） （略）

経営学委員会・総合工
学委員会合同サービス
学分科会

経営学委員会・総合工学
委員会合同サービス学
分科会

総合工学委員会科学的
知見の創出に資する可
視化分科会

（新規設置）

（新規設置）

（略）

電気電子工学委
員会

電気電子工学委員会Ｕ
ＲＳＩ分科会

電気電子工学委
員会

電気電子工学委員会ＵＲ
ＳＩ分科会
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電気電子工学委員会
ＵＲＳＩ分科会電磁波
計測小委員会

１．時間・周波数・長さ・電
気など電磁波の計測に
関わる標準技術の研究
動向の調査と情報収集
２．委員会内や必要に応
じ委員会外からも専門家
を招いての先端研究の
紹介
３．国際電波科学連合
（International Union of
Radio Science；ＵＲＳＩ）と
アジア・太平洋電波科学
会議（Asia-Pacific Radio
Science Conference；ＡＰ
-ＲＡＳＣ）における関連
分野の対応
に係る審議に関すること

２０名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成３０年２
月２２日～平
成３２年９月
３０日

電気電子工学委員会
ＵＲＳＩ分科会電磁波
小委員会

１．国内における研究の
連絡と推進、他分野との
学術的協力・協議
２．国際電波科学連合
（International Union of
Radio Science；ＵＲＳＩ）総
会への協力などを含む国
際電波科学連合との連
絡
３．アジア・太平洋電波科
学会議（Asia-Pacific
Radio Science
Conference；ＡＰ-ＲＡＳ
Ｃ）への協力や年３回程
度の会議への出席と分
科会活動報告の作成な
どを含むＵＲＳＩ分科会の
決定による分科会の担
務
４．分科会に所属する次
期分科会委員の選定
に係る審議に関すること

３０名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成３０年２
月２２日～平
成３２年９月
３０日

（新規設置）

（新規設置）
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電気電子工学委員会
ＵＲＳＩ分科会無線通
信システム信号処理
小委員会

１．電波による通信と応
用システムの信号処理に
関する研究
２．国際電波科学連合
(International Union of
Radio Science；ＵＲＳＩ)及
び同主催の国際会議へ
の寄与
３．国内研究者の組織化
と交流並びに関連学術
団体との連携
に係る審議に関すること

３０名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成３０年２
月２２日～平
成３２年９月
３０日

電気電子工学委員会
ＵＲＳＩ分科会エレクト
ロニクス・フォトニクス
小委員会

１．国際電波科学連合
（International Union of
Radio Science；ＵＲＳＩ）主
催の国際会議への寄与
２．電気電子工学委員会
主催の会議への寄与
３．エレクトロニクス・フォ
トニクス小委員会主催会
議等
に係る審議に関すること

２０名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成３０年２
月２２日～平
成３２年９月
３０日

電気電子工学委員会
ＵＲＳＩ分科会電磁波
の雑音・障害小委員
会

１．小委員会の組織構成
に関する事項
２．小委員会の運営方法
に関する事項
３．小委員会の財政・予
算に関する事項
４．ＵＲＳＩ分科会への対
応事項
５．小委員会の日常活動
内容に関する事項
６．国際電波科学連合
（International Union of
Radio Science；ＵＲＳＩ）関
連会議及び、当該分野に
おける国内外で開催され
る各種学術会議の主催、
共催、協賛に関する事項
に係る審議に関すること

２５名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成３０年２
月２２日～平
成３２年９月
３０日

（新規設置）

（新規設置）

（新規設置）
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電気電子工学委員会
ＵＲＳＩ分科会非電離
媒質伝搬・リモートセ
ンシング小委員会

１．非電離媒質内におけ
るすべての周波数帯域
における電波研究
２．惑星の非電離大気、
地表における電波伝搬
３．惑星表面（地表、海
洋、雪氷）や地中媒質と
電波の相互干渉
４．電波に影響を与える
環境の性状評価
５．これらの成果のリモー
トセンシング、通信分野
における応用
６．他のＵＲＳＩ分科会と
の調整
に係る審議に関すること

３５名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成３０年２
月２２日～平
成３２年９月
３０日

電気電子工学委員会
ＵＲＳＩ分科会電離圏
電波伝搬小委員会

１．電離圏電波伝搬や電
離圏プラズマの研究発展
のための情報交換・成果
とりまとめ及び国際的発
信
２．国内外の会合参加
３．国際宇宙空間研究委
員会（Committee on
Space Research；ＣＯＳＰ
ＡＲ）と共同の国際標準
電離層（International
Reference Ionosphere；Ｉ
ＲＩ)への寄与
に係る審議に関すること

２５名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成３０年２
月２２日～平
成３２年９月
３０日

（新規設置）

（新規設置）
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電気電子工学委員会
ＵＲＳＩ分科会プラズマ
波動小委員会

１．プラズマ波動に関わ
る研究動向の調査、国内
の研究成果の取りまとめ
と国際発信
２．当該分野に関わる先
端研究の紹介、研究交
流、若手研究者の育成を
目的とする研究集会の整
備・促進
３．国際電波科学連合
(International Union of
Radio Science；ＵＲＳＩ)の
関連分野に関わる各種
活動への対応
４．国際協力を必要とす
る研究活動の組織化・支
援
に係る審議に関すること

３０名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成３０年２
月２２日～平
成３２年９月
３０日

電気電子工学委員会
ＵＲＳＩ分科会電波天
文学小委員会

１． 電波天文学の国内・
国際的な研究活動の促
進
２． 電波天文学と関連す
る研究分野との交流の促
進
３． 電波天文学の研究
会の開催
４． 電波天文学の観測シ
ステム・観測環境の整備
に係る審議に関すること

１５名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成３０年２
月２２日～平
成３２年９月
３０日

電気電子工学委員会
ＵＲＳＩ分科会医用生
体電磁気学小委員会

１．生体電磁気学の研究
動向と今後の研究課題
２．電磁界の医学応用の
研究動向と今後の研究
課題
３．電磁界の生体効果・
生体影響の知識の整理
と評価
４．国際電波科学連合
(International Union of
Radio Science；ＵＲＳＩ)
Commission Ｋとの協力
に係る審議に関すること

３０名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成３０年２
月２２日～平
成３２年９月
３０日

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

総合工学委員会・電気
電子工学委員会合同ＩＦ
ＡＣ分科会

総合工学委員会・電気電
子工学委員会合同ＩＦＡＣ
分科会

（新規設置）

（新規設置）

（新規設置）
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総合工学委員会・電
気電子工学委員会合
同ＩＦＡＣ分科会自動
制御の多分野応用小
委員会

１. 自動制御分野の長期
的な方向性、関連する分
野との協調についての議
論と方向付け
２．自動制御連合講演会
の運営に係る審議、決定
３．国際自動制御連盟
（The International
Federation of Automatic
Control；ＩＦＡＣ）との連携
による国際化の推進
に係る審議に関すること

２５名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成３０年２
月２２日～平
成３２年９月
３０日

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

土木工学・建築学委
員会気候変動と国土
分科会佐賀低平地へ
の適応策実装検討小
委員会

地球温暖化適応策の実
装上の課題に関する研
究状況の把握及び課題
の抽出等の審議に関す
ること

１０名以内の
会員又は連
携会員若しく
は会員又は
連携会員以
外の者

平成３０年２
月２２日～平
成３２年９月
３０日

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

機械工学委員会・土
木工学・建築学委員
会合同IUTAM分科会
理論応用力学企画小
委員会

機械工学委員会に記載 機械工学委
員会に記載

機械工学委
員会に記載

（略） （略） (略） （略） （略） (略）

（略） （略） （略） (略） （略） （略） （略） (略）
   附　則
この決定は、決定の日から施行する。

土木工学・建築
学委員会

（略） 土木工学・建築
学委員会

（略）

（新規設置）

（略） （略）

（略） （略）

（略） （略）

機械工学委員会・土木工
学・建築学委員会合同
IUTAM分科会

（新規設置）

土木工学・建築学委員
会気候変動と国土分科
会

土木工学・建築学委員会
気候変動と国土分科会

（新規設置）

（略） （略）

機械工学委員会・土木
工学・建築学委員会合
同IUTAM分科会
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【２４期にて初設置４件】 
 

臨床医学委員会・健康・生活科学委員会合同分科会の設置について 
 
分科会等名：少子高齢社会におけるケアサイエンス分科会  
  

１ 所属委員会名 臨床医学委員会 
〇健康・生活科学委員会 

 
 

２ 委員の構成 １５名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  類を見ない高齢化と少子化の進行によって人口構造の転

換を迎えている我が国の喫緊の課題の一つは、「治癒」をめ

ざす「医学モデル」のみならず、病を持ちながら人々が安心

して暮らしていくための「ケア」を核とする「社会モデル」

を融合させた教育・研究を行う体制構築である。２３期健康・

生活科学委員会看護学分科会では、シンポジウム及び『学術

の動向』の特集において、ケアを、現代社会に暮らす人々の

生活の質を支える実践とし、それらに関与する諸科学に通底

する概念及び論理を「ケアサイエンス」として提唱した。と

りわけ、こうした課題への取り組みには、当事者である市民

との協働が強く求められている。それ故、市民と共に作る新

たな「ケア社会」の学術基盤の創造が必要であると考えた。 
これを受け、少子高齢社会におけるケアサイエンス分科会

を新たに設置し、看護学、臨床医学、社会福祉学、工学、情

報科学等の諸科学、さらには当時者である市民、行政等と協

働し、少子高齢社会を支える「ケアサイエンス」の教育・研

究の在り方を提言する。 
４ 審 議 事 項  １．当事者主体のケア社会の構築に向けた横断的学術基盤形

成 
２．少子高齢社会を支える「ケアサイエンス」の教育・研究

の在り方に関する提言発出 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※２４期にて初設置 
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環境学委員会環境思想・環境教育分科会小委員会の設置について 
 
分科会等名： 環境教育の思想的アプローチ検討小委員会 
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

環境学委員会 

２ 委員の構成 １５名以内の会員、連携会員、又は会員若しくは連携会員以

外の者 

３ 設 置 目 的  環境思想・環境教育分科会では、環境教育の実践を発展さ

せていくための理論と手法論を、ＥＳＤ、ＳＤＧs、防災な

どのテーマと合わせて議論してきた。今期は、前期に示した

提言をもとにこれまでの議論をさらに深めていくことと合

わせて、環境思想（環境倫理を含む）の多様性を明らかにす

るとともに、環境教育が発展する土壌を育むという観点か

ら、環境思想をいかに生かしていくのか、その可能性と課題

について考察することを目的として、小委員会を設置する。

小委員会では、日本的風土性、参加型社会とシチズンシップ、

異文化理解などのテーマのもと、環境思想を理論と実践の両

面から議論するとともに、環境教育に思想的アプローチを生

かす方策、その際の留意点などをまとめ、現在的課題に応答

したい。 

 
４ 審 議 事 項  １．多様な環境思想の理解と整理 

２．ＳＤＧｓ、フューチャーアースにおける思想的基盤の整

理 
３．環境思想を環境教育に生かす方策と課題 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成３０年２月２２日～ 平成３２年９月３０日 
６ 備    考 ※２４期にて初設置 
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総合工学委員会分科会の設置について 

 

分科会等名：科学的知見の創出に資する可視化分科会          

 

１ 所属委員会名 

（複数の場合

は、主体とな

る委員会に○

印を付ける。） 

総合工学委員会 

２ 委員の構成 
１５名以内の会員又は連携会員 

３ 設 置 目 的 ビッグデータ・オープンデータ時代において、人間がデータを認

識するために可視化の重要性がより広く理解されている。また、人

工知能時代の到来により、可視化に対して、さらなる期待が加わっ

た。しかしながら、可視化をどう評価するか、可視化研究コミュニ

ティをどう形成していくか、そして科学教育に可視化をどう活用す

るのがよいかについては、十分な議論が行われているとは言い難

い。 

総合工学委員会では、第２３期において、可視化のあるべき姿を

考えるために提言「科学的知見の創出に資する可視化に向けて」を

作成し、平成２９年８月８日付けで公表した。 

そこで、本分科会では、提言内容の具体的実践に焦点をあてた活

動を行う。 

 

４ 審 議 事 項 １．可視化効能の測定用指標 

２．可視化研究コミュニティの形成 

３．科学教育における可視化の活用 

に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間 平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※２４期にて初設置 
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機械工学委員会・土木工学・建築学委員会合同ＩＵＴＡＭ分科会 

小委員会の設置について 

 

分科会等名：理論応用力学企画小委員会  

 

１ 

所属委員会名 

（複数の場合

は、主体とな

る委員会に○

印を付ける。） 

○機械工学委員会 

土木工学・建築学委員会 

２ 
委員の構成 ２０名以内の会員又は連携会員若しくは会員又は連携会員以外の

者 

３ 設 置 目 的  ＩＵＴＡＭ分科会では、国際的な理論応用力学研究活動におけ

る今後の日本の貢献について議論しているが、シンポジウムや４

年に一度の総会講演会（International Congress of Theoretical 

and Applied Mechanics;ＩＣＴＡＭ）でのセッションの企画提案

を具体化する上で、国内での多岐にわたる理論応用力学研究活動

との密な連携、具体的には、国内外研究の動向を把握し、長期的

な視野を持って国内研究者と情報交換を行う場が必要である。 

 そのような場として多数の学会から毎回５００名以上が参加す

る「理論応用力学講演会」がある。同講演会は本分科会が所掌す

る講演会として６４回に及ぶ開催実績があり、現在は主要３学会

（土木学会、建築学会、機械学会）のいずれかが主担当となり実

行委員会を組織して運営する体制となっている。 

そこで、ＩＵＴＡＭ分科会と実行委員会との意思疎通や情報共

有を円滑にし、国際的な活動への視座を持ってセッション等の企

画を行い、国内での活動を国際活動に活かしていくことを目的と

してこの小委員会の設置を申請する。 

４ 審 議 事 項 １．国内外の理論応用力学研究に基づく研究領域・テーマの選定 

２．理論応用力学講演会、シンポジウム等の企画 

に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間 平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※２４期にて初設置 
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哲学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：芸術と文化環境分科会       
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

 哲学委員会 

２ 委員の構成 １０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  現代では、芸術作品はそれ自体の内実ではなく、その作品

が位置する環境との関連のもとで受容もしくは制作されて

いる。作品にもまして、制作者のアトリエに、また美術館や

上演会場たる劇場に、あるいはそれを包含する都市環境に、

ひいては情報社会の特異な通信環境にも注目せざるをえな

いのが現代社会である。芸術をめぐる公共性や芸術的創造力

の現代性を社会と環境という観点から追究することを目的

とする分科会である。現代もしくは近未来の社会に占める芸

術と文化の役割の解明という観点から、第二部、第三部の分

科会に協力を求めることもある。 
 

４ 審 議 事 項  １．芸術の制作及び受容を取り巻く環境条件 
２．芸術と公的組織・制度との関係 

に係る審議に関すること 
５ 設 置 期 間  平成２９年１０月４日～平成３２年９月３０日 

（改正前＝平成２９年１０月４日～平成３０年３月３１

日） 

６ 備    考 ※設置期間の延長（事実上２３期からの継続） 

平成２９年１２月９日に開催したシンポジウムを踏まえ、

２４期において調査審議並びに情報発信を継続する必要が

あるため。 
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哲学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：古典精神と未来社会分科会             
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

哲学委員会 

２ 委員の構成 ２０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的   近代社会は科学技術の発展に先導されて生活に利便をも

たらし、人類の普遍的な価値とされるものが世界で共有され

るに至った。しかし、一方で諸文明における古典的価値や伝

統的規範体系を解体し、人間どうしや他の生物、環境との共

生にさまざまな困難をもたらしている。持続可能な人類社会

の存立にとっては安定的な精神基盤の再構築が必須であり、

伝統知の集積（宗教聖典を含む広義の古典）に対して、時代

に即応した新たな解釈を絶えず紡ぎ出す「古典精神」を涵養

し、その未来社会的意義を見直すことが急務となっている。

この課題をめぐって広義の哲学諸分野を代表する研究者が

討議を重ね、一般社会への提言を図るため、この分科会を設

置する。 

４ 審 議 事 項  我が国がかかえる今日的課題のなかで、特に青少年教育や政

策立案に伝統知を活かす方策の審議に関すること  
５ 設 置 期 間  平成２９年１０月４日～平成３２年９月３０日 

（改正前＝平成２９年１０月４日～平成３０年３月３１

日） 

６ 備    考 ※設置期間の延長（事実上２３期からの継続） 

平成２９年１２月９日に開催したシンポジウムを踏まえ、

２４期において調査審議並びに情報発信を継続する必要が

あるため。 
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哲学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：いのちと心を考える分科会 
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印

を付ける。） 

 哲学委員会 

２ 委員の構成 １５名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  現代世界では、死の問題や何らかの超越的・垂直的次元に向

き合う機会が失われていく一方で、生命科学・遺伝子操作技

術が次々と新たな成果をもたらし、経済と情報のグローバル

化が大きな社会変容を引き起こしているが、そのような変化

のなかで、「いのち」と「心」はこれまでになく捉えがたい

ものになっている。いのちの意義とは何か、心の豊かさとは

何かということを明らかにしていくことは、哲学系の人文諸

学の重要な課題である。現代の状況のなかでさまざまな角度

から、いのちと心を捉え直すことが、この分科会設置の目的

である。 
 

４ 審 議 事 項  １．生命倫理や葬送儀礼や看取りにおけるいのちの意義 
２．社会生活の多様な場面での心のあり方 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月４日～平成３２年９月３０日 

（改正前＝平成２９年１０月４日～平成３０年３月３１

日） 

６ 備    考 ※設置期間の延長（事実上２３期からの継続） 

平成２９年１２月９日に開催したシンポジウムを踏まえ、

２４期において調査審議並びに情報発信を継続する必要が

あるため。 
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哲学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：哲学・倫理・宗教教育分科会            
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

哲学委員会 

２ 委員の構成 ２０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的   社会教育を含めた教育全般における哲学・倫理・宗教教育

の意義とその具体的あり方について検討することを、設置の

目的とする。たとえば、中等教育における、哲学的に思索す

る力の育成、生活と行動を自ら律することのできる力の育

成、宗教的な情操の涵養について、哲学・倫理学・宗教学の

立場から論議し、よりよい教育の仕方を多面的に検討する。

また、大学における教養教育を哲学・倫理・宗教教育の観点

から再検討する。従来の教養教育の内容や方法について反省

し、その意義を考察するとともに、必要ならば再構築を企て

る。さらに、公教育における宗教教育のあり方について検討

する。 
４ 審 議 事 項  １．哲学・倫理・宗教教育の現状 

２．哲学・倫理・宗教教育の意義と方法 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月４日～平成３２年９月３０日 

（改正前＝平成２９年１０月４日～平成３０年３月３１

日） 

６ 備    考 ※設置期間の延長（事実上２３期からの継続） 

平成２９年１２月９日に開催したシンポジウムを踏まえ、

２４期において調査審議並びに情報発信を継続する必要が

あるため。 
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心理学・教育学委員会法と心理学分科会の設置について 
 
分科会等名：法と心理学分科会  
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

心理学・教育学委員会 

２ 委員の構成 １５名以内の会員又は連携会員 

３ 設 置 目 的  法は、個人の行動や心理、人間関係、個人と社会の関係に

関わる現象であり、心理学はそれらのメカニズムや発達の解

明を目指す科学である。それゆえ法学にとって心理学的知見

はきわめて有用であり、心理学にとっても法という領域は生

きた現実の問題を扱う魅力的な分野である。 
本分科会では、法学と心理学の学際的な交流を通じ、犯罪、

司法、更生等にかかわる諸問題について議論し、必要な政策

提言を行う。また、国家資格として公認心理師が設置される

が、そのカリキュラムには司法・犯罪に関わる心理学も含ま

れていることから、法と心理学の教育のあり方についても検

討する。 
４ 審 議 事 項  １．目撃や自白における心理メカニズム、少年犯罪、被害者

心理、民事手続きや行政手続き、司法福祉など、犯罪と司法

にかかわる心理学的諸問題 
２．法と心理学の教育のあり方 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月４日～平成３２年９月３０日 

（改正前＝平成２９年１０月４日～平成３０年３月３１

日） 

６ 備    考 ※設置期間の延長（事実上２３期からの継続） 

平成２９年１１月１８日、１２月２日に開催したシンポジ

ウムを踏まえ、２４期において調査審議並びに情報発信を

継続する必要があるため。 
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心理学・教育学委員会分科会の設置について 

 

分科会等名：社会のための心理学分科会  
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

心理学・教育学委員会 

２ 委員の構成 ２０名以内の会員又は連携会員 

３ 設 置 目 的  科学としての心理学は｢人間理解のための｣文理融合の扇の

要と位置付けられ、現代社会が直面する多様な課題の解決に

ついて，寄与することが可能である．こうした「社会につな

がった」形での科学としての心理学の研究・教育・社会貢献

の基盤を構築し，さらに展開をしていくための展望を議論

し，実勢していく。具体的には、「科学としての心理学」の

社会的理解の促進、心理学分野からの学術行政への諸提言と

その実装に向けた活動の展開、心理学を修めた学生が卒業後

に活躍できる職業・仕事の場の確立とそのキャリアパスにつ

いて，展望を立てていく。 

４ 審 議 事 項  社会のための科学としての心理学を展開するために必要な

教育・資格・学術行政に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月４日～平成３２年９月３０日 
（改正前＝平成２９年１０月４日～平成３０年３月３１日） 

６ 備    考 ※設置期間の延長（事実上２３期からの継続） 
平成２９年１１月１８日、１２月２日に開催したシンポジウ

ムを踏まえ、２４期において調査審議並びに情報発信を継続

する必要があるため。 
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社会学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：フューチャー・ソシオロジー分科会 
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

社会学委員会 

２ 委員の構成 １５名以内の会員又は連携会員  

３ 設 置 目 的  本分科会では、前期に、社会学・福祉社会学領域における

新たな学問として「フューチャー・ソシオロジー」の立ち上

げをおこなった。 

今期は、「フューチャー・ソシオロジー」の各下位領域に

おける社会の未来像を、具体的事例を用いながら描写する作

業をおこなう。 

この事業は、日本学術会議が現在推進する Future Earth

事業と連動する。また、この事業は、大規模な構想であるが

ゆえに、関連学協会との有機的連携を必要とする。「社会学

系コンソーシアム」（日本学術会議協力学術研究団体）との

相互連携のもとで本事業を強化推進していく。さらに、社会

学のグローバル化・国際化を見据えた事業展開をおこなって

いく。 

４ 審 議 事 項  １．「フューチャー・ソシオロジー」の下位領域それぞれに

おける学問内容をさらに充実させること 

２. 学問領域「フューチャー・ソシオロジー」を広めるため

のシンポジウムなど多様な方策 

に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月４日～平成３２年９月３０日 

（改正前＝平成２９年１０月４日～平成３０年３月３１

日） 

６ 備    考 ※設置期間の延長（事実上２３期からの継続） 

平成３０年１月２７日に開催したシンポジウムを踏まえ、

２４期において調査審議並びに情報発信を継続する必要が

あるため。 
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地域研究委員会・地球惑星科学委員会合同分科会の設置について 
 
分科会等名：地理教育分科会  
 
１ 所属委員会名

（複数の場合は、

主体となる委員会

に○印を付ける。 

〇地域研究委員会 
地球惑星科学委員会 

２ 委員の構成 ３０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  ２００１年の日本学術会議の声明「２１世紀における人

文・社会科学の役割とその重要性」において「文・理の二分

法を乗り越えた新しい統合的・融合的知識の必要性」が指摘

されている。自然環境と人間活動との相互関係を研究対象と

する地理学の起源はギリシャ時代に遡り、自然・人文社会科

学が分離する以前の文理融合の学問的特性を有しており、声

明で指摘された知識の統合において重要な視点・方法を提供

することができる。その基礎を国民が広く共有できるように

なるには、地理教育に期待するところが大きい。それら初

等・中等教育における地理教育のあり方について多面的に検

討し、さらに、大学の編成・構成の多様化が進む中での文理

融合の地理教育の推進にも資する有効な指針を示す必要があ

る。これらの分野に精通した会員・連携会員の多くは、第一

部地域研究委員会と第三部地球惑星科学委員会に分かれて属

しているので、上記の検討を進めるには、この両委員会の下

に単一の分科会を設けることが機能的である。 
この分科会において、近隣地域から地球全体にいたるさま

ざまな空間スケールで発現している自然的・人文社会的諸現

象とその相互関係、およびそれらを表現する地図・地理空間

情報を扱う地理教育のありかたについて検討し提言を行う。 
４ 審 議 事 項  １．新しい時代に相応しい初等中等教育、高等教育、生涯教

育における地理教育の内容と教育体制の改善 
２．文理融合教育普及のための地理学及び隣接諸分野との協

働の推進に係る審議に関すること 
５ 設 置 期 間  平成２９年１０月４日～平成３２年９月３０日 

（改正前＝平成２９年１０月４日～平成３０年３月３１日） 
６ 備    考 ※設置期間の延長（事実上２３期からの継続） 

２３期をまたいでのシンポジウム開催にあたって暫定設置と

していたが、２４期を通して審議の必要があるため。 
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地域研究委員会・地球惑星科学委員会合同地理教育分科会小委員会の 
設置について 

 
分科会等名：学校地理教育小委員会       
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

○地域研究委員会 
地球惑星科学委員会 

２ 委員の構成 ２５名以内の会員又は連携会員若しくは会員又は連携会員

以外の者 
３ 設 置 目 的  日本学術会議の対外報告「現代的課題を切り拓く地理教育」（平成

１７年９月）では、近年、地図が不得手、地域での調べ学習を忌

避する子供達が増加する傾向にあり、この原因の一つが、小中学

校における社会科担当教員の地理指導力の低下と高校地理歴史

科教育におけるに地理学を大学で専攻した教員の激減にあるこ

と、教育的な負のスパイラル現象がみられると指摘している。日

本の次世代を担う人材育成において地理的（空間的）思考力の低

下は、国土や地域の自然環境と産業、文化的発展を文理融合的視

点から環境共生的に思考できる人材育成に多大な影響を与える。 
このような課題を解決するためには、小・中・高校と一貫したカ

リキュラムの下での地理教育の実施が重要であり、教育現場の教

員の指導力を向上させるために大学・学協会連携による体系的な

教員研修体制が必要である。 
本小委員会では、このような認識のもとに新しい時代に相応しい

初等中等教育における地理教育の内容と教育体制の改善および

大学・学協会連携による教育現場の教員研修実施に向けた体制づ

くりなどを検討し、提言として社会へ発信する。 
４ 審 議 事 項  １．新しい時代に相応しい初等中等教育における地理教育の

内容と教育体制の改善 
２．大学・学協会が連携した初等中等教育における教育現場

教員の研修実施体制の検討 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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地域研究委員会・地球惑星科学委員会合同地理教育分科会小委員会の 
設置について 

 
分科会等名：自然地理学・環境防災教育小委員会    
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

○地域研究委員会 
地球惑星科学委員会 

２ 委員の構成 ２０名以内の会員又は連携会員若しくは会員又は連携会員

以外の者 
３ 設 置 目 的  日本学術会議「日本の計画」（２００２ 年）は、循環型社会

における地球規模の環境問題解決能力の育成には、人間と社

会の関係が歴史的のみならず風土的・空間的な存在であるこ

との理解が必要であると指摘している。本小委員会は、自然

環境を人間活動との関係で捉える自然地理学の視点や方法

論を整理し、大学教育における重要性を明らかにするととも

に、その研究成果が、環境・災害問題検討の根幹となる「地

球観」や「災害観」の育成において如何に重要かを検討する。

地理教育の重要性は日本学術会議対外報告「現代的課題を切

り拓く地理教育」（平成１４年）でも提言され、防災分野で

も「地球規模の自然災害に対して安全・安心の社会の構築」

（平成１９年）において、ハザードマップ等を利用した地学・

地理教育の推進の必要性が提言され、「東日本大震災を教訓

とした安全安心で持続可能な社会の形成に向けて」（平成２

６年）においても繰り返されている。平成２９年には「持続

可能な社会づくりに向けた地理教育の充実」が提言され、次

期指導要領において高等学校で「地理総合」が必修化され、

自然地理は重要な位置づけを担うことになる。これを受け本

小委員会は、大学および学校教育における自然地理学および

環境防災教育の進展および支援方策について検討する。 
 

４ 審 議 事 項  １．自然地理学・環境防災教育の現状・課題の整理 
２．学校教育現場における自然地理学、環境防災教育の充実 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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地域研究委員会・地球惑星科学委員会合同地理教育分科会小委員会の 
設置について 

 
分科会等名：大学地理教育小委員会       
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

○地域研究委員会 
地球惑星科学委員会 

２ 委員の構成 １５名以内会員又は連携会員若しくは会員又は連携会員以

外の者 
３ 設 置 目 的  本小委員会は、第２２期に地理学の参照基準の策定に中心となって取り組み、

第２３期では高等学校での「地理総合」必修化の課題となる、大学で地理学を専

攻した地歴科教員の養成の課題などについて検討を行った。これらの検討を通

じて、地理学の学修によって得た知識、技能、能力は卒業後の社会での活躍に役

立つだけでなく、大学で他の学問を学ぶ上でも大いに役立つことが再確認され

た。このことは系統地理学の内容が都市、工業、地形、気候など人文・社会・自

然の多岐にわたっていることの証左でもある。 

現在、大学での地理学教育は、旧来の教養教育、教員養成教育、地理学専攻等

での体系的な専門教育のほか、多様な学部・学科で実践されている。また、各地

の大学で増えつつある地域学など学際的な学部の多くでも、地理学の有用性が

認められている。こうした多様な学修機会において地理学を学ぶことの意義や

社会での有用性が、さらに広く認知されるような取り組みについて検討する必

要がある。また地理学がより深く関与しなければならない国際的プログラム

Future Earth も大学地理教育の喫緊の課題である。 

これら以外にも大学での地理教育が取り組まなければならない課題は多く存

在するが、これまでの取り組みとの継続性を考慮し、今期は以上の課題について

検討を進めることとしたい。 

４ 審 議 事 項  １．大学での多様な機会での地理学学修の有用性と、社会で

求められる実践力への貢献などの大学地理教育の課題につ

いての検討 
２．シンポジウムなどの開催 
３．これら課題への対応を広く学界に問う 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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地域研究委員会・地球惑星科学委員会合同地理教育分科会小委員会の 
設置について 

 
分科会等名：地誌・国際理解教育小委員会             
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

○地域研究委員会 
地球惑星科学委員会 

２ 委員の構成 １５名以内の会員又は連携会員若しくは会員又は連携会員

以外の者 
３ 設 置 目 的  地誌教育は、近代学校教育の成立以来、地理教育の根幹に

位置し続けてきた。今日も、経済社会のグローバル化の下、

実学としても、市民性の涵養のためにも地誌教育には大きな

期待が寄せられている。地域研究委員会の対外報告『現代的

課題を切り拓く地理教育』（２００７年）では、時間的およ

び空間的観点のバランスの上に現代における地域変化を的

確に理解し、国や地域・文化の多様性を尊重できる人材の育

成の必要性を掲げた。また、関連学協会においても新しい地

誌教育の構築に向けたシンポジウム等を開催してきている

が、現代的要請に応えた地誌教育の在り方について議論が尽

くされたとは言えない。他方で、地誌教育が項目羅列的であ

るかのような誤解があり、次期指導要領で必修化される高等

学校「地理総合」に向けて、国際理解と国際協力に資する地

誌教育の刷新が緊要の課題である。これらを受け、本小委員

会では、経済社会のグローバル化に対応した地誌教育の在り

方について、初等・中等・高等教育を通じて、また、世界地

誌から、日本地誌、生活圏域の地誌までを通じて検討し、こ

れを対外的に発信することを目的する。 
４ 審 議 事 項  １．現代的要請に応えた地誌教育の本質 

２．現代的要請に応えた地誌教育の構成や内容 
３．現代的要請に応えた地誌教育の担い手の養成 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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地域研究委員会・地球惑星科学委員会合同地理教育分科会小委員会の 

設置について 

 

分科会等名：地図／ＧＩＳ教育小委員会             

 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

○地域研究委員会 

地球惑星科学委員会 

２ 委員の構成 ２５名以内の会員又は連携会員若しくは会員又は連携会員

以外の者 

３ 設 置 目 的 地図に関しては、電子地図やＧＩＳ（地理情報システム）

の普及など科学技術の目覚しい発展があるが、現行の地理教

育では十分にその成果が活かされていない。これらの科学技

術の成果を地理教育に取り入れることはきわめて重要であ

る。また、地理空間情報活用推進基本法などの制定（平成１

９年）により、国民生活のあらゆる分野で地理空間情報を利

活用する社会が形成されようとしており、ＧＩＳに関する基

礎的知識や技能の育成が、地理教育に求められている。 

しかし、一方で地図を読むのが苦手な子供達が増加してい

る。その背景には、地球上の位置（経緯度や方位など）を認

識する空間的能力や、地図に関する基礎的知識の低下があ

り、教員の地図に関する指導力不足もこの要因の一つと考え

られる。このギャップを埋めるためには、地理空間情報が重

要になる時代に向けた人材育成の視点を、地理教育をになう

教員養成のカリキュラムに導入し、地図／ＧＩＳ教育を充実

させる必要がある。 

本小委員会では、地理教育における地図／ＧＩＳ教育の推

進をいかに実現させるか、その教育内容と小中高の一貫した

カリキュラム、および教員養成カリキュラムの改善や研修体

制の在り方について検討し、提言として社会に発信する。 

４ 審 議 事 項 １．地図／ＧＩＳ教育推進のためのカリキュラムや教育内容

の検討 

２．教員養成カリキュラムの改善と教員研修体制の在り方 

に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間 平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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地域研究委員会・環境学委員会・地球惑星科学委員会合同分科会の設置について 

 

分科会等名：地球環境変化の人間的側面 (ＨＤ) 分科会 

 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

○地域研究委員会 

環境学委員会 

地球惑星科学委員会 

２ 委員の構成 ２５名以内の会員又は連携会員 

３ 設 置 目 的 本分科会はＩＣＳＵとＩＳＳＣの傘下の国際研究計画ＩＨＤＰ

（（地球環境変化の人間的側面研究計画）の日本における拠点とし

て地球環境変化の人間的側面（ＨＤ）に関する多様な課題に対処し、

国内の関連学会・研究者が世界の持続性科学の振興と人類社会への

貢献に寄与するのを支援するために設置された。その後ＩＨＤＰを

含む地球環境研究の国際的枠組は Future Earth の下で再編成さ

れ、ＩＨＤＰ傘下にあったコアプロジェクトの多くはミッションを

再定義し、研究の発展的継続に取組んでいる。当分科会は２３期途

中にＩＨＤＰをＨＤ（Human Dimensions）に変え、「地球環境変化

の人間的側面（ＨＤ）分科会」と改名し、引き続きそれらの活動を

支援している。Future Earth では従前以上に人文社会科学分野か

らの研究が強化される方向にあり、ＨＤ的な研究は益々重要性を増

している。より多くの人文社会科学者を含む広範な領域の研究者と

連携しつつ、Future Earth 及びＳＤＧｓ（国連の持続可能な開発

目標）に対応した学際的・超学際的地球環境研究・教育の推進と社

会貢献の諸課題に取組みたい。 

４ 審 議 事 項 １．地球環境変化の人間的側面（ＨＤ）に関る研究・教育の深化、

振興、普及及び社会貢献（提言の取りまとめ等） 

２．Future Earth 及びＳＤＧｓにおけるＨＤ的研究の推進と強化

（シンポジウムの開催等） 

３．関連する委員会やプロジェクト等との連携・調整 

に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間 平成２９年１０月３０日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※委員の構成の変更 

所属希望者が多数だったため、委員の構成を変更する必要があるた

め。 
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経済学委員会・環境学委員会合同分科会の設置について 
 
分科会等名：フューチャー・デザイン分科会     
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

〇経済学委員会 
環境学委員会 

２ 委員の構成 ２０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  地球システムは、産業革命以降の人類の活動の結果、過去

一万年続いた安定状態（完新世）から、人類の生存基盤を危

なくする激変の時代（人新世）に変わったといわれている。

この変動を起こしたのが現世代の便益を優先する市場と民

主制であり、将来世代の well-being を視野に入れ得ていな

い。さらには、これらを基礎とする社会制度においては、崩

壊する地域社会、巨額な財政赤字、社会インフラの維持など

の問題にも対処し得ていない。現在の意思決定や政策実現に

あたって、存在しない将来世代を取り込み、市場や民主制に

変わるないしはそれらを補う新たな社会をデザインする研

究が要請されているものの、従来の枠組みでは対処しきれて

いないのではないのか。本分科会においては、社会システム

の変革のための新たな枠組み（フューチャー・デザイン）を

構築するにあたり、文系・理系の枠を超えた研究者に参加を

要請し、従来の研究の整理と共に今後何ができるのか、何を

すべきなのかを問いたい。 

４ 審 議 事 項  持続可能な社会のデザイン（フューチャー・デザイン）のた

め、何が求められているのか、従来の研究はどうなっている

のか、課題は何か、どのような研究をすべきなのかに係る審

議に関すること 
５ 設 置 期 間  平成２９年１０月３０日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考 ※委員の構成の変更 

（所属希望者が多数だったため、委員の構成を変更する必要

があるため） 
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健康・生活科学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：看護学分科会  
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

健康・生活科学委員会 

２ 委員の構成 ２０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  看護学に関する唯一の分科会として看護の学問分野を代表

し、看護系学会のネットワークである日本看護系学会協議会

との組織的連携を生かしながら時代を見通した重要課題を

検討し、提言を発出していく。地域共生社会の形成、ケアサ

イエンス領域の創出、看護学領域の参照基準の普及、高度実

践看護師と看護の役割拡大の促進などに関わるこれまでの

実績を生かし、さらに時代や社会・人々のニーズに応える看

護学の発展をもたらす活動を推進する。 
４ 審 議 事 項  １．地域共生社会形成のための多分野連携に基づく看護学、

看護分野の貢献に関する検討 
２．ケアサイエンスの考え方の浸透と展開方法の検討 
３．看護学領域の参照基準の普及と大学教育のあり方につい

ての検討 
４．時代や社会・人々のニーズと看護学に関わる重要課題の

検討  
に係る審議に関すること。 

５ 設 置 期 間  平成２９年１０月４日～平成３２年９月３０日 
（改正前＝平成２９年１０月４日～平成３０年３月３１日） 

６ 備    考 ※設置期間の延長（事実上２３期からの継続） 
平成２９年１１月３日に開催したシンポジウムを踏まえ、２

４期において調査審議並びに情報発信を継続する必要があ

るため。 
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臨床医学委員会・健康・生活科学委員会合同分科会の設置について 
 
分科会名：生活習慣病対策分科会  
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

臨床医学委員会 
○健康・生活科学委員会 

２ 委員の構成 ２０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  生活習慣病の基盤となる生活習慣の乱れや代謝等の変化

は幼小児期・胎生期にまで遡る。第２３期において、働く世

代の生活習慣病予防の提言を行ったが、より根源的な予防に

は、親の生活習慣や出生直後からの生育環境への介入につい

て、教育・保健・医療分野の多職種・多様な立場の人材が、

地域の資源を有効に活用して取り組む必要がある。 
４０歳以降の特定健診・特定保健指導に至る前の、２０代、

３０代での喫煙、飲酒、身体活動不足、過食、食塩過剰摂取、

睡眠・休養不足といった好ましくない生活習慣が定着を防ぐ

ため、小・中・高等学校における家庭科や保健体育での健康

教育の充実に加え、大学や職場等における健康教育を格段に

強化する必要がある。少子化世代の健康はわが国の将来を左

右する大きな要因であり、日本学術会議において、提言作成

に取り組む価値がある。 
４ 審 議 事 項  幼小児期からの生活習慣病予防対策についての提言作成に

係る審議に関すること。 
５ 設 置 期 間  平成２９年１０月４日～平成３２年９月３０日 

（改正前＝平成２９年１０月４日～平成３０年３月３１日） 
６ 備    考 ※設置期間の延長（事実上２３期からの継続） 

平成２９年１１月２日に開催したシンポジウムを踏まえ、２

４期において調査審議並びに情報発信を継続する必要があ

るため。 
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環境学委員会・地球惑星科学委員会合同分科会の設置について 

 

分科会等名：ＦＥ・ＷＣＲＰ合同分科会        

 

１ 所属委員会名 

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印

を付ける。） 

○環境学委員会 

地球惑星科学委員会 

２ 委員の構成 ３５名以内の会員又は連携会員 

３ 設 置 目 的  ＩＣＳＵ（国際科学会議）傘下の地球環境変化研究の国際プログ

ラムＩＧＢＰ（International Geosphere Biosphere Programme）、

ＷＣＲＰ（World Climate Research Programme）、及びＤＩＶＥＲ

ＳＩＴＡＳ（International Programme of Biodiversity Science）

に関する国際的連携強化が積極的に進められる中、関連する国内で

の様々な活動の連携強化を図るため、WCRP や IGBP の国際連携活動

に深く関わる地球惑星科学委員会との合同分科会として２２期に

ＩＧＢＰ・ＷＣＲＰ・ＤＩＶＥＲＳＩＴＡＳ（ＩＷＤ）合同分科会

が設置された。しかし、２３期途中でＩＧＢＰとＤＩＶＥＲＳＩＴ

ＡＳの活動が、社会のステークホルダーを強く意識し超学際研究を

推進する Future Earth （ＦＥ）のコアプロジェクトに編入され、

ＷＣＲＰがＦＥのパートナーの立場となったため、２４期では基本

的な枠組は変えずに「ＦＥ・ＷＣＲＰ合同分科会」と名称変更の上、

継続する。 

 下記事項の審議のため、分科会には各プログラム関連プロジェ

クトの代表の参加が想定され、３０名程度の委員が必要である。 

 なお、３プログラム名称の邦訳はそれぞれ以下の通りである。 

•ＩＧＢＰ: 地球圏生物圏国際協同研究計画 

•ＷＣＲＰ: 世界気候研究計画 

•ＤＩＶＥＲＳＩＴＡＳ: 生物多様性科学国際協同研究計画 

４ 審 議 事 項 １．ＦＥとＷＣＲＰとの連携に関わる国際的・国内的活動 

２．上記活動の普及（公開シンポジウム等）や関連する社会貢献 

に係る審議に関すること。 

５ 設 置 期 間 平成２９年１０月４日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※委員の構成の変更 

対応事案の多様化にともない、構成員数を３０名から３５名に改

訂する 
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地球惑星科学委員会ＩＧＵ分科会小委員会の設置について 
 
分科会等名：ＩＡＧ小委員会 
 

１ 所属委員会名

（複数 の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

地球惑星科学委員会 

２ 委員の構成 １５名以内の会員又は連携会員若しくは会員又は連携会員

以外の者 

３ 設 置 目 的  国 際 地 形 学 会 （ International Association of Geo 
morphologists：ＩＡＧ）は１９８９年に設立された組織で

あり、国際科学会議（ＩＣＳＵ）とは国際地理学連合（ＩＧ

Ｕ）及び国際地質学連合（ＩＵＧＳ）を通じて連携する関係

になっている。ＩＡＧの使命は、国際協力を通して地形学を

世界的に発展させ、人類社会に貢献することである。これま

で、日本学術会議地球惑星科学委員会ＩＡＧ小委員会が、日

本の国内委員会の役割を担い、国内関連学会や、そこに所属

する研究者がＩＡＧの活動に参画することを支援してきた。

そのような国内委員会活動継承しつつ、日本学術会議の理念

に沿った国際対応を具体化するのが、本小委員会設置の目的

である。 

４ 審 議 事 項  １．ＩＡＧと連携した国際的及び国内的な地形学の振興、普

及及び社会貢献 

２．ＩＡＧの役員等の推薦、国際会議への代表派遣に関する

推薦 

に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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地球惑星科学委員会ＩＧＵ分科会小委員会の設置について 
 
分科会等名：地名小委員会 
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印

を付ける。） 

地球惑星科学委員会 

２ 委員の構成 ２０名以内の会員又は連携会員若しくは会員又は連携会

員以外の者 
３ 設 置 目 的   国連地名標準化会議は、設置当初（１９６７年）より、

各国に地名総体を俯瞰し調整する組織の創設を勧告し、１

９８７年にも未設置の国々に対して再度勧告した。しかし

現時点で、わが国にはそのような機関は存在せず、各省庁

や地方自治体が個別に対応するにとどまっている。一方、

日本学術会議が加盟している２つの国際学術団体ＩＧＵ

とＩＣＡは、地名問題の重要性を認識した上で共同のＷＧ

を組織し、学術研究を通じて、国連地名標準化会議に大き

な影響を及ぼしている。 
 以上の状況を踏まえ、ＩＧＵとＩＣＡの国内委員会であ

るＩＧＵ分科会傘下の小委員会として、個々の地名ではな

く、地名総体に関する諸問題について専ら学術的側面から

審議を行い、必要に応じ地球惑星科学委員会を通じて提言

を行うことを目的とする。地名は地理学・地図学のほか言

語学や現業官庁など多分野との関わりがあり、本小委員会

では、学際的な審議を行う場とする。 
４ 審 議 事 項  １．地名の標準化の方策及び地名研究者の育成の推進につ

いての調査・検討 
２．学術的側面からの、日本の地名総体を俯瞰し調整する

組織設置の可能性の検討 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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情報学委員会国際サイエンスデータ分科会小委員会の設置について 
 
分科会等名：ＣＯＤＡＴＡ小委員会 
 
１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

情報学委員会 

２ 委員の構成 ２５名以内の会員又は連携会員若しくは会員又は連携会員

以外の者 

３ 設 置 目 的  １９６６年にＩＣＳＵによって設立されたＣＯＤＡＴＡ

（Committee on Data for Science and Technology）は国際

的なデータ活動において中心的な役割を果たしてきた。初期

の活動は物理常数に代表される基礎的な科学データの評価

と整備が中心であったが、近年は気候変動、生物多様性、オ

ープンアクセス等々のグローバルな課題についてのデータ

活動へと対象を拡大し、データを通した科学技術と社会との

緊密な関係の構築に向けた活動を展開している。ＣＯＤＡＴ

Ａ小委員会は、２００３年及び２００５年にＣＯＤＡＴＡ／

ＩＣＳＵを通して国連情報社会サミットにおいて提言を行

うなどの活動を行ってきた。 

科学技術データの公共財化、オープンアクセス・オープン

データの動きが進展する中にあって、国際動向を踏まえた科

学技術データの流通、そして科学技術データ活動の持続可能

性確立についての課題と改善方策を検討し、国内における科

学技術データの共有と活用の推進を図るとともに国際対応

を行うことを目的とする。 
４ 審 議 事 項  １．ＣＯＤＡＴＡ／ＩＣＳＵへの対応とＷＤＳ、ＩＲＤＲ

等のＩＣＳＵ組織との連携 

２．国内ＣＯＤＡＴＡ関連データ活動の連携と活性化 

３．国際的な科学技術動向についての調査と国内の科学技

術データ活用の状況の検討 

４．国内で構築されている知的基盤の国際的な活用の方策

に関する検討と提言 

に係る審議に関すること 
５ 設 置 期 間  平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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化学委員会分科会の設置について 
 
分科会等名：無機化学分科会 
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印

を付ける。） 

化学委員会 

２ 委員の構成 ２０名以内の会員又は連携会員 

３ 設 置 目 的 本分科会は、金属錯体や無機化合物が関与する化学の諸

問題を審議の対象とする。無機化学は全元素の化学であ

り、触媒、構造材料、機能性材料、生体関連物質などを広

く網羅している。様々な機能性材料が開発され、産業界で

も広く使われている。一方で、無機化学では、その廃棄物

処理や二酸化炭素の削減などの問題についても叡智を集め

て取り組まなければならない。このような観点から、無機

化学に関する最先端の研究について討議し、また、諸問題

について検討することを目的とする。関連研究者と広く討

論するために、研究会やシンポジウムも企画する。また、

ＩＵＰＡＣのDivision別問題の国内対応の役割も果たす。 

４ 審 議 事 項 １．無機化学研究の推進と分野の活性化 

２．無機化学に関わる諸問題 

に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間 平成２９年１０月３０日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※委員の構成の変更 
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経営学委員会・総合工学委員会合同分科会の設置について 
 
分科会等名：サービス学分科会       
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

経営学委員会 
〇総合工学委員会 

２ 委員の構成 ３０名以内の会員又は連携会員 

３ 設 置 目 的   近年のＩｏＴや人工知能の進化は高度で多様なサービス

を提供可能にしている。また、市民社会に浸透したＩＣＴ技

術によってシェアリングエコノミーという新しい取引形態

も生まれている。今やサービスは経営学や経済学の研究対象

だけでなく、教育、医療、工学領域等の領域でも重要な研究

対象であり、さまざまな研究が行われている。それにもかか

わらず、サービスに関する学問の体系化は未だ十分でなく、

発信主体も多様であることから、先行している社会経済が抱

えるさまざまな課題に十分に応えられていない状態である。 
本分科会はこのような問題意識の下、持続可能な社会経済

システムの構築におけるサービス学の役割と学術的取り組

みの方向性を提言として示す。 
４ 審 議 事 項  １．さまざまな社会課題におけるサービス学の役割と学術的

方向性 
２.サービス学の体系化とその普及 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成２９年１１月２４日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※委員構成人数の改訂 
審議内容上、広範な専門領域からの参画が必要なこと、今期

の新連携会員から新たな参加希望があり、いずれの方々も専

門性の観点から参加が不可欠と考えられるため、委員数の拡

充を希望する。 
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総合工学委員会・機械工学委員会合同力学基盤工学分科会小委員会の 
設置について 

 
分科会等名：力学の深化・展開小委員会 
 

１ 所属委員会名 
（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印

を付ける。） 
 

総合工学委員会 
○機械工学委員会 

２ 委員の構成 ３０名以内の会員又は連携会員若しくは会員又は連携会員

以外の者 
３ 設 置 目 的  力学を基盤とする工学・技術は、応用力学、流体力学、

熱力学、振動･制御学などの学術分野に基礎を置き、極めて

多岐の応用分野に亘って発展を続けている。これらの分野

の革新には、各専門学術分野の深化とマルチスケール・マ

ルチフィジックスによる力学の展開など力学の深化・展開

が不可欠である。 

本小委員会では、各分野の専門家を集めて、未来に向け

た力学を基盤とする工学のあり方について検討するととも

に本分野の活性化を目指す。 

４ 審 議 事 項  １．力学を基盤とする工学の深化・展開に関する情報交換

の場の形成 

２．関連する工学の体系を整理し、各分野の強化と発展を

促すための方策 

３．力学を基盤とする工学の体系が、社会や国民へより貢

献するための課題の抽出とその推進策 

に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 
６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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電気電子工学委員会ＵＲＳＩ分科会小委員会の設置について 

 

分科会等名：電磁波計測小委員会  

 

１ 所属委員会名 

（複数の場合

は、主体とな

る委員会に○

印を付ける。） 

電気電子工学委員会 

２ 委員の構成 ２０名以内の会員又は連携会員若しくは会員又は連携会員以外の

者 

３ 設 置 目 的 電波科学における時間・周波数・長さ・電気など電磁波の計測に関

わる標準技術の測定法の研究交流と情報交換を促進し、日本での研

究開発を活発化するとともに、国際電波科学連合（International 

Union of Radio Science；ＵＲＳＩ）とアジア・太平洋電波科学会

議（Asia-Pacific Radio Science Conference；ＡＰ-ＲＡＳＣ）へ

の関連分野の日本の対応を行うために設置する。 

４ 審 議 事 項 １．時間・周波数・長さ・電気など電磁波の計測に関わる標準技術

の研究動向の調査と情報収集 

２．委員会内や必要に応じ委員会外からも専門家を招いての先端研

究の紹介 

３．国際電波科学連合（International Union of Radio Science；

ＵＲＳＩ）とアジア・太平洋電波科学会議（Asia-Pacific Radio 

Science Conference；ＡＰ-ＲＡＳＣ）における関連分野の対

応 

に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間 平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 

 

  



103 
 

電気電子工学委員会ＵＲＳＩ分科会小委員会の設置について 

 

分科会等名：電磁波小委員会 
 

１ 所属委員会名 

（複数の場合

は、主体とな

る委員会に○

印を付ける。） 

電気電子工学委員会 

２ 
委員の構成 

３０名以内の会員又は連携会員若しくは会員又は連携会員以外の

者 

３ 設 置 目 的 電磁波および波動とその応用に関する理学的、工学的分野における

学問、研究、応用を推進する。通信をはじめ様々な分野、様々な組

織で展開されている電波や波動の研究や応用の情報と成果を交換

し、相互の一層の発展を図ると共に、新しい学問領域の創成を探る。 

学術活動が本来国境を越えて行われることを踏まえ、国際的な学問

研究の枠組みに積極的に参画し、国際競争力を維持すると共に、国

際的なリーダーシップを発揮してゆく。国際電波科学連合

（International Union of Radio Science；ＵＲＳＩ）のCommission 

Ｂにおける活動は主たる舞台であり、中心的な役割を果たしてきた

日本が、これからも国を単位として活動を推進してゆく際の受け皿

の委員会となる。 

４ 審 議 事 項 １．国内における研究の連絡と推進、他分野との学術的協力・協議 

２．国際電波科学連合（International Union of Radio Science；

ＵＲＳＩ）総会への協力などを含む国際電波科学連合との連絡 

３．アジア・太平洋電波科学会議（Asia-Pacific Radio Science 

Conference；ＡＰ-ＲＡＳＣ）への協力や年３回程度の会議へ

の出席と分科会活動報告の作成などを含むＵＲＳＩ分科会の

決定による分科会の担務 

４．分科会に所属する次期分科会委員の選定 

に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間 平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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電気電子工学委員会ＵＲＳＩ分科会小委員会の設置について 

 

分科会等名：無線通信システム信号処理小委員会  

 

１ 所属委員会名 

（複数の場合

は、主体とな

る委員会に○

印を付ける。） 

電気電子工学委員会 

２ 委員の構成 ３０名以内の会員又は連携会員若しくは会員又は連携会員以外の

者 

３ 設 置 目 的 国際電波科学連合(International Union of Radio Science；ＵＲ

ＳＩ)の中に組織化された Commission Ｃに対応し、日本国内から

の国際会議支援とこれに関連した技術分野の調査研究を行なうた

めに無線通信システム信号処理小委員会を設置し、電波科学の発展

と普及に資する。 

４ 審 議 事 項 １．電波による通信と応用システムの信号処理に関する研究 

２．国際電波科学連合(International Union of Radio Science；

ＵＲＳＩ)及び同主催の国際会議への寄与 

３．国内研究者の組織化と交流並びに関連学術団体との連携 

に係る審議に関すること。 

５ 設 置 期 間 平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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電気電子工学委員会ＵＲＳＩ分科会小委員会の設置について 
 
分科会等名：エレクトロニクス・フォトニクス小委員会  
 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印を

付ける。） 

電気電子工学委員会 

２ 委員の構成 ２０名以内の会員又は連携会員若しくは会員又は連携会員

以外の者 
３ 設 置 目 的   本小委員会は、エレクトロニクスおよびフォトニクス分野

におけるデバイス技術ならびにシステム化技術の世界の最

新動向に関して議論・情報交換することを目的として設置す

る。また、我国のデバイス技術ならびにシステム化技術の世

界への発信提供の機会を設けることを積極的に支援する。 
 
 
 
 
 

４ 審 議 事 項  １．国際電波科学連合（International Union of Radio 

Science；ＵＲＳＩ）主催の国際会議への寄与 

２．電気電子工学委員会主催の会議への寄与 

３．エレクトロニクス・フォトニクス小委員会主催会議等 

に係る審議に関すること 

 

 

 

 

５ 設 置 期 間  平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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電気電子工学委員会ＵＲＳＩ分科会小委員会の設置について 

 

分科会等名：電磁波の雑音・障害小委員会  

 

１ 所属委員会名 

（複数の場合

は、主体とな

る委員会に○

印を付ける。） 

電気電子工学委員会 

２ 委員の構成 ２５名以内の会員又は連携会員若しくは会員又は連携会員以外の

者 

３ 設 置 目 的 国際電波科学連合（International Union of Radio Science；ＵＲ

ＳＩ）は、電波、電気通信および電子科学分野の研究の連絡と推進

を図る唯一の国際学術団体であり、その活動の母体をなすのは１０

のコミッションである。コミッションＥは、自然及び人工的な電磁

雑音と障害を対象としており、それに関する国際的研究活動の活性

化と促進、及び共通的な測定方法の採用ならびに科学的作業に使わ

れる測定機器の相互比較および標準化の奨励などを行っている。本

「電磁波の雑音・障害小委員会」は、国際電波科学連合

（International Union of Radio Science；ＵＲＳＩ）のコミッシ

ョンＥに対応するもので、コミッションＥと連携を保ちながら、日

本国内での当該分野における科学的な諸面の研究を活性化し、調整

することを目的としている。また、日本における当該分野の研究成

果を取りまとめ、世界に向けた発信も行う。 

４ 審 議 事 項 １．小委員会の組織構成に関する事項 

２．小委員会の運営方法に関する事項 

３．小委員会の財政・予算に関する事項 

４．ＵＲＳＩ分科会への対応事項 

５．小委員会の日常活動内容に関する事項 

６．国際電波科学連合（International Union of Radio Science；

ＵＲＳＩ）関連会議及び、当該分野における国内外で開催され

る各種学術会議の主催、共催、協賛に関する事項 

に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間 平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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電気電子工学委員会ＵＲＳＩ分科会小委員会の設置について 

 

分科会等名：非電離媒質伝搬・リモートセンシング小委員会 

 

１ 所属委員会名 

（複数の場合

は、主体とな

る委員会に○

印を付ける。） 

電気電子工学委員会 

２ 委員の構成 ３５名以内の会員又は連携会員若しくは会員又は連携会員以外の

者 

３ 設 置 目 的 本小委員会は非電離媒質内の電波伝搬とリモートセンシング分

野（惑星大気、地表面、地中）を担当し、ＵＲＳＩ分科会の審議事

項に対応して、毎年３回程度の小委員会を開催する。 

小委員会に加え、研究成果の発表、討論・交流の場としてＵＲＳ

Ｉ分科会非電離媒質伝搬・リモートセンシング小委員会（ＵＲＳＩ

‐Ｆ）会合を適宜開催する。この分野における最新の研究成果の発

表の場を提供すると共に、自由で活発な討論及び研究交流の場を通

じて、この分野における科学技術の発展に貢献する。 

 

４ 審 議 事 項 １．非電離媒質内におけるすべての周波数帯域における電波研究 

２．惑星の非電離大気、地表における電波伝搬 

３．惑星表面（地表、海洋、雪氷）や地中媒質と電波の相互干渉 

４．電波に影響を与える環境の性状評価 

５．これらの成果のリモートセンシング、通信分野における応用 

６．他のＵＲＳＩ分科会との調整 

に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間 平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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電気電子工学委員会ＵＲＳＩ分科会小委員会の設置について 

 

分科会等名：電離圏電波伝搬小委員会  

 

１ 所属委員会名 

（複数の場合

は、主体とな

る委員会に○

印を付ける。） 

電気電子工学委員会 

２ 委員の構成 ２５名以内の会員又は連携会員若しくは会員又は連携会員以外の

者 

３ 設 置 目 的 国際電波科学連合（International Union of Radio Science；ＵＲ

ＳＩ）のコミッションＧの活動に対応して、我が国における電離圏

プラズマ中における電波の伝搬および電波伝搬に影響を与える電

離圏プラズマの構造と変動に関わる科学研究の発展に努める。 

４ 審 議 事 項 １．電離圏電波伝搬や電離圏プラズマの研究発展のための情報交

換・成果とりまとめ及び国際的発信 

２．国内外の会合参加 

３．国際宇宙空間研究委員会（Committee on Space Research；Ｃ

ＯＳＰＡＲ）と共同の国際標準電離層（International 

Reference Ionosphere；ＩＲＩ)への寄与 

に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間 平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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電気電子工学委員会ＵＲＳＩ分科会小委員会の設置について 

 

分科会等名：プラズマ波動小委員会      

 

１ 所属委員会名 

（複数の場合

は、主体とな

る委員会に○

印を付ける。） 

電気電子工学委員会 

２ 委員の構成 ３０名以内の会員又は連携会員若しくは会員又は連携会員以外の

者 

３ 設 置 目 的 我が国におけるプラズマ波動の精密計測や計算機シミュレーショ

ン、プラズマ物理素過程の解明、宇宙プラズマ環境センシング、マ

イクロ波エネルギー伝送などに関わる研究交流や情報交換、研究・

開発活動を活発化する。また、国際電波科学連合(International 

Union of Radio Science；ＵＲＳＩ)総会、大西洋電波科学会議

（Atlantic Radio Science Conference；ＡＴ‐ＲＡＳＣ）、アジ

ア・太平洋電波科学会議（Asia-Pacific Radio Science Conference；

ＡＰ‐ＲＡＳＣ）の関連分野への参加、国際協力を要する研究活動

の組織化・支援を行い、当該分野への国際貢献に寄与するために設

置する。 

４ 審 議 事 項 １．プラズマ波動に関わる研究動向の調査、国内の研究成果の取り

まとめと国際発信 

２．当該分野に関わる先端研究の紹介、研究交流、若手研究者の育

成を目的とする研究集会の整備・促進 

３．国際電波科学連合(International Union of Radio Science；

ＵＲＳＩ)の関連分野に関わる各種活動への対応 

４．国際協力を必要とする研究活動の組織化・支援 

に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間 平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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電気電子工学委員会ＵＲＳＩ分科会小委員会の設置について 

 

分科会等名：電波天文学小委員会  

 

１ 所属委員会名 

（複数の場合

は、主体とな

る委員会に○

印を付ける。） 

電気電子工学委員会 

２ 委員の構成 １５名以内の会員又は連携会員若しくは会員又は連携会員以外の

者 

３ 設 置 目 的 電波天文学における科学的活動の活性化と促進をはかる。 
 
 

４ 審 議 事 項 １．電波天文学の国内・国際的な研究活動の促進 
２．電波天文学と関連する研究分野との交流の促進 
３．電波天文学の研究会の開催 

４．電波天文学の観測システム・観測環境の整備 

に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間 平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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電気電子工学委員会ＵＲＳＩ分科会小委員会の設置について 

 

分科会等名：医用生体電磁気学小委員会  

 

１ 所属委員会名 

（複数の場合

は、主体とな

る委員会に○

印を付ける。） 

電気電子工学委員会 

２ 委員の構成 ３０名以内の会員又は連携会員若しくは会員又は連携会員以外の

者 

３ 設 置 目 的 電波科学の分野で、生体との関わりで様々な研究が展開されてい

る。無線通信では携帯電話が爆発的に普及し、医学応用では磁気共

鳴画像診断装置等の実用化が進んでいる。近年、携帯電話に加え、

ワイヤレス給電、センサネットワーク、磁気浮上式鉄道等、電磁界

を利用した機器や装置がさらに普及し、安全・安心な人間生活と電

磁界との両立性の確立が求められる。本分野は、電気電子工学、医

学、生物学など様々な分野と関わりを持ち、従来、ＵＲＳＩ分科会

医用生体電磁気学小委員会がこの役割を担い、国際的にも認知され

る活動を行ってきた。この活動を継承し、更に発展させることを目

的として、本小委員会の設置を提案する。 

４ 審 議 事 項 １．生体電磁気学の研究動向と今後の研究課題 

２．電磁界の医学応用の研究動向と今後の研究課題 

３．電磁界の生体効果・生体影響の知識の整理と評価 

４．国際電波科学連合(International Union of Radio Science；

ＵＲＳＩ) Commission Ｋとの協力 

に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間 平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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総合工学委員会・電気電子工学委員会合同ＩＦＡＣ分科会小委員会の 

設置について 

 

分科会等名：自動制御の多分野応用小委員会  

 

１ 所属委員会名 

（複数の場合

は、主体とな

る委員会に○

印を付ける。） 

総合工学委員会 

○電気電子工学委員会 

 

２ 委員の構成 ２５名以内の会員又は連携会員若しくは会員又は連携会員以外の

者 

３ 設 置 目 的  自動制御は、数多くの分野に応用可能な水平型基幹科学技術で

あり、学術分野間の連携が特に重要な分野である。 

この小委員会では、自動制御の新しい応用分野を開拓し、自動

制御のコンセプトや技術を新分野に適用することにより、その分

野のさらなる発展を模索する。さらに、その新分野からのフィー

ドバックによる自動制御技術の深化を試みる。 

日本学術会議第１９期までは、自動制御研究連絡会議が主宰す

る自動制御連合講演会が過去５０年に渡って開催されていた。こ

の自動制御連合講演会は、自動制御を横軸として関連する学協会

が数多く集まった横断的会議である。 

本小委員会は、この自動制御連合講演会の実践の場とし、新し

い学協会を横軸で繋ぎ、国際化も含め新しい方向を模索する。 

４ 審 議 事 項 １. 自動制御分野の長期的な方向性、関連する分野との協調につ

いての議論と方向付け 

２．自動制御連合講演会の運営に係る審議、決定 

３．国際自動制御連盟（The International Federation of 

Automatic Control；ＩＦＡＣ）との連携による国際化の推進 

に関すること 

５ 設 置 期 間 平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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土木工学・建築学委員会気候変動と国土分科会小委員会の設置について 

 

小委員会等名：佐賀低平地への適応策実装検討小委員会 

 

１ 所属委員会名

（複数の場合

は、主体となる

委員会に○印

を付ける。） 

土木工学・建築学委員会 

２ 委員の構成 １０名以内の会員又は連携会員若しくは会員又は連携会員

以外の者 

３ 設 置 目 的 土木工学・建築学委員会気候変動と国土分科会では、地球温

暖化による災害外力の増大下の風水害・土砂災害への適応策

の実装を対象として、法定により全国各地で設置が行われて

いる大規模氾濫減災協議会等における課題に対する研究状

況の把握と課題の抽出等について議論を行うこととしてい

る。その際、具体的な適応策の地域への実装の現場の実情を

踏まえることが極めて重要である。大部分が低平地で洪水や

高潮による大きなリスクを抱える佐賀低平地域は、住民や自

治体の防災意識も高く防災策も先行しているので、ここを対

象地域としてこの地域に詳しい地元の大学の研究者、特に人

文社会系の研究者や国・自治体の技術者、ＮＰＯの代表等を

交えた小委員会を設置したい。同小委員会で実装上の課題に

関する研究状況を把握し、課題を抽出して、分科会へ報告し、

分科会からの提言等により他地域への展開を図るものであ

る。 

４ 審 議 事 項 地球温暖化適応策の実装上の課題に関する研究状況の把握

及び課題の抽出等の審議に関すること 

５ 設 置 期 間 平成３０年２月２２日～３２年９月３０日 

６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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【委員会及び分科会】 

○委員の決定（新規５件） 

 
（基礎生物学委員会・農学委員会・食料科学委員会・基礎医学委員会・臨床医学

委員会合同ＩＵＭＳ分科会） 
氏   名 所  属  ・  職  名 備  考 

甲斐 知惠子 東京大学医科学研究所教授 第二部会員 

上田 一郎 北海道大学名誉教授 連携会員 

春日 文子 
国立研究開発法人国立環境研究所特任

フェロー 
連携会員 

桑野 剛一 久留米大学医学部感染医学講座教授 連携会員 

笹川 千尋 
千葉大学真菌医学研究センター長、一

般財団法人日本生物科学研究所理事長 
連携会員 

松浦 善治 大阪大学微生物病研究所所長・教授 連携会員 
 

（基礎医学委員会ＩＵＢＭＢ分科会） 
氏   名 所  属  ・  職  名 備  考 

菊池 章 
大阪大学大学院医学系研究科分子

病態生化学教授  
第二部会員 

五十嵐 和彦 東北大学大学院医学系研究科教授  連携会員 

中野 明彦 東京大学大学院理学系研究科教授  連携会員 
 
（基礎医学委員会病原体学分科会） 

氏 名 所 属 ・ 職 名 備  考 

甲斐 知惠子 東京大学医科学研究所教授 第二部会員 

神奈木 真理 
東京医科歯科大学大学院医歯学総

合研究科免疫治療学分野教授  
第二部会員 

赤池 孝章 
東北大学大学院医学系研究科環境保健

医学分野教授 
連携会員 

岡本 尚 名古屋市立大学大学院医学研究科教授 連携会員 

鎌倉 光宏 
慶應義塾大学大学院健康マネジメント

研究科教授 
連携会員 

倉根 一郎 国立感染症研究所所長 連携会員 

桑野 剛一 久留米大学医学部感染医学講座教授 連携会員 
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笹川 千尋 千葉大学真菌医学研究センター長 連携会員 

澤邉 京子 国立感染症研究所昆虫医科学部部長 連携会員 

原 寿郎 
地方独立行政法人福岡市立病院機構福

岡市立こども病院院長 
連携会員 

松浦 善治 大阪大学微生物病研究所教授 連携会員 

 
（健康・生活科学委員会健康・スポーツ科学分科会） 

氏   名 所  属  ・  職  名 備  考 

宮地 元彦 
国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養

研究所身体活動研究部長 
第二部会員 

井谷 惠子 京都教育大学教授 連携会員 

荻田 太 
鹿屋体育大学体育学部スポーツ生命科

学系教授 
連携会員 

小熊 祐子 

慶應義塾大学スポーツ医学研究センタ

ー・大学院健康マネジメント研究科准教

授  

連携会員 

川上 泰雄 早稲田大学スポーツ科学学術院教授 連携会員 

神﨑 素樹 京都大学大学院人間・環境学研究科教授 連携会員 

佐々木 玲子 慶應義塾大学体育研究所教授 連携会員 

定本 朋子 日本女子体育大学体育学部教授 連携会員 

寒川 恒夫 早稲田大学スポーツ科学学術院教授 連携会員 

田畑 泉 立命館大学スポーツ健康科学部教授 連携会員 

田原 淳子 国士舘大学体育学部教授 連携会員 

永富 良一 東北大学大学院医工学研究科教授 連携会員 

福林 徹 
東京有明医療大学保健医療学部柔道整

復学科特任教授 
連携会員 

三輪 清志 味の素株式会社客員フェロー 連携会員 

來田 享子 中京大学スポーツ科学部教授 連携会員 

 
（統合生物学委員会・環境学委員会合同自然環境保全再生分科会） 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

豊田 光世 
新潟大学朱鷺・自然再生学研究センター

准教授 
連携会員 
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福永 真弓 
東京大学大学院新領域創成科学研究科准

教授 
連携会員 

森本 淳子 北海道大学大学院農学研究院准教授 連携会員 

安福 規之 
九州大学大学院工学研究院社会基盤部門

教授 
連携会員 

安田 仁奈 
宮崎大学テニュアトラック推進機構准教

授 
連携会員 

吉田 丈人 東京大学大学院総合文化研究科准教授 連携会員 
鷲谷いづみ 中央大学理工学部人間総合理工学科教授 連携会員 
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○委員の決定（追加２１件） 
 
（哲学委員会） 
氏   名    所  属  ・  職  名 備  考 
小田部 胤久 東京大学大学院人文社会系研究科教授 連携会員 

河野 哲也 立教大学文学部教育学科教授 連携会員 

小島 毅 東京大学大学院人文社会系研究科教授 連携会員 

佐野 みどり 学習院大学文学部教授 連携会員 

島薗 進 上智大学大学院実践宗教学研究科教授 連携会員 

田坂 さつき 立正大学文学部哲学科教授 連携会員 

野家 啓一 
東北大学高度教養教育・学生支援機構教養教育院

総長特命教授 
連携会員 

 
（社会学委員会社会福祉学分科会） 

氏   名    所  属  ・  職  名 備  考 
岩永 理恵 日本女子大学人間社会学部社旗福祉学科准教授 連携会員 

 
（史学委員会歴史学とジェンダーに関する分科会） 

氏   名    所  属  ・  職  名 備  考 
松本 直子 岡山大学大学院社会文化科学研究科教授 連携会員 

 
（地域研究委員会地域情報分科会） 

氏   名    所  属  ・  職  名 備  考 
白藤 博行 専修大学法学部教授 第一部会員 

 
（地域研究委員会地域学分科会） 

氏   名    所  属  ・  職  名 備  考 
増田 聡 東北大学大学院経済学研究科教授 連携会員 

 
（経済学委員会・環境学委員会合同フューチャー・デザイン分科会） 

氏   名    所  属  ・  職  名 備  考 
大手 信人 京都大学大学院情報学研究科教授 連携会員 
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（基礎生物学委員会・統合生物学委員会・農学委員会合同植物科学分科会） 
 氏   名    所  属  ・  職  名 備  考 
中西 友子 東京大学特任教授、東京大学名誉教授 連携会員 

 
（農学委員会・食料科学委員会・健康・生活科学委員会合同ＩＵＮＳ分科会） 

 氏   名    所  属  ・  職  名 備  考 
鈴木 恵美子 お茶の水女子大学名誉教授 連携会員 

 
（臨床医学委員会アディクション分科会） 

 氏   名    所  属  ・  職  名 備  考 

村井 俊哉 
京都大学大学院医学研究科脳病態生理学

講座（精神医学）教授 
連携会員 

 
（環境学委員会 環境科学分科会） 

 

（物理学委員会） 

 

（地球惑星科学委員会地球・人間圏分科会） 

 

（地球惑星科学委員会地球惑星科学人材育成分科会） 

 
（地球惑星科学委員会ＩＧＵ分科会） 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

安田 仁奈 宮崎大学テニュアトラック推進機構准教授  連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

笹尾真実子 
東北大学名誉教授、同志社大学研究開発推進機構嘱

託研究員 
連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

植松 光夫 東京大学大気海洋研究所教授 連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

関 華奈子 東京大学大学院理学系研究科教授 連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

石川 徹 東京大学大学院情報学環教授 連携会員 

伊藤 香織 東京理科大学理工学部建築学科教授 連携会員 

伊藤 悟 金沢大学人間社会研究域教授 連携会員 
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（情報学委員会環境知能分科会） 

 

（情報学委員会ユビキタス状況認識社会基盤分科会） 

 

（化学委員会物理化学・生物物理化学分科会） 

 

（化学委員会無機化学分科会） 

 

（化学委員会有機化学分科会） 

 

 

 

久保 純子 早稲田大学教育・総合科学学術院教授 連携会員 

近藤 昭彦 千葉大学環境リモートセンシング研究センター教授 連携会員 

篠田 雅人 名古屋大学環境学研究科教授 連携会員 

竹内 裕一 千葉大学教育学部教授 連携会員 

中澤 高志 明治大学経営学部教授 連携会員 

山本佳世子 電気通信大学大学院情報理工学研究科准教授 連携会員 

吉田 道代 和歌山大学観光学部観光学科教授 連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

土井美和子 
国立研究開発法人情報通信研究機構監事、奈良先端

科学技術大学院大学理事 
連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

宮崎久美子 
東京工業大学環境・社会理工学院イノベーション科

学系教授、放送大学客員教授 
連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

安藤 香織 岐阜大学工学部教授 連携会員 

福村 裕史 
独立行政法人国立高等専門学校機構仙台高等専門学

校長 
連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

玉田  薫 九州大学先導物質化学研究所教授 連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

安藤 香織 岐阜大学工学部教授 連携会員 

徳山 英利 東北大学大学院薬学研究科教授 連携会員 
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（総合工学委員会・機械工学委員会合同計算科学シミュレーションと工学設計分

科会） 

 

（材料工学委員会 新材料科学検討分科会） 

 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

河合 宗司 東北大学大学院工学研究科航空宇宙工学専攻 連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

笹木 圭子 九州大学大学院工学研究院教授 連携会員 

中野 貴由 
大阪大学大学院工学研究科マテリアル生産科学専攻

教授 
連携会員 

塙 隆夫 東京医科歯科大学生体材料工学研究所教授 連携会員 
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【小委員会】 

○委員の決定（新規３５件） 

 

（地域研究委員会・地球惑星科学委員合同地理教育分科会学校地理教育小委員

会） 
氏   名 所  属  ・  職  名 備  考 
碓井 照子 奈良大学名誉教授 連携会員 

杉本 良男 
大学共同利用機関法人人間研究文化機構国立民族

学博物館民族研究文化研究部教授 
連携会員 

竹内 裕一 千葉大学教育学部教授 連携会員 
 

（地域研究委員会・地球惑星科学委員合同地理教育分科会自然地理学・環境防災

教育小委員会） 
氏   名 所  属  ・  職  名 備  考 

春山 成子 
三重大学大学院生物資源学研究科共生環境学専攻

教授 
第三部会員 

奥村 晃史 広島大学大学院文学研究科教授 連携会員 
久保 純子 早稲田大学教育・総合科学学術院教授 連携会員 

近藤 昭彦 
千葉大学環境リモートセンシング研究センター教

授 
連携会員 

篠田 雅人 名古屋大学大学院環境学研究科教授 連携会員 
鈴木 康弘 名古屋大学減災連携研究センター教授・総長補佐 連携会員 

 

（地域研究委員会・地球惑星科学委員合同地理教育分科会大学地理教育小委員

会） 
氏   名 所  属  ・  職  名 備  考 
石川 義孝 京都大学大学院文学研究科教授 第一部会員 
小田 宏信 成蹊大学経済学部教授 連携会員 
田原 裕子 國學院大學経済学部教授 連携会員 
村山 祐司 筑波大学生命環境系教授 連携会員 

山下 博樹 鳥取大学地域学部教授 連携会員 

吉田 道代 和歌山大学観光学部観光学科教授 連携会員 

 
（地域研究委員会・地球惑星科学委員合同地理教育分科会地誌・国際理解教育小

委員会） 
氏   名 所  属  ・  職  名 備  考 
松原 宏 東京大学大学院総合文化研究科教授 第一部会員 
岡橋 秀典 広島大学大学院文学研究科教授 連携会員 
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岡本 耕平 名古屋大学大学院環境学研究科長・教授 連携会員 

谷口 真人 
大学共同利用機関法人人間文化研究機構総合地球

環境学研究所副所長・教授 
連携会員 

中澤 高志 明治大学経営学部教授 連携会員 
氷見山幸夫 北海道教育大学名誉教授 連携会員 

水内 俊雄 
大阪市立大学都市研究プラザ教授・大学院文学研

究科教授 
連携会員 

宮町 良広 大分大学経済学部教授 連携会員 
山川 充夫 帝京大学経済学部地域経済学科長・教授 連携会員 
山本 健兒 帝京大学経済学部地域経済学科教授 連携会員 

 
（地域研究委員会・地球惑星科学委員合同地理教育分科会地図／ＧＩＳ教育小委

員会） 
氏   名 所  属  ・  職  名 備  考 
伊藤 悟 金沢大学人間社会研究域教授 連携会員 
小口 高 東京大学空間情報科学研究センター長・教授 連携会員 
橋本 雄一 北海道大学大学院文学研究科教授 連携会員 
矢野 桂司 立命館大学文学部教授 連携会員 

 

（環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 ＦＥ・ＷＣＲＰ合同分科会ＣｌｉＣ小

委員会） 

 

（環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 ＦＥ・ＷＣＲＰ合同分科会ＣＬＩＶＡ

Ｒ小委員会） 

 

（環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 ＦＥ・ＷＣＲＰ合同分科会ＥＳＧ小委

員会） 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

東 久美子 
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立

極地研究所教授 
連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

中村 尚 東京大学先端科学技術研究センター 教授 第三部会員 

江守 正多 国立環境研究所地球環境研究センター研究室長 連携会員 

中島 映至 宇宙航空研究開発機構地球観測研究センター長 連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

蟹江 憲史 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科教授 連携会員 



123 
 

 

（環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 ＦＥ・ＷＣＲＰ合同分科会 Future 

Earth Coasts 小委員会） 

 

（環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 ＦＥ・ＷＣＲＰ合同分科会ＧＥＷＥＸ

小委員会） 

 

（環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 ＦＥ・ＷＣＲＰ合同分科会ｉＬＥＡＰ

Ｓ小委員会） 

 

（環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 ＦＥ・ＷＣＲＰ合同分科会ＩＭＢｅＲ

小委員会） 

 

 

亀山 康子 
国立環境研究所社会環境システム研究センター持続

可能社会システム研究室室長 
連携会員 

櫻井 武司 一橋大学経済研究所教授 連携会員 

城山 英明 東京大学法学部教授 連携会員 

山田 高敬 名古屋大学環境学研究科教授 連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

齋藤 文紀 島根大学エスチュアリー研究センター教授 連携会員 

張 勁 富山大学大学院理工学研究部教授 連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

沖 大幹 国連大学上級副学長、東京大学生産技術研究所教授 連携会員 

高薮 縁 東京大学大気海洋研究所教授 連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

三枝 信子 
国立環境研究所地球環境研究センター副研究センタ

ー長 
連携会員 

谷 晃 静岡県立大学食品栄養科学部教授 連携会員 

平野 高司 北海道大学大学院農学研究院教授 連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

古谷 研 創価大学大学院工学研究科教授 第三部会員 

原田 尚美 
国立研究開発法人海洋研究開発機構地球環境観測研

究開発センターセンター長代理 
連携会員 

八木 信行 東京大学大学院農学生命科学研究科教授 連携会員 



124 
 

（環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 ＦＥ・ＷＣＲＰ合同分科会ＰＡＧＥＳ

小委員会） 

 

（環境学委員会・地球惑星科学委員会合同 ＦＥ・ＷＣＲＰ合同分科会ＳＯＬＡＳ

小委員会） 

 

（地球惑星科学委員会ＩＵＧＧ分科会ＩＡＣＳ小委員会） 

 
（地球惑星科学委員会ＩＵＧＧ分科会ＩＡＧ小委員会） 

 
（地球惑星科学委員会ＩＵＧＧ分科会ＩＡＧＡ小委員会） 

 
 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

北里 洋 国立大学法人東京海洋大学特任教授 連携会員 

齋藤 文紀 
島根大学エスチュアリー研究センターセンター長、

教授 
連携会員 

原田 尚美 
国立研究開発法人海洋研究開発機構地球環境観測研

究開発センターセンター長代理 
連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

植松 光夫 東京大学大気海洋研究所国際連携研究センター教授 連携会員 

張 勁 富山大学大学院理工学研究部教授 連携会員 

原田 尚美 
国立研究開発法人海洋研究開発機構地球環境観測研

究開発センター研究開発センター長代理 
連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

中村 卓司 
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立

極地研究所所長 
連携会員 

東 久美子 
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立

極地研究所教授 
連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

古屋 正人 北海道大学大学院理学研究院教授 連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

中村 卓司 
大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立

極地研究所所長 
連携会員 

中村 正人 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構宇宙科学研

究所太陽系科学研究系教授 
連携会員 
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（地球惑星科学委員会ＩＵＧＧ分科会ＩＡＨＳ小委員会） 

 
（地球惑星科学委員会ＩＵＧＧ分科会ＩＡＭＡＳ小委員会） 

 
（地球惑星科学委員会ＩＵＧＧ分科会ＩＡＰＳＯ小委員会） 

 
 
 
 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

小池 俊雄 

国立研究開発法人土木研究所水災害・リスクマネジ

メント国際センター(ICHARM)センター長、東京大学

名誉教授、政策研究大学院大学連携教授 

第三部会員 

大手 信人 京都大学大学院情報学研究科教授 連携会員 

沖  大幹 東京大学生産技術研究所教授 連携会員 

近藤 昭彦 千葉大学環境リモートセンシング研究センター教授 連携会員 

杉田  文 千葉商科大学商経学部教授 連携会員 

寶   馨 京都大学防災研究所・教授 連携会員 

谷口 真人 
人間文化研究機構総合地球環境学研究所副所長・教

授 
連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

中村  尚 東京大学先端科学技術研究センター副所長・教授 第三部会員 

江守 正多 
国立研究開発法人国立環境研究所地球環境研究セン

ター気候変動リスク評価研究室長 
連携会員 

佐藤  薫 東京大学大学院理学系研究科地球惑星科学専攻教授 連携会員 

高薮  縁 東京大学大気海洋研究所教授 連携会員 

中島 映至 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構第一宇宙技

術部門地球観測研究センターセンター長 
連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

植松 光夫 東京大学大気海洋研究所教授 連携会員 

蒲生 俊敬 東京大学大気海洋研究所特任教授 連携会員 

花輪 公雄 東北大学理事 連携会員 

原田 尚美 
国立研究開発法人海洋研究開発機構地球環境観測研

究センターセンター長代理 
連携会員 

山形 俊男 
国立研究開発法人海洋研究開発機構特任上席研究

員、京都大学特任教授、東京大学名誉教授 
連携会員 
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（地球惑星科学委員会ＩＵＧＧ分科会ＩＡＳＰＥＩ小委員会） 

 
（地球惑星科学委員会ＩＵＧＧ分科会ＩＡＶＣＥＩ小委員会） 

 
（地球惑星科学委員会ＳＣＯＲ分科会ＧＥＯＴＲＡＣＥＳ小委員会） 

 
（地球惑星科学委員会ＳＣＯＲ分科会ＳＩＭＳＥＡ小委員会） 

 
（地球惑星科学委員会ＳＣＯＲ分科会ＩＩＯＥ－２小委員会） 

 

（総合工学委員会・機械工学委員会合同計算科学シミュレーションと工学設計

分科会心と脳など新しい領域検討小委員会） 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

久家 慶子 京都大学大学院理学研究科准教授 連携会員 

佐竹 健治 東京大学地震研究所地震火山情報センター教授 連携会員 

平田  直 東京大学地震研究所教授 連携会員 

山岡 耕春 名古屋大学大学院環境学研究科教授 連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

中田 節也 東京大学地震研究所教授 連携会員 

山岡 耕春 名古屋大学大学院環境学研究科教授 連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

蒲生 俊敬 東京大学大気海洋研究所特任教授 連携会員 

張   勁 富山大学大学院理工学研究部教授 連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

古谷 研 創価大学大学院工学研究科教授、東京大学特任教授 第二部会員 

植松 光夫 東京大学大気海洋研究所教授 連携会員 

張   勁 富山大学大学院理工学研究部教授 連携会員 

山形 俊男 
国立研究開発法人海洋研究開発機構特任上席研究

員、京都大学特任教授、東京大学名誉教授 
連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

山形 俊男 
国立研究開発法人海洋研究開発機構特任上席研究

員、京都大学特任教授、東京大学名誉教授 
連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

荒川 薫 
明治大学総合数理学部 先端メディアサイエンス学

科教授 
第三部会員 
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（総合工学委員会・機械工学委員会合同計算科学シミュレーションと工学設計

分科会計算音響学小委員会） 

 

（総合工学委員会・機械工学委員会合同工学システムに関する安全・安心・リス

ク検討分科会安全目標の検討小委員会） 

 

（総合工学委員会・機械工学委員会合同工学システムに関する安全・安心・リ

スク検討分科会老朽及び遺棄化学兵器の廃棄に係るリスク評価とリスク管理に

関する小委員会） 

 

大倉 典子 芝浦工業大学学長補佐、工学部教授 第三部会員 

岸本喜久雄 東京工業大学環境・社会理工学院長、教授 連携会員 

久保 司郎 
摂南大学理工学部機械工学科教授、大阪大学名誉教

授 
連携会員 

佐々木直哉 

株式会社日立製作所技師長、内閣府戦略的イノベー

ション創造プログラム（SIP）プログラムディレクタ

ー 

連携会員 

萩原 一郎 
明治大学研究知財戦略機構特任教授、東京工業大学

名誉教授 
連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

小机わかえ 神奈川工科大学工学部機械工学科教授 連携会員 

萩原 一郎 
明治大学先端数理科学インスティテュート（MIMS）特

任教授、研究知財戦略機構特任教授 
連携会員 

矢川 元基 
公益財団法人原子力安全研究協会会長、東京大学名

誉教授、東洋大学名誉教授 
連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

淺間 一 東京大学大学院工学系研究科教授 第三部会員 

柴山 悦哉 東京大学情報基盤センター教授 第三部会員 

須田 義大 東京大学生産技術研究所教授 連携会員 

永井 正夫 
一般社団法人日本自動車研究所代表理事・研究所

長、東京農工大学客員教授 
連携会員 

野口 和彦 横浜国立大学環境情報研究院教授 連携会員 

松岡 猛 宇都宮大学基盤教育センター非常勤講師 連携会員 

向殿 政男 明治大学名誉教授 連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

松岡 猛 宇都宮大学基盤教育研究センター非常勤講師 連携会員 
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（総合工学委員会・機械工学委員会合同工学システムに関する安全・安心・リ

スク検討分科会工学システムに対する安心感等検討小委員会） 

 

（総合工学委員会原子力安全に関する分科会福島第一原発事故調査に関する小

委員会） 

 

（総合工学委員会原子力安全に関する分科会原子力連絡小委員会） 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

大倉 典子 芝浦工業大学学長補佐・工学部教授 第三部会員 

須田 義大 東京大学生産技術研究所教授 連携会員 

柘植 綾夫 日本工学会元会長・顧問 連携会員 

辻 佳子 東京大学環境安全研究センター教授 連携会員 

中川 聡子 東京都市大学大学院工学研究科教授 連携会員 

野口 和彦 
横浜国立大学リスク共生社会創造センター長、大学

院環境情報研究院教授 
連携会員 

萩原 一郎 
明治大学研究知財戦略機構特任教授、東京工業大学

名誉教授 
連携会員 

松岡 猛 宇都宮大学基盤教育センター非常勤講師 連携会員 

宮崎久美子 
東京工業大学環境・社会理工学院イノベーション科

学系教授、放送大学客員教授 
連携会員 

向殿 政男 明治大学名誉教授 連携会員 

矢川 元基 
公益財団法人原子力安全研究協会会長、東京大学名

誉教授 
連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

越塚 誠一 
東京大学大学院工学系研究科システム創成学専攻教

授 
連携会員 

関村 直人 東京大学副学長、東京大学大学院工学系研究科教授 連携会員 
柘植 綾夫 公益社団法人日本工学会顧問・前会長 連携会員 
松岡 猛 宇都宮大学基盤教育センター非常勤講師 連携会員 

矢川 元基 
公益財団法人原子力安全研究協会会長、東京大学名

誉教授 
連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

大倉 典子 芝浦工業大学学長補佐・工学部教授 第三部会員 

上坂 充 東京大学大学院工学系研究科教授 連携会員 

越塚 誠一 東京大学大学院工学系研究科教授 連携会員 

佐倉 統 東京大学大学院情報学環教授 連携会員 
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（総合工学委員会原子力安全に関する分科会研究用原子炉の在り方検討小委員

会） 

 

（総合工学委員会原子力安全に関する分科会原発事故による環境汚染調査に関

する検討小委員会） 

柴田 徳思  
株式会社千代田テクノル大洗研究所長、東京大学名

誉教授 
連携会員 

関村 直人  東京大学大学院工学系研究科教授 連携会員 

竹田 敏一  福井大学附属国際原子力工学研究所特任教授 連携会員 

柘植 綾夫  公益社団法人日本工学会元会長・顧問 連携会員 

野口 和彦 
横浜国立大学リスク共生社会創造センター長、大学

院環境情報研究院教授 
連携会員 

松岡 猛  宇都宮大学非常勤講師 連携会員 

向殿 政男 明治大学顧問・名誉教授 連携会員 

森口 祐一 東京大学大学院工学系研究科教授 連携会員 

矢川 元基  
公益財団法人原子力安全研究協会会長、東京大学名

誉教授 
連携会員 

山地 憲治  
公益財団法人地球環境産業技術研究機構(RITE) 理

事・研究所長 
連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

大倉 典子 芝浦工業大学学長補佐・工学部教授 第三部会員 

上坂 充 東京大学大学院工学系研究科 教授 連携会員 

柴田 德思 

株式会社千代田テクノル大洗研究所所長、東京大学

名誉教授、大学共同利用機関法人高エネルギー加速

器研究機構名誉教授、総合研究大学院大学名誉教授 

連携会員 

関村 直人  東京大学大学院工学系研究科教授 連携会員 

竹田 敏一  福井大学附属国際原子力工学研究所特任教授 連携会員 

中嶋 英雄 
公益財団法人若狭エネルギー研究センター所長、大

阪大学名誉教授 
連携会員 

矢川 元基 
公益財団法人原子力安全研究協会会長、東京大学名

誉教授 
連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

植松 光夫 東京大学大気海洋研究所教授           連携会員 
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（土木工学・建築学委員会気候変動と国土分科会佐賀低平地への適応策実装検

討小委員会） 

 

 

 

大塚 孝治 
国立研究開発法人理化学研究所仁科加速器センター

客員主管研究員、東京大学名誉教授 
連携会員 

柴田 德思 

株式会社千代田テクノル大洗研究所長、東京大学名

誉教授、大学共同利用機関法人高エネルギー加速器

研究機構名誉教授、総合研究大学院大学名誉教授 

連携会員 

関村 直人 東京大学大学院工学系研究科教授 連携会員 

中島 映至 
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構第一宇宙技

術部門地球観測研究センター長 
連携会員 

森口 祐一 東京大学大学院工学系研究科教授 連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

池田 駿介 
株式会社建設技術研究所研究顧問、東京工業大学名

誉教授 
連携会員 

小松 利光 九州大学名誉教授 連携会員 

戸田 圭一 
京都大学大学院工学研究科教授・経営管理研究部教

授 
連携会員 

望月 常好 
一般財団法人経済調査会理事長、公益社団法人日本

河川協会参与 
連携会員 
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防災減災・災害復興に関する学術連携委員会設置要綱（平成２９年１０月４日日本学術会議第２５５回幹事会決定）の一部を次のように

改正する。 

附 則 
この決定は、決定の日から施行する。

改 正 後 改 正 前 
（設置） 
第１ 日本学術会議会則第１６条第１項に基づく課題別委員会として、防災

減災学術連携委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
 
（職務） 
第２ 委員会は、自然環境・ハザード観測、防災･減災、救急・救助・救援、

復旧･復興の研究に関わる日本学術会議協力学術研究団体を含めた国内外

の学術団体や研究グループ（以下「災害研究学術団体等」という。）との平

常時、緊急事態時における連携の在り方に関する事項を審議すると共に、

これらの学術団体や研究グループ、関連機関・組織との連携を図る。 
 
（組織） 
第３ 委員会は、２５名以内の会員又は連携会員をもって組織する。 
 
（設置期限） 

第４ 委員会は、平成３２年９月３０日まで置かれるものとする。 

 

（略） 

（設置） 
第１ 日本学術会議会則第１６条第１項に基づく課題別委員会として、防災

減災・災害復興に関する学術連携委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
 
（職務） 
第２ 委員会は、自然環境・ハザード観測、防災･減災、救急・救助・救援、

復旧･復興の研究に関わる日本学術会議協力学術研究団体を含めた国内外

の学術団体や研究グループ（以下「災害研究学術団体等」という。）との平

常時、緊急事態時における連携の在り方に関する事項を審議する。 
 
（組織） 
第３ 委員会は、２０名以内の会員又は連携会員をもって組織する。 
 
（設置期限） 

第４ 委員会は、平成３０年３月３１日まで置かれるものとする。 

 

（略） 

提案９ 
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防災減災・災害復興に関する学術連携委員会の設置期限延長について 

 

       防災減災・災害復興に関する学術連携委員会委員長 米田雅子 

 

１ 委員会の設置趣旨と活動について 

 日本および世界の防災減災が喫緊の課題となっている。大災害の発生は地殻の動き・気候

変動・社会の変化などの結果として起こる悲惨なものあり、長期的・継続的に構え、取り組

む必要がある。防災減災・災害復興の推進には多くの研究分野が関係し、専門分野の枠をこ

えて、理学工学だけでなく人文社会科学、生命科学も含めて総合的かつ持続的に取り組む必

要がある。これらの研究は、専門分野ごとに深めるだけでなく、異なる分野との情報共有や

平常時の交流を通して活発化させる必要がある。さらに、研究成果が国や地域の防災・減災

対策に反映されるように、行政組織との連携を取ることも求められている。  

 日本学術会議は、平成 26 年 2 月に「緊急事態における日本学術会議の活動に関する指針」

を制定した。これに則り、平成 27 年 7 月に日本学術会議幹事会附置委員会として「防災減

災・災害復興に関する学術連携委員会」が設置され、平成 27 年 8 月の組織変更により課題

別委員会の一つとなり、「自然環境・ハザード観測、防災・減災、救急・救助・救援、復旧・

復興等の研究に関わる日本学術会議協力学術研究団体を含めた国内外の学術団体や研究グ

ループとの平常時、緊急事態時における連携の在り方について検討すること」を目的として

活動してきた。 

 さらに、本委員会は、日本学術会議の会員有志が主導して設立した防災に関わる 56 学会

のネットワーク組織「防災学術連携体」と連携している。これらの学会の活動、学術連携の

自主的活動を強く支援することも大きく期待されている。特に 2016 年の熊本地震の対応で

は、共同で多くの成果を上げ、社会の認識も高まっている。 

 

２ 24 期末（平成 32 年９月 30 日）までの延長について 

 本委員会は、23 期からの申し送りがあり、24 期 10 月の幹事会において平成 30 年３月 31

日までの設置が認められた。半年間の延長の目的は、平成 29 年 11 月 26 日にシンポジウム

2つ「衛星情報・地理情報を防災に生かそう」「衛星情報・地理情報と防災イノベーション」

（防災推進国民大会、仙台市で開催）、12 月 20 日に日本学術会議公開シンポジウム「九州

北部豪雨災害と今後の対策」を予定していたためである。 

 この度、課題別委員会として 24 期末までの延長を申請する目的は、「学会・政府・関係機

関と、平常時、緊急事態時における連携の在り方を検討する」という課題に取り組むためで

ある。 

 23 期においては、防災学術連携体と共に、熊本地震災害、火山噴火、北海道東北豪雨災

害、台風災害、九州北部豪雨災害などに対応し、緊急記者会見、現地での学会報告会、災害

に関する各学会の情報をウェブ上に集約、シンポジウム・ワークショップ開催など、学術界

からの情報発信の強化、学会間の情報共有・相互理解に努めてきた。委員会の発足後は、災

害に対して「走りながら考える」状況であり、学会・政府・関係機関との連携のあるべき姿

や連絡体制づくりまでには検討が及んでいなかった。 
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 24 期においては、日本学術会議の第１部、第２部、第３部の会員・連携会員の中から、防

災減災の各分野の第一線でご活躍の先生方に委員に加わっていただき、分野横断的に、学会・

政府・関係機関との日常的かつ災害発生時の連携について論じると共に、これらの連携を促

進する仕組みづくりにも着手したい。このため、24 期末までの延長をお願いしたい。 

 

３ 防災に関する委員会の継続性に関する課題 

 大地震・台風・豪雨災害等に対応する防災の委員会には継続性が求められる。防災は継続

的に備えるべき課題であり、期の変わり目に空白期間をおくのは望ましくない。 

課題別委員会は重要な課題を各期の中で扱う委員会であり継続性に課題があるが、防災に

関する委員会としては、次期に取り組むべき「課題」を明確にして、「申し送り」により空

白期間をおかずに委員会が設置できるよう、各期で努力を積み上げていきたいと考えている。 
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【課題別委員会】 
 
○委員の決定（追加１件） 
 
（防災減災学術連携委員会） 

 氏  名 所  属 ・ 職  名 備  考 推  薦 

三木 浩一 
慶應義塾大学大学院法務研究科

教授 
第一部会員 副会長 

安村 誠司 
福島県立医科大学理事・副学長、

医学部教授 
第二部会員 副会長 

木村 学 
東京海洋大学海底資源環境学部

特任教授 
第三部会員 副会長 

中村 尚 
東京大学先端科学技術研究セン

ター副所長・教授 
第三部会員 副会長 

植松 光夫 東京大学大気海洋研究所教授 連携会員 副会長 

畝本 恭子 
日本医科大学多摩永山病院救命

救急センター長 
連携会員 副会長 

齊藤 大樹 
豊橋技術科学大学建築・都市シ

ステム学系教授 
連携会員 副会長 

寶 馨 
京都大学大学院総合生存学館学

館長、京都大学防災研究所教授 
連携会員 副会長 

平田 直 東京大学地震研究所教授 連携会員 副会長 

目黒 公郎 東京大学生産技術研究所教授 連携会員 副会長 

森口 祐一 
東京大学大学院工学系研究科都市工

学専攻教授 
連携会員 副会長 

山本 あい子 
兵庫県立大学地域ケア開発研究所・所

長／教授 
連携会員 副会長 

吉原 直樹 
横浜国立大学大学院都市イノベ

ーション研究院教授 
連携会員 副会長 
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フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会設置要綱（平成２９年１０月３０日日本学術会議第２５６回幹事会決定）の一部を次

のように改正する。 

附 則 
この決定は、決定の日から施行する。 
  

改 正 後 改 正 前 
（略） 
 
（設置期限） 

第４ 委員会は、平成３２年９月３０日まで置かれるものとする。 

 

（略） 

（略） 
 
（設置期限） 

第４ 委員会は、平成３０年３月３１日まで置かれるものとする。 

 

（略） 

提案１０ 
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フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会 
－設置期間の延長について－ 

 
これまで過去１万年にわたり安定していた地球・人間システムは、最近の人類活動による気候変動、

生物多様性の喪失、物質循環変化等により急激に変化し、すでに地球が許容できる限界を超えていると

指摘されているものもある。このような事態は、人類文明の存続、持続にとって大きな脅威である。地

球システムを安定させ、人類が持続可能で公平な地球社会で繁栄に向けて、Future Earth が国際的に掲

げる解決すべき課題は下記の通りである。 

 ダイナミックな地球を如何に統合的に理解できるか 
 持続可能な発展を地球規模で如何に実現できるか 
 持続可能な地球社会へ如何に転換できるか 
 
この中で我が国が中心的に取り組むべき具体的課題はフューチャー・アースの推進に関する委員会で

まとめた学術会議提言（2016 年４月）で取り上げた課題について、第 23 期の同委員会でも取り組んで

きた。それぞれの課題は長期的に取り組むべき課題であるが、24 期では提言での７つの課題について、

より緊急度の高い下記の具体的なテーマに取り組まなければならない。 
  
①  長期的視野に立った地球環境の持続性を支える技術・制度の策定  

・ 持続可能性を促進する技術と制度のイノベーションはどう進めるべきか？ 
・ アジアの発展途上国でも促進可能な、持続可能な社会にむけた技術と制度の開発はどう進め

るべきか？ 
・ 長期的視野とは何年ぐらいを想定すべきか？ 

②  持続可能なアジアの都市および生活圏の構築  
・ 都市への人口集中に伴うヒートアイランドや都市型水害などの環境・社会・経済の問題をど

のように解決するか？ 
・ 都市問題を解決するために、都市－農村の全体を考えた都市デザインはどのようなものか？ 
・ 若者の移住促進などを通じて地方を活性化するにはどのようにすればよいか？ 
・ 低炭素社会の実現のために、農山村地域の地域自立型エネルギー需給体制をどのように確立

するか？ 
・ 自然資本を持続可能な方法で利用し、再生するための、集中型ではない分散・分権型の地域

社会とはどのようなものか？ 
・ 自然資本の保全、地域循環、人材の活用等、地域の課題に対処しつつ持続可能な地域社会を

構築するにはどのようにすれば良いか？ 
③  エネルギー・水・食料連環（ネクサス）問題の同時的解決  

・ 経済・流通活動が活発なアジア地域でのネクサスの多様性はどの程度あるのか？ 
・ 様々なエネルギーの供給や消費形態がある中で、環境性・経済性・リスク分散・地域の特徴

を考えた望ましいエネルギー構成はどういったものか？ 
・ 枯渇性資源は再生可能資源によってどの程度代替可能か？ 
・ 未利用のエネルギーを活用するにはどうしたらよいか？ 
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・ 原子力が利用できない場合、地球環境はどうなるのか？ 
・ 水・エネルギー・食料資源の生産・輸送・分配・消費過程における効率性・経済性・平等性を

同時に高めるにはどのような方法があるか 
・ 水・エネルギー・食料ネクサスの環境・経済・社会のシナジーをどのように高めることがで

きるか 
④  生態系サービスの保全と人類の生存基盤の確保  

・ 外来種の恩恵・被害と生活・生業との整合性、及び、被害をもたらす外来種対策のために効

果的な制度とビジネスが果たす役割は何か？ 
・ 保全や保護区をふくめて、絶滅危惧種保全のために世界で行われている取り組みを共有する

にはどうしたらよいか？ 
・ 生物多様性を保つために、生物を保全する地域を確保・維持するには、どのような経済的シ

ステムを設計し、実践的に導入すればよいか？ 
・ 生物多様性保全対策にはどのような基準を策定されるべきなのか？ 
・ 海洋生態系を含む海洋環境の変化予測・モニタリング・保全と持続的な利用のあり方とは何

か？ 
・ 生態系サービスを適切に保全・利用するための、里山・里海概念に基づく自然共生型管理手

法にはどのようなものがあるか？ 
・ 最貧国の持続的発展のためには、農山村においてどのように生物資源を利用・管理したらよ

いか？ 
⑤  多発・集中する自然災害への対応と減災社会を見据えた世界ビジョンの策定 

・ 100 年スケール以上の長期的な視野を持って、脆弱性を減らす地域開発と生活圏の設計に、

生態系や生態系サービスをどう利用して進められるか？ 
・ 地球温暖化に伴う極端水・気象災害の増加と甚大化に対し、長期的な防災と持続可能な生活

圏の構築をどう進めるべきか？ 
・ 防災・減災問題における（特にアジアの）南北問題をどう解決していくべきか？ 

⑥  学際・超学際研究推進のための研究・教育体制の構築 
・ 初等中等教育におけるフューチャーアースや SDGｓを含めた ESD(持続可能な開発のための

教育)をどう推進すべきか？ 
・ 高等教育における学際・超学際研究の重要性と評価をどう組み込むべきか？ そのためのカ

リキュラムや教育プログラムをどう構築すべきか？ 
・ 学際・超学際研究を担う人材のキャリアパスをどのように構築すべきか？ 
・ 環境リテラシーの向上や行動を変えるために、どのような環境学習を生涯教育の中に取り込

むべきか？ 
⑦  国際的リーダーシップを果たすための体制の構築 

・ フューチャー・アースの研究・教育・人材育成のための国際ネットワーク形成におけるリー

ダーシップをどう作っていくべきか？ 
・ アジアにおけるフューチャー・アースの研究と社会との連携を推進するための国際的な活動

を、グローバル東京とアジア地域センター（京都）との連携でどう進めていくべきか？ 
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平成○年○月○日 

 
 日本学術会議会長 殿 
 

課題別委員会設置提案書 

 

 日本学術会議が、科学に関する重要事項、緊急的な対処を必要とする課題について審議

する必要があるので、日本学術会議の運営に関する内規第 11 条第 1項の規定に基づき、

下記のとおり課題別委員会の設置を提案します。 

 

記 

 
１．提案者   渡辺美代子（副会長） 
 
２．委員会名  自動車の自動運転の推進と社会的課題に関する委員会 

 
３．設置期間  幹事会承認日から平成３２年９月３０日 
 

４．課題の内容 

 （１）課題の概要 

・近年、完全自動運転車の実現に向けた研究開発や公道実験が盛んにおこなわれてい

るが、①交通事故大幅削減、②渋滞緩和、③環境負荷低減、④高齢者の移動支援、⑤

労働力不足への対応、⑥新たなビジネスチャンスの創出、と言った社会的課題の解決

や変革をもたらすであろうことが期待されるからである。 
・しかしながら現在までに市場投入されている車両は、レベル２と呼ばれる部分的な

自動運転であり、運転者が主体の運転支援システムとも呼べるものである。システム

の過信が原因とみられるような死亡事故が発生する中、運転支援システムから部分

的な自動運転、さらには完全自動運転まで様々な車両が開発されていくことに対し、

自動車ユーザーのみならず交通参加者すべてが車の機能を正しく理解することが重

要である。 
・また自動運転車の進化については、官民 ITS 構想・ロードマップ等で示されている

が、運転者のみならず社会としてどのように受け止めていくべきかについては、まだ

十分な議論がなく、事故時の責任問題、非自動運転車との混在下での車両間のコミュ

ニケーション、歩車間のコミュニケーションなど、検討すべき課題も多い。さらに、

将来的に完全自動化が進んでいくとして、そのゴールをどのように描くか、またそれ

に向けた体制をどうするか、という課題についての議論もまだまだこれからである。

一方で、交通事故等の自動車交通の引き起こす負の側面はまだまだ解決せず、高齢化

が進むことでより一層深刻になる面も想定される中、自動運転に対する過度とも言

える期待や誤解が散見される。 

提案１１ 
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・日本学術会議では２３期において、「自動運転のあるべき将来に向けて ―学術界か

ら見た現状理解－」を、自動運転の推進に関わる国の関係部署や産官学の専門機関は

検討を進めていくべきであることを提言として発行した。この提言は、日本学術会議

総合工学委員会・機械工学委員会合同「工学システムに関する安全・安心・リスク検

討分科会」、「車の自動運転検討小委員会」での審議結果を踏まえ、同分科会において

取りまとめて公表したものである。２３期の分科会を終えるにあたり、２４期におい

ては課題別委員会として広く審議すべきであるとの意見を多く得ている。 
 

 （２）審議の必要性 

・前期提言の中で取り上げた通り、技術的な課題ばかりでなく社会的な課題が多く未

解決のままであり、自動運転がもたらす未来社会のモビリティのあり方について、基

礎から出口までを見据えた長期的な視点に立って検討する場が必要である。 
・そのため学術会議としては、第三部の専門家を中心にしたこれまでの検討体制を改

め、第一部からは人文社会科学、法学、経済学、倫理・心理学などの専門家や、第二

部からは高齢者、認知症に係わる脳神経科学、リハビリなどの専門家に参加いただ

き、広く社会と自動運転とのかかわりを審議する必要がある。 
・また、何人かの（学術コミュニティ外の）社会のステークホルダーの代表の方に参加

してもらい、社会との超学際的な研究活動を推進する必要がある。 

 

 （３）日本学術会議が過去に行っている検討や報告等の有無 

・平成２０年６月２６日において、日本学術会議総合工学委員会・機械工学委員会合

同「工学システムに関する安全・安心・リスク検討分科会」、「事故死傷者ゼロを目

指すための科学的アプローチ検討小委員会」での審議結果を取りまとめ、２０期の

提言「交通事故ゼロの社会を目指して」として公表している。 

・その後２１期、２２期において、同分科会・小委員会において提言後の情報収集や

課題について議論し、「記録」として保存している。 

・平成２９年６月２７日において、提言「自動運転のあるべき将来に向けて―学術界か

ら見た現状理解－」を発行した。この２３期の提言は、日本学術会議総合工学委員

会・機械工学委員会合同「工学システムに関する安全・安心・リスク検討分科会」、

「車の自動運転検討小委員会」での審議結果を踏まえ、同分科会において取りまとめ

て公表したものである。 

・これらの提言や記録を踏まえ、提案する委員会では、社会的課題を対象として広く社

会と自動運転とのかかわりを審議する。 

 
 （４）政府機関等国内の諸機関、国際機関、他国アカデミーの関連する報告等の有無 

・内閣官房では、２０１３年度（平成２５年度）より毎年、「官民 ITS 構想・ロードマ

ップ」を策定しており、当初「世界最先端 IT 国家創造宣言」を策定した。平成２９

年には「官民 ITS 構想・ロードマップ２０１７ ～多様な高度自動運転システムの

社会実装に向けて～」、を内閣官房にて策定しており、自動運転に関する詳細な開発
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計画・ロードマップを記載している。 

・内閣府総合科学技術イノベーション会議において、２０１４年度（平成２６年度）よ

り、戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）を立ち上げ、研究開発計画「自動

走行システム」を毎年更新しつつ、５年間の研究開発を実施している。 

・JST では、戦略的イノベーション創出推進プログラム（S-イノベ）「高齢社会を豊か

にする科学・技術・システムの創成」で、高齢社会における高齢者支援について研究

開発を進めている。 

・米国連邦運輸省においては、自動運転の技術レベルの定義を統一すべく、レベル定義

に関する報告を公表しており、２０１７.９に公表したレベル１～５の定義が、現在

ほぼ世界中で使われている。 

・提案する委員会では、これらの動きと連動しながら、長期的な視点から社会とのかか

わりを分野横断的に継続的に審議する。 

 

（５）各府省等からの審議依頼の有無 

・特に無し 

 
５．審議の進め方 

 （１）課題検討への主体的参加者 

・多くの分野の専門家が必要である。自動運転の推進と社会に係わる研究には、文理 

のすべてにわたる研究者が必要であり、第一部から第三部の各分野からの専門家を

含め、分野横断的な議論ができる構成とする。また、社会との超学際的な研究活動を

推進するために、何人かの（学術コミュニティ外の）社会のステークホルダーの代表

の方に、特任連携会員として参加してもらう。 

 

 （２）必要な専門分野及び構成委員数 

     多くの専門分野から選出する会員、連携会員（計２５名以内）および、社会のステ 

ークホルダーを代表する特任連携会員（５名以内） 

 

 （３）中間目標を含む完了に至るスケジュール 

・自動運転の社会に及ぼす影響は計り知れないものがあるため、内閣官房及び内閣府

において実施している「官民 ITS 構想・ロードマップ」や、戦略的イノベーション創

造プログラム（SIP）「自動走行システム」の短期的な開発計画に対して、超学際的な

連携を視野に入れて、長期的な視点から社会とのかかわりを分野横断的に継続的に

審議する必要があると考えられる。 

・特に国家プロジェクトである戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）「自動走 

行システム」は５年間の有期であり、本委員会では２０２０以降を見据えた長期的な

展望について審議する予定である。したがって国内外の同種の開発計画の進捗状況

に応じて、学際および超学際の内容を変えていく必要がある。毎年の委員会で、ワー

クショップやシンポジウムを開催しながら、委員会の具体的な目標や構成などの検
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討を行う予定である。 

 

６．その他課題に関する参考情報 

本委員会では、「工学システムに関する安全・安心・リスク検討分科会」をはじめ

とする学術会議内の関連委員会や活動とも、密接に連携した活動も予定している。 
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●自動車の自動運転の推進と社会的課題に関する委員会設置要綱(案) 

 
平 成  年  月  日 
日本学術会議第 回幹事会決定 

 
 
（設置） 
第１ 日本学術会議会則第１６条第１項に基づく課題別委員会として、自動車の自動運転

の推進と社会的課題に関する委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
 
（職務） 
第２ 委員会は、内閣官房や内閣府等の政府機関における動きや、日本学術会議協力学術

研究団体を含めた国内外の学術団体や研究グループの動きと連動しながら、長期的な視

点から社会的課題を対象として幅広く社会と自動運転とのかかわりを分野横断的に審議

する。 
 
（組織） 
第３ 委員会は、３０名以内の会員又は連携会員をもって組織する。 
 
（設置期限） 
第４ 委員会は、平成３２年９月３０日まで置かれるものとする。 
 
（庶務） 
第５ 委員会の庶務は、事務局各課・参事官の協力を得て、事務局参事官（審議第二担当）

において処理する。 
 
（雑則） 
第６ この要綱に定めるもののほか、議事の手続きその他委員会の運営に関し必要な事項

は、委員会が定める。 
 
   附 則 
 この決定は、決定の日から施行する。 
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【課題別委員会】 
 
○委員の決定（新規１件） 
 
（自動車の自動運転の推進と社会的課題に関する委員会） 

氏  名 所  属 ・ 職  名 備  考 推  薦 

遠藤 薫 学習院大学法学部教授 第一部会員 副会長 

澁澤 栄 
東京農工大学大学院農学研究院

教授 
第二部会員 副会長 

淺間 一 
東京大学大学院工学系研究科教

授 
第三部会員 副会長 

大倉 典子 
芝浦工業大学学長補佐・工学部

教授 
第三部会員 副会長 

柴山 悦哉 東京大学情報基盤センター教授 第三部会員 副会長 

太田 喜久子 慶應義塾大学看護医療学部教授 連携会員 副会長 

尾崎 紀夫 
名古屋大学大学院医学系研究科

教授 
連携会員 副会長 

唐沢 かおり 
東京大学大学院人文社会系研究

科教授 
連携会員 副会長 

佐倉 統 東京大学大学院情報学環教授 連携会員 副会長 

鈴木 真二 
東京大学大学院工学系研究科教

授 
連携会員 副会長 

須田 義大 東京大学生産技術研究所教授 連携会員 副会長 

永井 正夫 
一般財団法人日本自動車研究所

代表理事・研究所長 
連携会員 副会長 

野口 和彦 

横浜国立大学リスク共生社会創

造センター長、大学院環境情報

研究院教授 

連携会員 副会長 

藤井 幸彦 
新潟大学脳研究所脳神経外科学

分野教授 
連携会員 副会長 

松岡 猛 
宇都宮大学基盤教育センター非

常勤講師 
連携会員 副会長 

松宮 孝明 
立命館大学大学院法務研究科教

授 
連携会員 副会長 

水野 毅 
埼玉大学大学院理工学研究科人

間支援・生産科学部門教授 
連携会員 副会長 
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宮崎 恵子 

国立研究開発法人海上・港湾・航

空技術研究所海上技術安全研究

所知識・データシステム系 副系

長 

連携会員 副会長 

向殿 政男 明治大学顧問・名誉教授 連携会員 副会長 

和田 真一 
立命館大学大学院法務研究科教

授 
連携会員 副会長 
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若手アカデミー分科会の設置について 
 
分科会名：若手による学術の未来検討分科会 
 

１ 所属委員会名 若手アカデミー 
２ 委員の構成 ２５名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  学術環境が劇的に変化する中、学術界を取り巻く現状の認

識を深めながら、来る時代における学術の有り様を検討する

ことが求められる。そこで、多様な学術分野の若手科学者か

ら構成される若手アカデミーの下に分科会を設置し、学術の

未来を担う若手科学者の置かれた現状を分析し課題を解決

する方策を検討するとともに、学術の発展により獲得される

新たな自然理解が社会をどのように変容しうるかを検討す

る。 
４ 審 議 事 項  １．学術界への期待と課題（若手から／若手へ） 

２．科学者のあり方、ライフワークバランス 
３．人文社会科学の未来 
４．発展する自然理解とその社会との対話 

５ 設 置 期 間  平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
 
 
  

提案１２ 
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分科会名：若手科学者ネットワーク分科会         
 

１ 所属委員会名  若手アカデミー 
２ 委員の構成 ２０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  若手アカデミーの主たる目的は若手科学者間の連携を図

り、若手の視点からの提言や問題提起を行うことである。こ

れを円滑かつ効果的に行うため、国内の各種学協会における

「若手の会」のネットワークである「若手科学者ネットワー

ク」が前期までに整備された。この若手科学者ネットワーク

の維持とさらなる拡充を図るとともに、それを通じて広く意

見収集を行い、提言や問題提起につなげることを目的とし

て、本分科会を設置する。また、「若手科学者サミット」な

どのシンポジウム開催を通して、若手科学者の交流と問題意

識共有の場を提供する。 
４ 審 議 事 項  １．若手科学者ネットワークの運営や拡充に関する事項 

２．ネットワークを通じた若手科学者の意見収集と問題提起

に関する事項 
３．若手科学者サミットなど、若手科学者の交流と問題意識

共有の場の提供に関する事項 
５ 設 置 期 間  平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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分科会名：イノベーションに向けた社会連携分科会  
 

１ 所属委員会名 若手アカデミー 
２ 委員の構成 ２０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  科学技術イノベーションをめぐる大変革時代が到来する

中、学術には、社会との連携を深めながら、広い視野に立っ

て検討することが求められる。そこで、多様な学術分野の若

手科学者から構成される若手アカデミーの下に分科会を設

置し、ウェブサイトや出版を通じた社会への広報活動と、地

方を含めた我が国全体の学術・行政・産業・ＮＰＯなどの関

係者との交流活動を通じて、若手科学者による社会連携を推

進するとともに、社会連携のあり方や科学技術イノベーショ

ンの社会実装など、学術と社会の関係について検討を行う。 
４ 審 議 事 項  広報と交流を通じた社会連携を進める中から、科学技術イノ

ベーションにおける学術と社会の関係についての課題 
５ 設 置 期 間  平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
 
 
  



150 
 

分科会名：国際分科会   
 

１ 所属委員会名  若手アカデミー 
２ 委員の構成 ２０名以内の会員又は連携会員 
３ 設 置 目 的  地球社会において、日本の学術はどのような役割を果すべ

きか。また他国における学術の状況と比較してわが国の学術

をどのように進めていくべきか。これらを、今後２０年以上

にわたってわが国の学術を牽引するべき若手科学者の立場

から考え、また世界各国に次々設立されている若手研究者を

主たる構成員とする学術組織である若手アカデミーとの連

携によって実践していくために、本分科会を設置する。本分

科会では、既に関係の深い国際的若手学術組織であるグロー

バルヤングアカデミーへの参画を通じ、他国の若手アカデミ

ーとの交流を深め、また我が国との交流連携を深めるための

催しを考案開催する。分科会は世界規模の問題を解決するた

めに行動し、この目的のため、他国のアカデミーと共同して

国際的発信を行う。 
４ 審 議 事 項  １．日本の学術が地球社会において果すべき役割と、そのあ

るべき役割に照らした国内での活動指針 
２．若手アカデミーの国際的活動の推進および若手アカデミ

ーにおける国際的活動関連の連絡調整 
３．その他、若手アカデミーの国際的活動 
に係る審議に関すること 

５ 設 置 期 間  平成３０年２月２２日～平成３２年９月３０日 

６ 備    考 ※事実上２３期からの継続 
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【若手アカデミー】 

○委員の決定（新規４件） 

 

（若手による学術の未来検討分科会） 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

伊藤 恵理 
国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究

所電子航法研究所主幹研究員 
連携会員 

上田 泰己 
東京大学大学院医学系研究科 機能生物学専

攻教授 
連携会員 

内田 さやか 
東京大学大学院総合文化研究科広域科学専攻

准教授 
連携会員 

遠藤 求 
京都大学大学院生命科学研究科分子代謝制御

学准教授 
連携会員 

大矢根 綾子 
産業技術総合研究所ナノ材料研究部門主任研

究員 
連携会員 

隠岐 さや香 名古屋大学大学院経済学研究科教授 連携会員 

川口 慎介 国立研究開発法人海洋研究開発機構研究員 連携会員 

河原林 健一 国立情報学研究所教授 連携会員 

岸村 顕広 
九州大学大学院工学研究院応用化学部門・九

州大学分子システム科学センター准教授 
連携会員 

木村 周平 筑波大学人文社会系助教 連携会員 

實藤 和佳子 九州大学大学院人間環境学研究院准教授 連携会員 

武田 宙也 京都大学大学院人間・環境学研究科准教授 連携会員 

谷口 洋幸 高岡法科大学法学部教授 連携会員 

土屋 太祐 
新潟大学人文社会・教育科学系（経済学部）准

教授 
連携会員 

所 裕子 筑波大学大学院数理物質科学研究科准教授 連携会員 

中村 征樹 大阪大学全学教育推進機構准教授 連携会員 

福永 真弓 東京大学大学院新領域創成科学研究科准教授 連携会員 

馬奈木 俊介 九州大学大学院工学研究院教授 連携会員 

村上 祐介 東京大学大学院教育学研究科准教授 連携会員 

森 章 横浜国立大学環境情報研究院准教授 連携会員 

埴淵 知哉 中京大学国際教養学部教授 特任連携会員 

平田 佐智子 専修大学兼任講師 特任連携会員 

谷内江 望 
東京大学先端科学技術研究センター合成生物

学分野准教授 
特任連携会員 
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（若手科学者ネットワーク分科会） 

 
（イノベーションに向けた社会連携分科会） 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

荒木 稚子 埼玉大学大学院理工学研究科准教授 連携会員 

井頭 麻子 
明治学院大学法学部消費情報環境法学科准教

授 
連携会員 

井藤 彰 九州大学大学院工学研究院准教授 連携会員 

岩崎 渉 東京大学大学院理学系研究科准教授 連携会員 

岩永 理恵 
日本女子大学人間社会学部社会福祉学科准教

授 
連携会員 

宇南山 卓 一橋大学経済研究所准教授 連携会員 

加藤 千尋 弘前大学農学生命科学部助教 連携会員 

住井 英二郎 東北大学大学院情報科学研究科教授 連携会員 

田井 明 
九州大学大学院工学研究院環境社会部門准教

授 
連携会員 

大門 高明 京都大学大学院農学研究科 教授 連携会員 

髙瀨 堅吉 自治医科大学大学院医学研究科教授 連携会員 

竹村 仁美 一橋大学大学院法学研究科准教授 連携会員 

谷口 洋幸 高岡法科大学法学部教授 連携会員 

前川 知樹 
新潟大学医歯学総合研究科高度口腔機能教育

研究センター研究准教授 
連携会員 

松中 学 名古屋大学大学院法学研究科准教授 連携会員 

安田 仁奈 宮崎大学准教授 連携会員 

酒折 文武 中央大学理工学部数学科准教授 特任連携会員 

平田 佐智子 専修大学兼任講師 特任連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

有路 昌彦 近畿大学世界経済研究所（水産・食料戦略分

野）教授 
連携会員 

岩村 誠 日本電信電話株式会社主任研究員（特別研究

員） 
連携会員 

上村 想太郎 東京大学大学院理学系研究科教授 連携会員 

遠藤 良輔 大阪府立大学大学院生命環境科学研究科講師 連携会員 

笠井 久会 北海道大学大学院水産科学研究院准教授 連携会員 
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（国際分科会） 

川畑 秀明 慶應義塾大学文学部准教授 連携会員 

小堀 聡 名古屋大学大学院経済学研究科准教授 連携会員 

小森 大輔 東北大学大学院環境科学研究科准教授 連携会員 

髙瀨 堅吉 自治医科大学大学院医学研究科教授 連携会員 

髙槻 泰郎 神戸大学経済経営研究所准教授 連携会員 

髙山 弘太郎 愛媛大学大学院農学研究科教授 連携会員 

遠野 雅徳 国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研

究機構畜産研究部門主任研究員 
連携会員 

豊田 光世 新潟大学朱鷺・自然再生学研究センター准教

授 
連携会員 

名取 良太 関西大学総合情報学部教授 連携会員 

野田 岳志 京都大学ウイルス・再生医科学研究所教授 連携会員 

林 秀弥 名古屋大学大学院法学研究科教授、同アジア

共創教育研究機構教授（学内兼任） 
連携会員 

春日 郁朗 東京大学大学院工学系研究科准教授 特任連携会員 

平田 佐智子 専修大学兼任講師 特任連携会員 

谷内江 望 東京大学先端科学技術研究センター合成生物

学分野准教授 
特任連携会員 

氏   名 所  属 ・ 職  名 備 考 

荒木 稚子 埼玉大学大学院理工学研究科准教授 連携会員 

石井 香世子 立教大学社会学部現代文化学科准教授 連携会員 

狩野 光伸 岡山大学副理事（研究担当）、岡山大学大学院

医歯薬学総合研究科副研究科長・教授 
連携会員 

川崎 昭如 東京大学大学院工学系研究科社会基盤学専攻

特任教授 
連携会員 

岸村 顕広 九州大学大学院工学研究院応用化学部門・九

州大学分子システム科学センター准教授 
連携会員 

塩見 淳一郎 東京大学大学院工学系研究科機械工学専攻教

授 
連携会員 

竹村 仁美 一橋大学大学院法学研究科准教授 連携会員 

中澤 高志 明治大学経営学部教授 連携会員 

中西 和嘉 国立研究開発法人物質・材料研究機構主任研

究員 
連携会員 

西嶋 一欽 京都大学防災研究所准教授 連携会員 
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松中 学 名古屋大学大学院法学研究科准教授 連携会員 

馬奈木  俊介 九州大学大学院工学研究院教授 連携会員 

安田 仁奈 宮崎大学准教授 連携会員 

新福 洋子 聖路加国際大学看護学部ウィメンズヘルス・

助産学助教 
特任連携会員 



様式第６（第１８条関係）

＜第１区分＞  

番号 会　議　名 開催地 派遣人員

　 ソウル

( 韓国 )

ダボス

( スイス )

パリ

( フランス )

パサデナ

( アメリカ )

サンパウロ、
リオデジャネイロ

( ブラジル )

リオデジャネイロ

( ブラジル )

メルボルン

( オーストラリア )

ウィーン

( オーストリア )

プリマス

( イギリス )

バンコク

( タイ )

未定

( 韓国 )

　 16

＜第２区分＞

番号 会　議　名 開催地 派遣人員

パリ
( フランス )

グラン・カナリア

( スペイン )

トロント

( カナダ )

ケベック

( カナダ )

未定

韓国

コルヴァリス

( アメリカ )

ボゴタ

( コロンビア )

7

2
第35回南極研究科学委員会総会及び公開科学会
議

2018/6/15 ～ 2018/6/26 1

平成３０年度代表派遣実施計画

会　期

1 第24回国際生化学分子生物学連合会議 2018/6/4 ～ 2018/6/8 1

4 COSPAR総会等 2018/7/14 ～ 2018/7/22 1

3 国際学術会議（ISC）設立総会 2018/7/3 ～ 2018/7/5 6

6 第２１回国際土壌科学会議等 2018/8/12 ～ 2018/8/22 1

5 国際数学連合総会及び国際数学者会議 2018/7/29 ～ 2018/8/9 1

8 国際天文学連合第30回総会 2018/8/20 ～ 2018/8/31 1

7 第22回国際鉱物学連合会議（IMA 2018） 2018/8/13 ～ 2018/8/17 1

10
アジア科学アカデミー・科学協会連合総会及び理
事会

2018/10/29 ～ 2018/10/31 1

9 2018海洋研究科学委員会（SCOR）総会 2018/9/3 ～ 2018/9/5 1

1

2 2018年URSI大西洋電波科学会議 2018/5/26 ～ 2018/6/3 1

11 IAP総会/IAP-R理事会 　平成31年2月頃 1

会　期

1 国際科学会議（ICSU)理事会等 2018/4/16 ～ 2018/4/18

4
国際地理学連合(IGU)2018年国際地理学会議(RC)
および執行委員会

2018/8/5 ～ 2018/8/10 1

3
太陽地球系物理学科学委員会（SCOSTEP）
VarSITIプログラム運営会議

2018/7/9 ～ 2018/7/13 1

1

5 IAP-S執行委員会 　平成30年9月頃 1

6
国際科学史技術史科学基礎論連合・科学史技術
史部会・評議会

2018/12/7 ～ 2018/12/8 1

7
第73回国際地質科学連合理事会および事務局会
議

2019/2/10 ～ 2019/2/15

提案１３

155



＜第３区分＞

番号 会　議　名 開催地 派遣人員

パリ

( フランス )

キャンモア

カナダ

パタヤ

( タイ )

フランクフルト

( ドイツ )

オタワ

( カナダ )

ウランバートル

( モンゴル )

ベルン

( スイス )

テッサロニキ

( ギリシア )

ブダペスト

( ハンガリー )

フロリアノポリス

( ブラジル )

ロサリオ

( アルゼンチン )

ジャカルタ

( インドネシア )

北京

( 中国 )

ソウル

( 韓国 )

未定

( カナダ )

ブダペスト

( ハンガリー )

パリ

( フランス )

パリ

( フランス )

ロサリオ

( アルゼンチン )

25

会　期

1 第34回ICSU/科学計画評価委員会（CSPR) 2018/4/5 ～ 2018/4/6

3 GYA総会 2018/5/7 ～ 2018/5/11 3

1

2
第8回全球エネルギー・水循環観測計画(GEWEX)
科学会議：逼迫した極端現象と水問題

2018/5/6 ～ 2018/5/11 1

6 ICSU/アジア・太平洋地域委員会定例会合 2018/6/7 ～ 2018/6/9 1

4 STSフォーラム評議員会 　2018/5/15 1

5 Gサイエンス学術会議2017共同声明手交式 　平成30年5月頃 1

8 第9回国際古地震・活構造・考古地震学会議 2018/6/24 ～ 2018/6/30 1

7 国際宗教学宗教史学会　理事会・国際委員会 2018/6/16 ～ 2018/6/21 1

11 S-20会合 共同声明手交式 　2018/7/24 1

12
アジア科学アカデミー・科学協会連合地域ワーク
ショップ

　平成30年7月頃 1

9 世界科学フォーラム（WSF ）運営委員会 　平成30年6月頃 1

10
国際人類学民族科学連合 (IUAES) 第18回世界大
会

2018/7/12 ～ 2018/7/21 1

14 第13回国際人権ネットワーク隔年総会等 2018/10/25 ～ 2018/10/27 1

13
哲学系諸学会国際連合総会及び第２４回世界哲
学会大会

2018/8/13 ～ 2018/8/20 1

1

15 日本カナダ女性研究者交流 　平成30年10月以降 1

16 世界科学フォーラム（WSF ）運営委員会 　平成30年11月頃 1

20 アジア若手アカデミー会合 　未定 未定 1

21 S-20会合 　未定 1

18 Gサイエンス学術会議2018 　平成31年3月頃 3

19 各国若手アカデミー会議 　未定 未定 1

17
COSPAR 総会プログラム委員会、シンポジウムプ
ログラム委員会、科学諮問委員会

2019/3/19 ～ 2019/3/21

156



○代表派遣：平成30年4-6月期の会議派遣候補者

4月5日 パリ 春日　文子

～ 2 日 ―――――― 連携会員

4月6日 フランス 国立研究開発法人国立環境研究所特任フェロー

4月16日 パリ 巽　和行

～ 3 日 ―――――― 連携会員

4月18日 フランス 名古屋大学名誉教授

5月6日 キャンモア 高薮　縁

～ 6 日 ―――――― 連携会員

5月11日 カナダ 東京大学大気海洋研究所教授

5月7日 パタヤ 岩崎　渉

～ 5 日 ―――――― 連携会員

5月11日 タイ 東京大学大学院理学系研究科准教授

5月7日 パタヤ 岸村　顕広

～ ―――――― 連携会員

5月11日 タイ
九州大学大学院工学研究院応用化学部門・九州大学分

子システム科学センター准教授

5月7日 パタヤ 新福　洋子

～ ―――――― 特任連携会員

5月11日 タイ
聖路加国際大学大学院看護学研究科ウィメンズヘルス・

助産学助教

フランクフルト 山極　壽一

5月15日 1 日 ―――――― 第２部会員

ドイツ 京都大学総長

5月26日 グラン・カナリア 八木谷　聡

～ 9 日 ―――――― 連携会員

6月3日 スペイン 金沢大学理工研究域電子情報学系教授

開催地及び用務地国際会議等番号
派遣候補者

（職　名）計

会     期

7 STSフォーラム評議員会

3
第8回全球エネルギー・水循環観測計画
(GEWEX) 科学会議：逼迫した極端現象と水問題

6 GYA総会

4 GYA総会

1 第34回ICSU/科学計画評価委員会（CSPR)

2 国際科学会議（ICSU)理事会等

5 GYA総会

8 2018年URSI大西洋電波科学会議

5 日

5 日
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開催地及び用務地国際会議等番号
派遣候補者

（職　名）計

会     期

オタワ 武内　和彦

―――――― 第２部会員

カナダ
東京大学国際高等研究所サステイナビリティ学連携研究

機構機構長・特任教授

6月4日 ソウル 菊池　章

～ 5 日 ―――――― 第２部会員

6月8日 韓国 大阪大学大学院医学系研究科分子病態生化学・教授

6月7日 ウランバートル 植松　光夫

～ 3 日 ―――――― 連携会員

6月9日 モンゴル 東京大学大気海洋研究所教授

6月15日 ダボス 伊村　智

～ 12 日 ―――――― 特任連携会員

6月26日 スイス 国立極地研究所教授

6月16日 ベルン 藤原　聖子

～ 6 日 ―――――― 第１部会員

6月21日 スイス 東京大学大学院人文社会系研究科教授

6月24日 テッサロニキ 奥村　晃史

～ 7 日 ―――――― 連携会員

6月30日 ギリシア 広島大学大学院文学研究科教授

ブダペスト

2 日 ―――――― 未定

ハンガリー

5月予定

13 国際宗教学宗教史学会　理事会・国際委員会

9 Gサイエンス学術会議2017共同声明手交式

12
第35回南極研究科学委員会総会及び公開科学
会議

11 ICSU/アジア・太平洋地域委員会定例会合

10 第24回国際生化学分子生物学連合会議

6月予定

14 第9回国際古地震・活構造・考古地震学会議

15 世界科学フォーラム（WSF）運営委員会

2 日
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                                         平成２９年度代表派遣実施計画の追加、変更及び派遣者の決定について

以下のとおり、実施計画の追加、変更及び派遣者の決定を行う。

番号 会議名称 派遣期間（会期分） 開催地(国） 派遣候補者（職名） 内容

武内　和彦

第二部会員

東京大学国際高等研究所サステイナビリ
ティ学連携研究機構 機構長・特任教授

村山　泰啓

連携会員

国立研究開発法人情報通信研究機構
ソーシャルイノベーションユニット戦略的プ

ログラムオフィス研究統括

原田　尚美

連携会員

国立研究開発法人海洋研究開発機構地
球環境観測研究開発センター研究開発セ

ンター長代理

2 Gサイエンス学術会議2018
平成３０年３月予定

↓
平成３０年３月１８日～２０日

オタワ
――――

カナダ

代表派遣の変更
派遣者の決定

※実施計画については、第242回幹事
会(平成29年2月24日)にて承認済み

3 Gサイエンス学術会議2018

代表派遣の変更
派遣者の決定

※実施計画については、第242回幹事
会(平成29年2月24日)にて承認済み

平成３０年３月予定
↓

平成３０年３月１８日～２０日

オタワ
――――

カナダ

1 Gサイエンス学術会議2018 平成３０年３月１８日～２０日
オタワ

――――
カナダ

代表派遣の追加

※実施計画については、第242回幹事
会(平成29年2月24日)にて承認済み

提案１４
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公開シンポジウム「人文社会科学系学協会における男女共同参画をめざして」の 
開催について 

 

 
１．主 催：日本学術会議第一部総合ジェンダー分科会 

  

２．共 催：人文社会科学系学協会男女共同参画推進連絡会（GEAHSS） 

 

３．後 援：男女共同参画学協会連絡会（調整中）、お茶の水女子大学 

 

４．日 時：平成３０年３月３１日（土）１３：００～１８：００ 

 

５．場 所：お茶の水女子大学共通講義棟 2号館 201 室 
 

６．分科会等の開催：開催予定 

 

７．開催趣旨： 日本学術会議の前期、第 23 期から総合ジェンダー分科会において準

備してきた「人文社会科学系学協会男女共同参画推進連絡会」Gender Equality 

Association for Humanities and Social Sciences（GEAHSS 略称ギース）が、正式に

発足した。2002 年に「男女共同参画学協会連絡会」を発足させた自然科学系の分野で

は、参加学協会の数は 90 を超え、活発な活動を行っている。GEAHSS は、今後参加学

協会との議論を通じて、人文社会科学分野でのジェンダー平等の促進のみならず、研

究分野を超えた学際的な連携、人文社会系の学術の更なる発展を目指そうとするもの

である。この連絡会の発足を記念し、参加学協会代表とともに学術における男女共同

参画に向けた取り組みを具体化する基盤としたい。 

  

８．次 第： 

13：00 挨拶―ギースの立ち上げまで 
     後藤弘子（日本学術会議連携会員、千葉大学大学院社会科学研究院教授） 
 
13：10 来賓挨拶 
  武川  恵子（内閣府男女共同参画局局長）  

  文部科学省生涯学習局長（調整中） 
室伏 きみ子（お茶の水女子大学学長、日本学術会議連携会員） 

  内海 房子 （国立女性教育会館（NWEC）理事長） 
  男女共同参画学協会連絡会委員長（調整中） 
 
13：40 講演 

   大沢真理（日本学術会議連携会員、東京大学社会科学研究所教授） 
「日本におけるジェンダー平等関連政策の展開」 

   三成美保（日本学術会議第一部会員、副会長、奈良女子大学教授・副学長）      
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15：00－15：30 （ 休憩 ）  
 
15：30 各学会代表の発表（調整中）―グットプラクテスと問題点 
 
16：00 永瀬伸子（日本学術会議第一部会員、お茶の水女子大学基幹研究院教授・学

長補佐） 
「学会横断調査にむけて」 

 
16：30 和泉ちえ（日本学術会議連携会員、千葉大学文学部教授） 

井野瀬久美恵（日本学術会議連携会員、甲南大学教授） 
 「これからの分科会とギース」 

 
17：00 総合討論 

（司会）藤原聖子（日本学術会議第一部会員、東京大学大学院人文社会系研

究科教授） 
 
18：00 閉会 
 
９．関係部の承認の有無：第一部承認 
 

（下線の講演者は、主催分科会委員） 
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公開ワークショップ「日韓交流から科学の社会的・国際的貢献を考える」の開催につ

いて 
 

 
１．主 催：日本学術会議若手アカデミー 

 

２．共 催：該当なし  

 

３．後 援：該当なし 

 

４．日 時：平成 30 年３月 28 日（水）14：00～23：00 

 

５．場 所：休暇村志賀島 

 

６．分科会等の開催：開催予定 

 

７．開催趣旨：東アジアにおける、あるいは、東アジア発の、科学を基盤とする社会

貢献（特に国際的な貢献）の可能性について若手・地方からの目線で議論し、関連し

た学術活動のあり方を考える。また、韓国若手アカデミーのメンバーを招聘すること

で、アジアの科学先進国である日本・韓国が中心となって東アジアから今後のアジア

圏の科学を牽引するにあたり、そのインターフェースとなるにふさわしい地区・福岡

を起点とした今後の活動を考える。 

 

８．次 第： 

 

３月２８日 
【講演会】 14 時～16 時 10 分 （休暇村 志賀島 会議室） 

開会挨拶（10 分） 「文化・言語の壁を超えるための“科学”という方法論（仮）」 

岸村顕広（日本学術会議連携会員、若手アカデミー代表、九州大学大学院工学研究院

応用化学部門・九州大学分子システム科学センター准教授 

 

講演１（20 分発表、質疑 10 分） 「若手アカデミー：日本、アジアから世界へ（仮）」 

狩野光伸（日本学術会議連携会員、若手アカデミー会員（前副代表）、岡山大学副理事

（研究担当）、岡山大学大学院医歯薬学総合研究科副研究科長・教授、Global Young 

Academy 前役員） 

 

講演２（20 分発表、質疑 10 分） 「調整中」 

調整中 韓国若手アカデミー (Young Korean Academy of Science and Technology 
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(Y-KAST) ) 

 

講演３（20 分発表、質疑 10 分） 「調整中」 

新福洋子（日本学術会議特任連携会員、若手アカデミー会員、聖路加国際大学看護学

部ウィメンズヘルス・助産学助教） 

 

講演４（20 分発表、質疑 10 分） 「調整中」 

調整中 韓国若手アカデミー (Young Korean Academy of Science and Technology 

(Y-KAST) ) 

 

【休憩/写真撮影】16 時 10 分～16 時 30 分  

集合写真を撮影 

 

【ワークショップ】 16 時 30 分～18 時 （休暇村 志賀島 会議室） 

グループに分かれ、round table discussion を予定。 

相互の研究紹介と分野ごとに存在する課題や問題意識の共有を行う。 

この他、特定のテーマ（「社会と学問の関係」「学問の自由の確保」「Science diplomacy」

「科学教育と国際化」「研究職とジェンダー」など）からいくつかを選択して議論を行

い、背景の異なる参加者の視点から討論することで問題点を洗い出し、解決のアプロ

ーチについて考える作業を行う。 

 

【夕食】18 時 30 分～20 時 30 分 （休暇村 志賀島） 

 

【研究交流】 

21 時～23 時 （休暇村 志賀島 会議室） 

参加者全体でポスター発表を行い、参加者の研究内容の交流、分野ごとに存在する課

題や問題意識の共有を行い、相互に解決の糸口を提案する作業を行う。 

 

他の参加者：（見込み） 

・日本学術会議若手アカデミー会員（調整中） 

・近隣の関連若手研究者（調整中） 

 

※申請理由 

 本ワークショップの意義は、開催趣旨に述べたとおり。 
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